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はじめに 

 

清泉大学短期大学部は、清泉女学院短期大学として、幼児教育科、国際コミュニケー

ション科 2 科構成の短期大学として、2021 年度、一般財団法人大学・短期大学基準協会

による認証評価を受審し、2022 年 3 月 11 日付で「適合」と認証されました。そして、

2024 年度には、短期大学としての新たな在り方を模索しながら、改組の準備を行い、

2025 年度には、国際コミュニケーション科を清泉大学人文社会科学部の情報コミュニケ

ーション学科に移行させ、幼児教育科をこども学科として、短期大学部とする改組を行

い、幼児教育科をこども学科として、単科の短期大学部と生まれ変わりました。 

清泉女学院の長野での歩みは、戦後まもない 1946 年に、戦中・戦後に大学設立母体で

ある聖心侍女修道会修道女たちの疎開先（野沢温泉村）であった長野の地に、修道会創始

者、聖ラファエラ・マリアの精神に基づいた長野清泉寮学院を発足させたところからその

歴史が始まりました。その経緯は、近年編纂された聖心侍女修道会の日本における歩みに

関する調査報告にも詳しく解説されていますのでご覧ください（図書館では修道会の歩み

を動画で追った記録も視聴できます）。 

そのような歴史の積み重ねの上に、長野の地に教育機関を開設して、爾来、長野清泉

として地域に根付いて 75 年の月日が経った 2021 年に、その先の 25 年を見据えて、地域

において清泉女学院の教育をどのように発展させていくのかについてのビジョンを模索し

つつ、併設の清泉女学院大学との協力のもとに、「SJN21 及び清泉 100 年プロジェクト」

のグランドデザインを基盤としての教育活動を行ってきました。2022 年に受けた認証評

価は、この意味で、地域と共に歩みを続けてきた過去を振り返りながらも、これからの開

学 1 世紀のメルクマールに向けての本学の在り方について考える機会ともなりました。 

一方、今日の短期大学が置かれた状況の厳しさは、少子化による学生募集の難しさだ

けにとどまりません。従来の女子教育に対する期待のありかたも急激に変わってきていま

す。目まぐるしい時代の流れの中で、これまでの長野における教育活動を継続発展させ、

100 年の節目に向けての変革の時期をどのように進んでいくかが問われています。そし

て、清泉が担ってきた地域の幼児教育者の養成という重要な役割を自覚したうえで、この

先、この役割をどのように果たしていくかは、わたしたちに課された重要な課題でもあり

ます。 

この変革の時期のただ中にあって、清泉教育の根底に流れる「変わることのない大切

なもの」を守り存続させるために、積極的に「変わること」も求められています。「変わ

ることのない大切なもの」は建学の精神が大切にしてきた、「他者を思いやり」、「他者

の幸せのために奉仕する」ことに集約されています。その大切なもののために、教育を通

して体得する「堅固な知識と技術」は必要不可欠なものであります。そして、その知識と

技術が他者を助けるために使われる時、混迷を深める今日の社会を、より良い姿に変革で

きる力を秘めているようにも思われます。今年度は、こども学科と国際コミュニケーショ

ンの二学科体制の短期大学の最後の年になりました。 

2 年間という短期間で教育を行うためには、その教育がゆるぎない教育理念に支えられ

た一貫した方針のもとに行われる必要があることがより明確になってきた一年間だったと

思います。今後、困難の中にあってこそ生み出されるあらたな知恵を集め、教育を進めて

いくために、新たに生まれ変わった清泉大学短期大学部にかかわるすべての人の力を合わ

せることが出来ますように。         

   

 

清泉大学短期大学部 

学長 田村俊輔 
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自己点検・評価報告書 

 

 

 

この自己点検・評価報告書は、清泉女学院短期大学の自己点検・評価活動の結果

を記したものである。 

 

 令和 8 年 6 月 30 日 
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1．自己点検・評価の基礎資料 

 

（1）学校法人及び短期大学の沿革 

 清泉女学院短期大学は、世界 25 カ国に広がる聖心侍女修道会のカトリック教育の理念

を長野県の高等教育に実現することを目指して、昭和 56(1981)年 4 月に開学した。学校法

人の母体である聖心侍女修道会は、1877 年に聖女ラファエラ・マリア（1850～1925）によ

ってスペインに創立され、以後ヨーロッパはもとより、南北アメリカ、アフリカ、アジア

各地に広がり、現在も世界の各地で女子教育に献身している。 

学校法人清泉女学院は昭和 26(1951)年 1 月に認可された。現在の姉妹校は清泉小学校

（鎌倉市雪ノ下）、清泉女学院中学高等学校（鎌倉市城廻）、長野清泉女学院中学・高等学

校（長野市箱清水）、清泉インターナショナル学園（東京都世田谷区）、清泉大学（長野市

上野）である。また、令和 7 年 4 月には、設立母体を同じくする姉妹校であった清泉女子

大学（東京都品川区）と合併した。長野県においては、聖心侍女修道会のシスターが戦争

による強制疎開の後、昭和 21(1946)年に清泉寮学院を、昭和 24(1949)年に長野清泉女学院

高等学校を設立し、昭和 36(1961)年に同専攻科を創設した。昭和 41 年に高等学校専攻科

に代わり幼稚園教員養成所を開設、その後昭和 44(1969)年に清泉保育女子専門学校を開設

し短期大学の礎となった。短期大学は、幼児教育科（入学定員 100 名）、英語科（入学定員

50 名）で開学したが、その後英語科の入学定員は 90 名となり、平成 4(1992)年には国際文

化科（入学定員 100 名）を設置。平成 15(2003)年四年制大学の併設に伴い、同学科は国際

コミュニケーション科に名称変更し、平成 17(2005)年 3 月に英語科を廃止とした。令和

3(2021)年 4 月より国際コミュニケーション科の入学定員を 80 名に減員。令和 4(2022)年

3 月に一般財団法人大学・短期大学基準協会による短期大学認証評価の結果「適格」と認

定された。その後令和 6(2024)年、短期大学を取り巻く環境の変化及び志願者の減少から、

教育資源を継承した新たな学部学科へ改組するため、令和 7(2025)年度から国際コミュニ

ケーション科の学生募集停止を決定した（令和 8 年 3 月に閉科）。令和 7(2025)年 4 月、本

法人は大きな歴史的転換期を迎え、学校法人清泉女子大学と合併（学校法人清泉女学院が

存続法人）。また本学と併設大学における男女共学化、大学に人文社会科学部を設置するな

ど令和７年度改革に伴い、「清泉女学院短期大学」の名称を「清泉大学短期大学部」に変更

し、時代の移り変わりとともに社会のニーズに応える形で組織変更を行っている。詳しい

年表は以下の通りである。 

 

＜学校法人の沿革＞（※短期大学に関する沿革以外） 

昭和 9 年 11 月 スペインの聖心侍女修道会本部からシスター４名が来日 

昭和 10 年 4 月 吉田茂夫人雪子氏らの協力を得て麻布三河台（現六本木）の志賀

直哉邸跡に「清泉寮」開校 

昭和 11 年 3 月 吉田雪子氏が清泉寮校歌の作詞を佐佐木信綱氏に依頼 

昭和 13 年 5 月 財団法人清泉寮設立認可、清泉寮学院開校 

昭和 19 年 3 月 戦争激化により清泉寮学院休校 

昭和 19 年 9 月 戦争激化によりシスターたちが長野県に疎開 
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昭和 21 年 4 月 清泉寮学院開校（長野市）〔長野清泉女学院高等学校の前身〕 

昭和 22 年 4 月 清泉女学院中学校開校（横須賀市） 

昭和 22 年 4 月 清泉女学院小学校開校（横須賀市） 

昭和 23 年 4 月 清泉女学院高等学校開校（横須賀市） 

昭和 24 年 4 月 長野清泉女学院高等学校開校（長野市） 

昭和 25 年 4 月 長野清泉女学院高等学校に中学校を併設（長野市） 

昭和 25 年 4 月 清泉女学院小学校鎌倉分校設置（鎌倉市小町） 

昭和 25 年 4 月 清泉女子大学開学（横須賀市） 

昭和 26 年 2 月 財団法人清泉寮が学校法人清泉女学院に改組 

昭和 26 年 4 月 清泉幼稚園開設（渋谷区代々木） 

昭和 28 年 5 月 鎌倉分校が鎌倉清泉女学院小学校として独立（鎌倉市雪ノ下） 

昭和 34 年 3 月 長野清泉女学院中学校廃止（長野市） 

昭和 35 年 4 月 鎌倉清泉女学院中学校開校（鎌倉市雪ノ下） 

昭和 36 年 4 月 長野清泉女学院高等学校に専攻科併設（長野市） 

昭和 36 年 6 月 清泉インターナショナル学園設置認可（渋谷区代々木） 

昭和 37 年 3 月 清泉インターナショナル学園が品川区五反田（現清泉女子大学敷

地）に移転 

昭和 37 年 4 月 清泉女子大学が横須賀市から品川区五反田（現在地）に移転 

昭和 38 年 4 月 清泉女学院小学校（横須賀市）と鎌倉清泉女学院小学校（鎌倉市

雪ノ下）が統合し、清泉女学院小学校（鎌倉市雪ノ下）となる 

昭和 38 年 9 月 清泉女学院中学高等学校（横須賀市）と鎌倉清泉女学院中学校（鎌

倉市雪ノ下）が統合し、清泉女学院中学高等学校として鎌倉市城

廻（現在地）に移転 

昭和 39 年 3 月 清泉幼稚園廃止（渋谷区代々木） 

昭和 41 年 4 月 長野清泉女学院高等学校専攻科に代わり、清泉女学院幼稚園教員

養成所を開設（長野市）〔清泉女学院短期大学の前身〕 

昭和 43 年 4 月 清泉女学院幼稚園教員養成所から清泉女子専門学校に校名変更

（長野市） 

昭和 44 年 4 月 清泉女子専門学校から清泉保育女子専門学校に校名変更（長野

市） 

昭和 44 年 4 月 清泉女学院小学校から清泉小学校に校名変更（鎌倉市雪ノ下） 

昭和 47 年 9 月 清泉インターナショナル学園が清泉女子大学敷地から世田谷区

用賀に移転 

昭和 48 年 3 月 清泉女子大学が学校法人清泉女学院より独立、学校法人清泉女子

大学設立 

平成 15 年 4 月 清泉女学院大学開学、人間学部文化心理学科を設置（長野市） 

平成 20 年 4 月 清泉女学院大学、人間学部文化心理学科から心理コミュニケーシ

ョン学科に名称変更（長野市） 

平成 21 年 4 月 長野清泉女学院中学校開校（長野市） 
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平成 30 年 4 月 清泉女学院大学人間学部に文化学科を設置（長野市） 

平成 31 年 4 月 清泉女学院大学に看護学部看護学科設置（長野市） 

令和 3 年 4 月 清泉女学院大学大学院看護学研究科を設置（長野市） 

令和 3 年 4 月 清泉女学院大学に助産学専攻科を設置（長野市） 

令和 7 年 4 月 学校法人清泉女子大学と合併（学校法人清泉女学院が存続法人） 

令和 7 年 4 月 清泉女学院大学から清泉大学に校名変更（長野市） 

令和 7 年 4 月 清泉大学に人文社会科学部情報コミュニケーション学科及び文

化芸術学科を設置（長野市） 

令和 7 年 4 月 清泉女子大学に総合文化学部総合文化学科及び地球市民学部地

球市民学科を設置 

 

＜短期大学の沿革＞ 

昭和 36 年 4 月 長野清泉女学院高等学校の敷地内に「専攻科」創設 

昭和 41 年 4 月 専攻科に代って「清泉女学院幼稚園教員養成所」開設 

昭和 43 年 4 月 保母資格取得の認可取得、校名を「清泉女子専門学校」に変更 

昭和 44 年 4 月 校名を「清泉保育女子専門学校」に変更 

昭和 56 年 4 月 「清泉女学院短期大学」が開学、幼児教育科（入学定員 100 名）、

英語科（入学定員 50 名） 

昭和 61 年 4 月 英語科が入学定員 90 名（恒常定員 50 名、臨時定員 40 名）とな

る（平成 11 年まで） 

平成 3 年 2 月 セント・ジョゼフ・カレッジ（アメリカ）と姉妹校提携調印 

平成 4 年 4 月 国際文化科（入学定員 100 名）開科 

平成 7 年 1 月 漢陽女子大学（韓国）と姉妹校提携調印 

平成 12 年 4 月 英語科が恒常的定員 90 名となる 

平成 15 年 4 月 国際文化科を国際コミュニケーション科に名称変更 

平成 16 年 7 月 ユタ大学（アメリカ）と学術交流協定調印 

平成 17 年 3 月 英語科の廃止 

平成 18 年 2 月 チョイ・ロブサンジャブ言語文明大学（モンゴル）と学術交流協

定調印 

平成 19 年 8 月 NPO 法人長野県障がい者スポーツ協会と連携協定調印 

平成 20 年 3 月 (財)短期大学基準協会の第三者評価で適格と認定 

平成 21 年 3 月 長野市との連携協定調印 

平成 21 年 4 月 長野県カルチャーセンターと連携協定調印 

平成 21 年 7 月 「NPO法人夢空間松代のまちと心を育てる会」と連携協定調印 

平成 22 年 2 月 小川村と連携協定調印 

平成 22 年 6 月 カピオラニ・コミュニティ・カレッジ（アメリカ）と学術交流協

定調印 

平成 24 年 3 月 国立高雄第一科技大学（台湾）と学術交流協定調印 

平成 24 年 4 月 千曲市と産学官連携パートナーシップ協定調印 
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平成 26 年 3 月 信濃町と包括連携協定調印 

平成 27 年 3 月 (財)短期大学基準協会の第三者評価で適格と認定 

平成 27 年 8 月 長野商工会議所と包括連携に関する協定調印 

平成 29 年 10 月 ながの農業協同組合との包括連携に関する協定調印 

令和元年 5 月 長野信用金庫との包括連携に関する協定調印 

令和元年 6 月 カルガリー大学（カナダ）と継続教育に関する相互理解覚書調印 

令和元年 6 月 東方設計大学（台湾）と学術交流協定調印 

令和元年 10 月 長野県議会との包括連携に関する協定調印 

令和 3 年 4 月 国際コミュニケーション科入学定員を 80 名に学則変更 

令和 4 年 3 月 一般財団法人大学・短期大学基準協会による短期大学認証評価の

結果、適格と認定 

令和 4 年 11 月 長野市ガイド協会と包括連携に関する協定調印 

令和 4 年 12 月 ながのこどもの城いきいきプロジェクトと包括連携に関する協

定調印 

令和 6 年 3 月 クリスティーナ館（保育演習棟）完成 

令和 6 年 4 月 ながの観光コンベンションビューローと包括連携に関する協定

調印 

令和 6 年 8 月 国際コミュニケーション科令和 7 年度以降学生募集停止 

令和 7 年 4 月 清泉大学短期大学部 共学化 

幼児教育科をこども学科に名称変更 

令和 8 年 3 月 国際コミュニケーション科 閉科 
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（2）学校法人の概要 

◼ 学校法人が設置する全ての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及び在籍

者数 

◼ 令和 8（2026）年 5 月 1 日現在 

 

教育機関名 所在地 
入学

定員 

収容

定員 

在籍

者数 

清泉大学短期大学部 長野県長野市上野 2－120－8 80 180 114 

清泉大学 長野県長野市上野 2－120－8 216 784 769 

清泉大学大学院 長野県長野市栗田 1038－7 8 16 12 

清泉女子大学 東京都品川区東五反田 3-16-21 330 1,380 1,263 

清泉女子大学大学院 東京都品川区東五反田 3-16-21 22 49 19 

長野清泉女学院中学校 長野県長野市箱清水 1－9－19 35 105 66 

長野清泉女学院高等学

校 
長野県長野市箱清水 1－9－19 225 675 261 

清泉女学院中学校 神奈川県鎌倉市城廻字打越 200 180 540 535 

清泉女学院高等学校 神奈川県鎌倉市城廻字打越 200 180 540 516 

清泉小学校 神奈川県鎌倉市雪ノ下 3－11－45 80 664 422 

清泉インターナショナル学園 東京都世田谷区用賀 1－12－15 210 810 691 

 

 

（3）学校法人・短期大学の組織図  

◼ 組織図 

◼ 令和 8（2026）年 5 月 1 日現在 
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2026 年度 清泉大学・清泉大学短期大学部 組織図               2026.4.2 合同教授

会                          
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（4）立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ 

◼ 立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢） 

地域 

令和 3 

（2021） 

年度 

令和 4 

（2022） 

年度 

令和 5 

（2023） 

年度 

令和 6 

（2024） 

年度 

令和 7 

（2025） 

年度 

人数（人） 人数（人） 人数（人） 人数（人） 人数（人） 

長野県 2,037,058 2,022,009 2,007,647 1,991,977 1,976,103 

長野市 370,561 368,133 365,072 361,824 359,021 

 

◼ 学生の入学動向：学生の出身地別人数及び割合（下表） 

 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 

(人) (%) (人) (%)  (人) (%) (人) (%)  (人) (%) 

北信地域 128 76.6 120 80.5 88 77.9 75 72.1 48 73.8 

東信地域 22 13.2 13 8.7 14 12.4 14 13.5 7 10.8 

中信地域 10 6.0 12 8.0 5 4.4 9 8.7 3 4.6 

南信地域 4 2.4 2 1.4 1 0.9 5 4.8 2 3.1 

県  外 2 1.2 2 1.4 3 2.6 0 0 5 7.7 

大検及び 
社会人 

1 0.6 0 0 2 1.8 1 0.9 0 0 

合  計 167 100.0 149 100.0 113 100.0 104 100.0 65 100.0 

※本学では入学者を出身高校別に集計しているため、高校の所在地の地域別に区分した表になっている。 

  ［注］ 

□ 短期大学の実態に即して地域を区分してください。 

□ この事項においては通信による教育を行う学科の学生を除いてください。 

□ 認証評価を受ける前年度の令和 7（2025）年度を起点に過去 5 年間について記

載してください。 

 

◼ 地域社会のニーズ 

本学短期大学部は、令和 7（2025）年度から男女共学とするとともに、幼児教育科をこ

ども学科に名称変更した。国際コミュニケーション科については令和 6（2024）年度に学

生募集を停止し令和 8 年 3 月に閉科となり、令和 7（2025）年度は在学生のみが在籍して

いたことから、本項における今後の地域社会のニーズの記述は、こども学科を中心として

整理する。 

文部科学省「学校基本調査」における都道府県別大学・短期大学等への進学者数による

と、長野県内の高等学校を卒業し短期大学へ進学した者は、令和 7（2025）年度に 940 人

（女子 750 人、男子 190 人）である。このうち、県内の短期大学へ進学した者は 702 人、

県内進学率は 74.7％であり、女子では 75.2％、男子では 72.6％となっている。本学短期

大学部が 2025 年度から男女共学となったことを踏まえ、短期大学進学の状況は女子に限
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定せず、男女全体の進学動向として把握する。県内高等学校卒業者の短期大学進学者の約

4 分の 3 が県内の短期大学を進学先として選択していることから、地域における短期大学

の社会的役割及びニーズは引き続き高いものがあるといえる。 

また、5 年ごとに実施される「令和 4（2022）年就業構造基本調査」は、現時点で利用で

きる最新の調査結果である。長野県の有業率は 62.0％で全国第 6位、女性の有業率は 54.9％

で全国第 4 位となっている。地域においては、男女を問わず就業を支える人材の養成と、

地域産業を担う人材の確保に対するニーズが高い。 

また、全国的にみても、「育児をしている者」に占める女性有業者の割合は、平成 29（2017）

年の 64.2％から令和 4（2022）年には 73.4％へ上昇している。長野県においても、女性の

有業率は平成 24（2012）年以降上昇を続け、平成 29（2017）年の 68.0％から令和 4（2022）

年には 75.3％となっている。こうした就業と子育ての両立の進展は、保育サービスや子育

て支援に対する量的・質的なニーズが引き続き存在することを示している。 

少子化により、0 歳から 5 歳までの長野市の就学前児童数は、「長野市地区別年齢別人

口」によれば、令和元（2019）年の 17,372 人から令和 7（2025）年には 13,934 人となり、

3,438 人、約 20％減少している。一方で、児童数の減少が直ちに保育ニーズの低下を意味

するものではない。長野県では、令和 6（2024）年 4 月 1 日現在、0 歳から 2 歳児で 30 人

の待機児童が発生しており、その一因として保育士不足が挙げられている。また、女性の

就業率上昇等による 3 歳未満児の保育ニーズの高まりや、保育士配置基準の改善に伴う人

材確保の必要性も示されている。 

このように、認定こども園の整備、地域子ども・子育て支援事業の充実、障害児保育等

を含む支援ニーズの多様化が進む中で、幼児教育・保育分野における人材確保と資質向上

は、地域における重要な課題となっている。長野県の保育士を対象とした調査においても、

保育士資格の取得方法は「短期大学の保育士養成課程」が 63.9％で最も多く、短期大学は

地域の保育人材養成に大きな役割を担っている。こども学科（幼児教育科）には、専門的

資質、豊かな感性及びコミュニケーション力を備えた保育者を、性別を問わず養成し、地

域の子育て支援を支えることが期待されている。 

長野県においては、女性の産業別有業者に占める「医療・福祉」の割合が 25.0％と最も

高く、地域において医療・福祉分野を支える人材の確保は重要な課題となっている。また、

女性の就業率の上昇や就業と子育ての両立の進展を背景として、保育サービス、障害児保

育を含む特別な配慮を要する子どもへの支援、地域子育て支援等に対するニーズは多様化

している。 

少子化により就学前児童数は減少傾向にあるものの、保育の質の向上、保育士配置基準

の改善、支援を必要とする子どもや家庭への対応等の観点から、幼児教育・保育を担う人

材の確保と専門性の向上は、引き続き地域における重要な課題である。本学短期大学部こ

ども学科には、子どもの育ちと家庭を支え、地域の保育・幼児教育・子育て支援に貢献で

きる、専門的資質、豊かな感性及び実践的なコミュニケーション力を備えた人材を、性別

を問わず養成することが期待されている。 

 

◼ 地域社会の産業の状況 

長野県は南北に長く、北信、中信、東信及び南信の 4 地域から構成される内陸県である。
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豊かな山岳・高原環境、良質な水資源及び多様な気候条件を有し、地域ごとに農業、製造

業、観光業等の特色ある産業が展開されている。人口減少・少子高齢化が進行する中、各

産業における担い手の確保、生産性の向上及び地域資源を生かした付加価値の創出が、県

全体の重要な課題となっている。 

長野県の産業構造をみると、令和 2（2020）年国勢調査における就業者数の産業別構成

は、「製造業」が 23 万 967 人（21.2％）で最も多く、次いで「卸売業、小売業」15 万 5,461

人（14.3％）、「医療、福祉」14 万 8,322 人（13.6％）、「農業、林業、漁業」9 万 2,133

人（8.5％）となっている。製造業は県内雇用を支える基幹産業である一方、医療・福祉分

野の就業者割合も増加しており、地域社会を支える生活関連分野における人材確保の重要

性も高まっている。 

長野県は、令和 5（2023）年 3 月に「長野県産業振興プラン～テクノロジーを活用した

『世界に伍する産業』の創出・振興～」を策定し、産業の DX、新たな価値の創出、デジタ

ル人材・高度人材の育成・確保、研究開発拠点の誘致、持続可能な経営への転換を重点的

に進めている。また、農業・林業・観光業等とデジタル技術を組み合わせた新産業の創出、

循環型社会の構築、フードテック関連産業の振興等も掲げており、地域資源を生かした産

業の高度化が求められている。 

長野市を含む長野圏域では、機械、電気、食品等の製造業が地域経済をけん引するとと

もに、りんご、ぶどう等の果樹をはじめとする農業が盛んであり、農産物のブランド化や

高付加価値化が進められている。長野市の製造業は、食料品、出版・印刷、電子デバイス

及び情報通信機器関連等を中心に発展しており、農業、製造業、商業・サービス業が相互

に関連しながら地域経済を支えている。 

また、豊かな自然、歴史・文化資源、温泉、スポーツ施設等を生かした観光も重要な産

業である。令和 6（2024）年の長野県における延べ宿泊者数は 1,867 万人、外国人延べ宿

泊者数は 219 万人で過去最高となっており、国内外からの観光需要を地域経済の活性化に

つなげる取組が進められている。今後は、観光、農業、食品、製造業等の地域産業が連携

し、地域の魅力を高めながら持続的な発展を図ることが重要である。 

このように、長野県及び長野市においては、ものづくり、農業、観光、医療・福祉等の

多様な産業を支える人材の確保と育成が求められている。とりわけ、少子化や共働き世帯

の増加、子育て支援ニーズの多様化を背景として、地域の子ども・家庭を支える幼児教育・

保育及び子育て支援の専門人材は、地域社会の持続性を支える重要な役割を担う。本学短

期大学部こども学科には、子どもの育ちと家庭を支え、地域の保育・幼児教育・子育て支

援に貢献できる実践的な人材を、性別を問わず養成することが期待されている。 

 

◼ 短期大学所在の市区町村の全体図 

長野県は本州の中央部に位置する内陸県であり、海に面していない。埼玉県、群馬県、

山梨県、静岡県、愛知県、岐阜県、富山県及び新潟県の 8 県に接し、面積は 13,561.56 ㎢

である。県域は東西約 120 ㎞、南北約 212 ㎞に及び、南北に長い地形を有している。県内

は、北信、中信、東信及び南信の 4 地域に大別され、それぞれ自然環境、産業及び生活圏

に特色がある。 

本学短期大学部は、長野県北部の中核都市であり県庁所在地でもある長野市の上野地区
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に所在する。長野市は、面積 834.81 ㎢、人口約 36 万人を有する中核市である。善光寺の

門前町として発展してきた歴史を持ち、行政、商業、医療・福祉、教育、文化及びスポー

ツ等の都市機能が集積している。 

長野市内には、信州大学（教育学部・工学部）、長野県立大学、清泉大学、長野保健医

療大学、長野短期大学及び清泉大学短期大学部が立地しており、高等教育機関が地域の人

材育成、研究及び地域連携を担っている。本学は、2025 年 4 月に「清泉大学・清泉大学短

期大学部」へ校名を変更し、短期大学部を含めて男女共学化した。また、短期大学部の幼

児教育科はこども学科へ名称変更した。 

長野市は長野盆地に位置し、内陸性の気候であることから、夏季と冬季、昼夜の寒暖差

が大きい。周囲の山地や豊かな水資源に恵まれ、りんご、ぶどう等の果樹をはじめとする

農業も盛んである。また、善光寺、戸隠、松代等の歴史・文化資源、1998 年長野冬季オリ

ンピック・パラリンピックの開催を契機として整備されたスポーツ施設等を有し、観光・

交流の拠点としての役割も担っている。 

交通面では、北陸新幹線、しなの鉄道、JR 信越本線及び篠ノ井線のほか、上信越自動車

道及び長野自動車道等の高速交通網が整備されている。長野駅から東京駅までは北陸新幹

線で最短約 80 分であり、首都圏及び北陸方面との交通利便性を有する。このように長野市

は、県都としての都市機能と、自然・歴史・文化に根差した地域性を併せ持つ都市であり、

本学短期大学部こども学科が地域の幼児教育・保育及び子育て支援を担う人材を養成する

上で、重要な教育・連携基盤を有している。 

 
長野市地図 
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（5）課題等に対する向上・充実の状況 

 以下の①～④は事項ごとに記述してください。 

① 前回の評価結果における三つの意見の「向上・充実のための課題」で指摘された事項

への対応について記述してください。（基準別評価票における指摘への対応は任意） 

(a) 改善を要する事項（向上・充実のための課題） 

（令和４(2022)年度認証評価より） 

シラバス執筆要領が詳細に整備されているが、教員によって評価方法の記述が異なっ 

ている状況であり、シラバスのチェック機能を整備することが望まれる。 

(b) 対策 

学生支援課および教務委員会で、シラバス執筆要領に基づく表記方法、とくに指摘され

た評価方法の記述の共通理解を図るとともに、各科の科長および教務委員によるシラ

バスの各項目（評価方法を含む）の最終的な点検を毎年度実施し、必要に応じて修正を

求めている。 

(c) 成果 

認証評価年度において、バラツキのあった評価方法の記述に関して平準化、共通化が図

られている。またその後、シラバスの執筆項目の追加や変更に対しても、上記の点検手

続きによって対応できた。 

 

② 上記以外で、改善を図った事項について記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。 

(a) 改善を要する事項 

１．学生生活の安全面や利便性の向上及び学内アメニティの改善 

２．第 1 期～第 3 期中期計画の評価と第４期中期計画の策定 

３．3 つのポリシーおよびアセスメント・ポリシー、学修成果の点検と再改定 

４．国際コミュニケーション科の廃止と新学部への転換、短期大学部および幼児教育科

の学科名称および入学定員の変更 

５．教員評価制度の実施 

(b) 対策 

１．①学内の危険箇所及びバリアフリー化への一部対応、②学生食堂の業者の変更やメ

ニュー、価格の改善と学生用トイレの改修、③学内標示（サイン）、学内案内図の刷

新、④イグナチオ館（学生控室）の新築、松林の整備、音楽堂の改修工事、⑤新演習

棟クリスティーナ館の建設工事を順次行った。また、⑥2025 年度からの「共学化」に

備え、更衣室やロッカー、トイレ等の増設、整備を行った。 

２．「第 1 期中期計画」（平成 26(2014)～28(2016)年度）及び「第 2 期中期計画」（平成

29(2017)～令和元(2019)年度）、「第 3 期中期計画」（令和 2(2020)～6(2024)年度）の

成果と課題を評価・検証するとともに、「第 4 期中期計画」（令和 7(2025)～11(2029)

年度）の前期分を令和 6（2024）年度に検討、策定した。 

３．平成 30(2018)年度より施行した「三つの方針」（平成 23(2011)年度に設定）および

「アセスメント・ポリシー」と「学習成果」を令和 6（2024）年度に見直し、短期大
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学部こども学科への移行にあわせ再設定した。 

４．令和 7（2025）年度の大学再編計画に伴い、清泉女学院短期大学を清泉大学短期大

学部（共学化）に組織改編し、幼児教育科を子ども学科へと改称するとともに入学定

員の削減を図り、また、清泉大学人文社会科学部の新設にあわせ、国際コミュニケー

ション科を募集停止とした（令和 8 年 3 月閉科）。 

５．平成 30(2018)年 8 月に「教員評価に係る規程」を制定し、令和元(2019)年度から

専任教員の教育及び研究業績等に対する教員自己評価と表彰制度を導入してきた。 

(c) 成果 

１．学生会役員との懇談会や全学生への学生生活アンケートを通じて学生の要望を把

握して改善を図り、一定の成果を上げてきた。令和 3(2021)年度には施設・設備の老

朽化への対応を含め、上野キャンパスの総合的な改善計画を立案し、保育演習棟とな

るクリスティーナ館の竣工および利活用、共学化への着実な対応を整えた。 

２．前回の各中期計画の成果と課題を明確にするとともに、本学のビジョンや SWOT 分

析に依拠しながら、第 4 期の中期計画の策定に結びつけた。 

３．これまでの短期大学及び各科の教育の方針とそれを踏まえた「三つの方針」を点検・

検討しつつ、こども学科への転換を見据えた「三つの方針」および「アセスメント・

ポリシー」と「学習成果」を検討、共有できた。 

４．近年の学生募集状況の変化に対応し、持続可能な大学運営とするために検討を重

ね、時機を逸することなく対応できた。 

５．専任教員による年度ごとの教育・研究活動の振り返りを客観化、可視化することが

できた。 

 

③ 前回の評価結果における三つの意見の「早急に改善を要すると判断される事項」で指

摘された事項の改善後の状況等について記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。 

(a) 指摘事項及び指摘された時点での対応（「早急に改善を要すると判断される事項」） 

なし 

(b) 改善後の状況等 

 

 

④ 評価を受ける前年度に、文部科学省の「設置計画履行状況等調査」及び「大学等設置

に係る寄附行為（変更）認可後の財務状況及び施設等整備状況調査」において指摘事

項が付された学校法人及び短期大学は、指摘事項及びその履行状況を記述してください。 

該当事項がない場合、(a)欄に「なし」と記述してください。 

(a) 指摘事項 

なし 

(b) 履行状況 
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（6）公的資金の適正管理の状況（令和 7（2025）年度） 

◼ 公的資金の適正管理の方針及び実施状況を記述してください（公的研究費補助金

取扱いに関する規程、不正防止などの管理体制など）。 

本学では、研究者の学内外における研究活動の信頼性や公正性を確保するため、学内に

おける規程の整備、各種委員会や研究支援部署の設置などの体制整備を推進してきた。「研

究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に対応すべく、「公的研究費運

営・管理規程」、「研究における不正行為防止・対応規程」、「公的研究費監査規程」を定め

ている。 

また、「公的研究費運営・管理規程」に定められたとおり不正防止計画を年度毎に策定し、

諸施策を実施しているほか、「公的研究費監査規程」に則った監査計画を立案し、公的研究

費に関する監査の実施及び監査状況に対する監事監査を実施している。 

 

2．自己点検・評価の組織と活動 

◼ 自己点検・評価委員会（担当者、構成員） 

 

令和7(2025)年度 自己点検・評価委員会(担当者、構成員) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 自己点検・評価の組織図（規程は提出資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 組織が機能していることの記述（根拠を基に） 

本学の自己点検評価活動を企画・運営する組織として、自己点検・評価委員会（以

役 職 氏 名 所属・役職 

委員長 西山  薫 副学長・こども学科科長 

委 員 碓井 幸子 こども学科・教務委員長 

〃 渡邉 智之 こども学科・教務委員 

〃 小池 英男 事務局長 

〃 広沢 友美 経営企画室長 

〃 渡辺 雅子 ALO 補佐・経営企画室 



清泉大学短期大学部 

17 

 

下自己評価委員会と称する）を「清泉女学院大学及び清泉女学院短期大学 組織編

制・職制規程」により設置している。「清泉女学院短期大学 大学評価規程」では、

委員会の目的と任務等が規定され、「自己点検・自己評価実施要項」では、一般財団

法人大学・短期大学基準協会が定めた「短期大学評価基準」、「自己点検・評価報告

書作成マニュアル」に準拠して実施すると規定し、「自己点検・自己評価実施細則」

で、自己点検・評価委員会による評価活動の運営や進め方等を定めた。なお、令和7

（2025）年度より清泉大学短期大学部に組織改編することにあわせ、2024（令和6）

年度に、新たに「清泉大学短期大学部 自己点検・評価規程」を新設し、併設大学の

同規程との整合性を図り、また、「清泉女学院短期大学 大学評価規程」を「清泉大

学及び清泉大学短期大学部 大学評価規程」に統合し、現状の評価活動および評価名

称に適合させるとともに、大学間の「相互評価」の規定を削除した。 

本委員会は、年間を通じて学内の評価活動を推進する体制となっている。自己評価

委員会は、副学長、短期大学部長のほか各学科、教務関係の責任者、事務局の責任者

を構成メンバーとし、短期大学の運営全体を俯瞰できるメンバーを配置している。ま

た、自己点検・評価のほか、外部評価、認証評価の各評価活動にも関与するととも

に、短期大学全体及び各科の「三つの方針」及び「学習成果」の点検等のとりまとめ

を行っている。 

自己点検・評価報告書の作成には、大学・短期大学基準協会の自己点検・評価報告

書の「作成マニュアル」にしたがい、学内分掌組織に対応しながら、各基準及びテー

マ、項目ごとに執筆の担当部局と責任者を決めている。また、前年度の自己点検・評

価報告書を各学科・事務局ごとに共有し、年度ごとに重点的に取組む目標の設定に生

かし、また報告書に提示された課題や問題点を順次改善するよう取組んでいる。 

自己点検委員会の重点課題として、①認証評価に向けた「自己評価報告書」の作成

（報告書の「課題」の洗い出し、提出資料及び備付資料等の整備に向けた準備、認証

評価の実施に向けた準備）、②アセスメント・ポリシーおよび評価指標等に基づく

PDCAサイクルの円滑化の促進、③FD活動と連動した自己評価活動（IR室資料、研修会

等）の促進等を掲げている。 

 

◼ ⾃⼰点検・評価報告書完成までの活動記録（⾃⼰点検・評価を⾏った令和7

（2025）年度を中心に） 

令和7（2025）年度の自己点検評価報告書の作成・編集にあたり、以下のような組

織・編集作業を行った。 

まず、自己評価委員会内に編集部（委員長・渡邉ALO・渡辺ALO補佐）を設置し、

「短期大学評価基準観点表（新旧対照表）を基に、今期の新基準（令和6年2月改定

版）と旧基準との比較を行い、報告書の構成、ポイントを整理した。次に、自己評価

委員会メンバーを中心に、執筆者の役割分担、編集日程を検討し、自己評価委員会の

議を経て決定した。以下のような編集スケジュールと分担で編集作業を進めた。 

作業日程と分担 

作 業 内 容 月・日 分担・対象 備  考 

2025 年度版 自己点検

報告書の作成準備 
2026 年 1 月下旬 

自己評価委員 

（委員長） 
執筆担当者割り振り決定 

執筆開始 2 月中旬 執筆担当者  

第一稿まとめ 5 月上旬 自己点検委員会 編集者に第一次集約 

第一稿編集 5 月 自己点検委員会 委員長、編集者 

第二稿執筆 6 月初旬 執筆担当者  

第二稿まとめ・編集 6 月中旬 自己点検委員会 委員長、編集者 

最終稿確定 6 月末 自己点検委員会  

報告書完成 8 月 9 月教授会  
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【基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果】 

 

［テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 1 建学の精神資料、2 学生便覧、3 CAMPUS GUIDE、 

4 公式 HP「建学の精神」 

備付資料 1 日本カトリック学校としての自己点検評価基準、2 建学の精神関連資料、 

3 HUMANITAS CATHOLICA、4 清泉女学院大学・短期大学の求める教師像、 

5 清泉百年プロジェクト、6 清泉女学院地域連携センター報、7 包括連携協定書、 

8 「三才駅利用促進協議会」との連携プロジェクト、9 自治体等の審議会公職等一覧 

 

［区分 基準Ⅰ-A-1 建学の精神を確立している。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-A-1 の現状＞ 

本学の建学の精神の根本は、設立母体である聖心侍女修道会が拠って立つカトリック精

神を基盤とした人間教育を行うことにある。本学の教育理念・理想は、短期大学部学則第

1 条「目的及び使命」で明らかにしているように、「教育基本法に則り学校教育法の定める

ところに従い、カトリック精神に基づいて大学教育を行い、深い知的、道徳的見識と教養

とを養い、社会の文化向上と福祉のために貢献しうる円満な人格と情操豊かな女性を育成

することを目的とする」である。「カトリック精神に基づいた教育」とは、一人ひとりが神

の似姿である人間としてこの世に存在し、それぞれに与えられた固有のミッションに気づ

き、自己をいかして社会共同体の要請に応えるための力を育成する教育をいう。 

建学の精神であるカトリック精神に基づいた本学の教育の具体的な目標や基準は、次の

3 点である。第 1 点は、本学の教育が、平成 9(1997)年の臨時司教総会で承認されたカトリ

ック学校の自己点検評価基準に合致し、また、日本カトリック司教協議会が 2013(平成 25)

年に承認した 7 カ条からなる「日本カトリック学校としての自己点検評価基準」を満たし

ているということであり、カトリック精神に基づいた大学運営を行っていることが認めら

れている(備付-1)。第 2 点は、本学の設立母体である聖心侍女修道会が共通に目指す教育

目標である。それは『わたしたちの教育スタイル』に明記され、世界の清泉女学院の教育

機関（国内 9 校、聖心侍女修道会が設立母体となっている海外 56 校）で共有されている

(提出-1①)。これらの教育機関では、イエス・キリストと聖心侍女修道会の創立者である

聖ラファエラ・マリアの生き方にならって、神に愛された者として互いに愛し合う人、与

えられた資質や能力を伸ばして自己の使命に生きる人、より良い世界の建築に貢献できる

人、キリスト教的価値観に基づいて行動できる人となるための教育を目的としている。『わ

たしたちの教育スタイル』では、ここに集う学生が「家庭的な雰囲気」の中で安心して日々

を過ごす環境を提供することを表明している。第 3 点は、本学のモットー「神の尊前に、

清く、正しく、愛深く」である。学校法人清泉女学院は、「神の尊前に、清く、正しく、愛

深く」という共通のモットーのもとに教育を行っている。校章は、清泉の頭文字「S」字型

にあしらわれた白百合の花によって聖母マリアのような「清らかさ」を、盾の形によって

イエスのような「正しさ」を、キリストの聖心（みこころ）とそれを囲む鎖によって「神
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の愛」と父なる神の子としての「姉妹兄弟愛」（連帯、愛の深さ）を象徴している。こうし

た建学の精神と教育の理念は、教育基本法及び私立学校法に基づく公共性を有したカトリ

ック教育としての条件も満たしている。 

建学の精神の学内外での表明として、建学の精神や教育の理念を「学生便覧」や「大学

案内」、公式 HP 等で学内外に公表している(提出-2 P5)(提出-3)(提出-4)。学内での共有で

は、学生に対しては、「建学の精神」に基づく科目として教養教育科目の必修科目として「人

間学」と「キリスト教概論」（各 2 単位）を開設している。その他、「ボランティア活動」

や「海外研修（A･B）」、「国際交流活動」等の姉妹兄弟愛の精神を実践する学外活動科目も

開設している。また、学内行事として年 3 回の静修会（春の静修会、12 月のクリスマス静

修会、3 月の卒業静修会）を通じて建学の精神を共有している。また、特設のキャンパス

アワーで理事長講話、学長講話を通じて、建学の精神を直接語りかけている。 

教職員には、建学の精神の共有を目的として、毎年 1 回「建学の精神」研修会を行って

いる。また、平成 29(2017)年には、『わたしたちの教育スタイル』の日本語版を踏まえて、

法人理事長（聖心侍女修道会管区長）による全教職員への研修の機会(備付-2①②)が、ま

た、平成 28(2016)年度には、学長が「清泉女学院大学・短期大学の求める教師像」を明文

化した(備付-4)。平成 24(2012)年から、新任教職員に姉妹校合同新任研修会を、平成

29(2017)年からは中堅教職員に姉妹校合同中堅研修会を開催している。さらに姉妹校間で

は、数年間隔で姉妹校交流会が開催されている。2024 年度には、創立者聖ラファエラ・マ

リア（1850 年 3 月 1 日～1925 年 1 月）没後 100 年を記念して、ローマの聖心侍女修道会

からの総長他と日本の清泉姉妹校 6 校の教職員による交流会が開催され、建学の精神の確

認を行った（基準Ⅰ-A の「特記事項」を参照）。 

建学の精神を広く共有するための組織として、カトリックセンターが設置され、カトリ

ック精神、特に設立母体である聖心侍女修道会の精神を学内外に伝えるために、様々な行

事の運営を行っている。センターでは、年 1 回の「創立記念ミサ」・「追悼ミサ」、月 1 回の

「キャンパス・ミサ」、紀要『HUMANITAS CATHOLICA』の刊行(備付-2③)(備付-3)、上記の

「建学の精神」研修会、そのほかにも宗教的行事や様々なイベント等を行っている。令和

元(2019)年には、教皇フランシスコ来日記念講演会、クリスマスイベントとして「アドヴ

ェントの集い」や「クリスマスミサ」を開催するなど、積極的にカトリック精神の発信を

行った。 

建学の精神の定期的な確認として、本学のブランド力構築と併せて、今後の大学運営に

どのような形で建学の精神を展開できるかを学内の様々な部署で検討してきた。平成

25(2013)年度には「建学の精神」をわかりやすく対外的に示すために、建学の精神やモッ

トーをワンフレーズで表現する「大学メッセージ」を、経営企画室を中心に教職員全員で

検討し制定した。メッセージ「こころを育てる」は、本学が目指す「清く、正しく、愛ふ

かいこころ」の教育を端的に表明している。このメッセージに合わせて、この建学の精神

に基づいた教育や学生像を地域社会に幅広く伝えるよう、公式 HP をはじめ各種の広報媒

体を通して発信している(提出-3)(提出-4)。さらに、甲信越・北陸の唯一のカトリック高

等教育機関として存続していくために、併設大学とともに平成 27(2015)年度より、Grand 

Design of Seisen Jogakuins in Nagano for the Next Generation 2021（略称「SJN21 構

想」）に基づく経営改善計画を立案、実施してきた。この具体的な施策は対外的に「清泉百
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年プロジェクト」（詳細は基準Ⅲ-D-2 及び特記事項を参照）として展開してきた(備付-5)。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の課題＞ 

建学の精神とその精神に基づいた教育目標を表す『わたしたちの教育スタイル』に明記

された本学の教育観を教職員が深く理解すること、そして、その具体的な教育効果の確認

が課題となる。さらに、学生に対する建学の精神の浸透を類推できる指標として、学生に

よる授業評価、行事の参加や感想等から建学の精神の浸透の度合いを判断するという課題

がある。また教職員に対しても、カトリック的価値観の浸透を更に促進することが課題と

なる。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神の特記事項＞ 

１．建学の精神の取組 

建学の精神を学生や専任教職員とともに分かち合い、学びの機会とするために、年間を

通じて以下のような取組を行っている。 

（１）学長講話、理事長講話とメディテーション 

「学長講話」を各学年 1 回、「理事長講話」を在学中 1 回実施している。令和 7(2025)年

度は 7 月に理事長講話を 1 年生対象に、11 月に学長講話を全学生対象に実施したが、2 年

生の学長講話についてはビデオ視聴とした。理事長講話は清泉の歴史、創立者ラファエラ・

マリアの生き方を通して「愛」「教育」に関して深い学びとなる内容であった。学長講話は

清泉という学校が目指す方向性、宗教に内在する人間観、旧約聖書にみられる自己意識と

いう内容で構成され、いずれも有意義な学びの機会となった。「メディテーション（祈りの

時間）」として、「人間学」で「主の祈り」の唱和を、「キリスト教概論」で聖歌の斉唱を、

毎授業冒頭に実施した。 

（２）静修会 

「静修会」は、学生がカトリック精神に直接触れて生き方を静かに考える機会であり、

開学以来継続している伝統行事である。春の静修会（科別開催、全学生対象）、12 月のク

リスマス静修会（全学行事、1 年生対象）、3 月の卒業静修会（両科共催、2 年生対象）の

年 3 回実施している。 

令和 7 (2025)年度の春の静修会は、こども学科は、臨床宗教師、熊本市志成館高校教諭

加藤理人氏を招き「マリアは戸惑い考え込んだ～自分らしさの形成、カウンセリングを通

して～」というテーマで、キリスト教の考え方をベースにした、学生の心に響く講話があ

った。国際コミュニケーション科 2 年生は、信徒教員が信仰と仕事をめぐるテキストを元

に講義した後、聖堂見学を行った。今回全学１年生対象行事として行ったクリスマス静修

会は、ホクト文化ホール中ホールを会場に、糸魚川カトリック教会伊藤幸史神父による「み

ことばの祭儀」に先立ち、「クリスマスを待つ小さなコンサート」を企画した。伊藤神父か

らはキャンドルサービスに当たって「暗闇の小さなともし火」についての説教が、コンサ

ートでは学生のハンドベルやピアノ、ゲストによる読劇、歌唱などが行われ、会場に参加

者の聖歌が響いた。卒業静修会では髙山貞美師（聖心布教会）が「隣人への愛と思いやり」

と題する講話を行った。 
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（３）追悼ミサと「清泉ファミリークリスマスの集い」 

毎年秋学期に聖心館聖堂で、この 1 年間に逝去された学生・教職員の親族や関係者のた

めの追悼ミサを行っている。令和 7 (2025)年度は 11 月に田ソリ師（カトリック軽井沢教

会）による静かな祈りの時をもった。 

（４）学校法人による研修会、交流会の開催 

毎年、専任教職員を対象に「建学の精神研修会」をカトリックセンター主催で行ってい

る。令和 7 (2025)年度は 7 月に「カトリックと自然、農、食」をテーマに、学校法人アジ

ア学院（栃木県）より校長ご夫妻と学院の研修生でもあるカトリック糸魚川教会司祭伊藤

師の 3 名をお招きし、国内外の農業をめぐる課題や社会正義、カトリック教会の考える共

生の理念などの講話をいただいた。 

また、学校法人の「清泉教育研究所」は、毎年度「新任教職員合同研修会」及び「中堅

教職員合同研修会」を行っている。今年度の前者は 4 月に清泉女子大学を会場とし、深澤

光代理事長による基調講演「清泉の教育とその理念」と、ディスカッションおよび懇親会

があった。後者は 8 月に本学を会場とし、参加者は清泉女学院ゆかりの地である野沢温泉

に一泊した。研修内容は、前半に理事長から聖心侍女修道会の日本における創立経緯やそ

の使命についてお話があり、後半は、姉妹校が共通の使命感と清泉のアイデンティティに

関する意見交換が行われた。 

 

［テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧、3 CAMPUS GUIDE、5 学則、 

6 公式 HP「教育目標および基本方針（ポリシー）」、7 公式 HP 学習成果、 

8 シラバス、9 募集要項 

備付資料 10 中期計画、11 外部評価委員会報告書、12 学習成果資料、 

13 学習成果アセスメント資料 

 

［区分 基準Ⅰ-B-1 教育目的・目標を確立している。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-1 の現状＞ 

１．短期大学部の教育目的 

短期大学部の教育目的は、短期大学部の建学の精神である「カトリック精神に基づいた

教育を通して、深い知的、道徳的⾒識と教養とを⾝につけ、社会に貢献し得る円満な⼈格

と豊かな情操とを備えた⼈間育成」に基づき、学則第 1 条に「教育基本法に則り学校教育

法の定めるところに従い、カトリック精神に基づいて大学教育を行い、深い知的、道徳的

見識と教養とを養い、社会の文化向上と福祉のために貢献しうる円満な人格と情操豊かな

人間を育てることを目的とする。」と明確に定めている。 

 

２．こども学科の教育目的・教育目標 

こども学科の教育目的は、短期大学部の建学の精神及び教育目的に基づき、学則第 1 条
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第 2 項に「こども学科は、豊かな人間性と専門性をもつ保育者を養成することを目的とす

る。」と定めている(提出-5)。令和７（2025）年度に「こども学科」に改称されることか

ら、「幼児教育科」の表記が「こども学科」へと変更された。 

また、こども学科では、この教育目的に基づき「基本方針」と「教育目標」を定めてい

る(提出-5)。専門学校創設以来、半世紀以上にわたり培ってきた保育者養成教育の伝統を

継承する一方、今の時代にふさわしい保育者を養成するために見直しを定期的に行い、ま

ず平成 30(2018)年度に以下のような「基本方針」と「教育目標」を設定した。 

【基本方針】 

本学科が培ってきた養成教育の伝統を継承し、人間性豊かでこれからの社会にふさわし

い保育者を養成する。そのために次の３つを基本方針とする。 

(1)本学の教育理念に基づき、他者への共感を大切に、人を愛し人につくす保育者を養

成する。 

(2)子どもが育つ環境の課題に向けて、基本的な保育態度・技術を修得し、地域の子育

てと子育ちを支援する保育者を養成する。 

(3)目指す保育に向けて、自ら学び自ら考え、互いの立場を尊重し協働する保育者を養

成する。 

【教育目標】 

(1)人を愛し人につくす保育者を目指すため、地域社会に貢献する活動や様々な他者と

つながり関わる活動を重視した養成教育を行う。 

(2)基本的な保育態度・知識・技術を修得するため、幼稚園教諭二種免許状、保育士資

格の取得の学修のほか、初年次教育、セミナー教育を重視した養成教育を行う。 

(3)自己学習能力の育成や他者との積極的な協働に向けて、主体的学習や体験的・実践

的学習を重視した養成教育を行う。 

その後、令和７（2025）年度に「清泉大学短期大学部」へと改編され、「こども学科」

に改称され単科となることから、学則上の教育目的の改定にあわせ、令和６（2024）年度

に下記のような「基本方針」及び「教育目標」に改定した。 

【基本方針】 

短期⼤学部こども学科では、キリスト教（カトリック）の精神に基づく全⼈教育を教 

育理念として、以下のような保育者を養成することを教育の基本⽅針とする。 

① 他者への共感を⼤切に、⼈を愛し⼈につくす保育者。 

② ⼦ども・保育の社会的課題を⾃覚し、地域社会の⼦どもの育ちと⼦育てを⽀援する

保育者。 

③ ⾃ら学び⾃ら考え、互いの⽴場を尊重し他者と協働する保育者。 

【教育目標】 

① ⼈を愛し⼈につくす保育者となるために、地域社会に貢献する活動や様々な他者と

つながる活動等を重視し、愛し合い助け合う態度と意欲を培う。 

② ⼦ども・保育の社会的課題を⾃覚し、⼦どもの育ちと⼦育てを⽀援する保育者とな

るために、現代を⽣きるに必要な教養の学修と、幼稚園教諭⼆種免許状、保育⼠資格

等の取得のための専⾨的学修を通じて、保育専⾨職の基本的かつ実践的な態度・知

識・技術を培う。 

③ ⾃ら学び⾃ら考え、互いの⽴場を尊重し他者と協働する保育者となるために、主体

的・体験的・協働的な学修を通じて、⾃⼰学習の能⼒と他者との協調性や協働性を培う。 
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教育目的・目標の学内外への表明については、学生便覧、公式 HP で学内外に表明してい

る(提出-2 P68)(提出-6②)。 

短期大学部およびこども学科の教育目的・目標の達成状況の定期的な把握と点検・評価、

また、保育者養成に対する地域・社会の要請に照らした点検・評価は、主に「中期計画」

の策定と評価を通じて行っている(備付-10)。平成 29(2017)年度に「第 2 期中期計画」に

沿って短期大学全体の「基本方針」、「教育目標」を総合的に見直し、上記の「基本方針」

と「教育目標」を定めた(備付-10①)。また、令和元(2019)年度に策定した「第 3 期中期計

画」では、学科の教育目的・目標の達成状況を踏まえて、以下のような改革・改善方針を

立てた。①定員・志願者の確保と入学者の質の維持、②３＋１ポリシー検証・評価と再検

討、再確認、③学習成果の検証・評価と保育者養成の教学マネジメントの活性化、④新演

習棟（仮称）と新たな養成教育の開発・試行、⑤授業運営・方法の向上と機器備品の充実、

⑥保育者養成教育の質の向上と FD 活動の展開、⑦免許・資格の質の向上（再課程認定の再

変更含む）、付加価値の検討、⑧地域貢献としての養成・研修支援の展開、⑨入学前・リ

メディアル教育の向上・充実、⑩学生の主体性を育てる学科諸活動の展開、⑪バランスの

とれた出口戦略の展開を、である。 

令和４(2022)年度には、令和５（2023）年度からの「第 3 期中期計画第 2 フェーズ」に

対応して、喫緊の課題である定員・志願者数の確保対策の強化、３ポリシー及び学修成果

の見直し、令和 6（2024）年度より供用される保育演習棟を活用した授業改善等の重要課

題を整理した。 

また、令和 6（2024）年度に策定した「第 4 期中期計画」（2025～2026 年度版）で

は、学科の教育目的・目標の達成状況の把握および評価を踏まえ、「学生の学びの質向

上」、「社会貢献」、「定員・志願者の確保」の観点から次のような方策を掲げた。「学

生の学びの質向上」として、①新たな３ポリシーおよびアセスメント・ポリシーを踏まえ

たカリキュラムマップや履修モデル、学修成果評価指標の見直し、②保育者養成教育の授

業改善の試行と検証、③特色ある教育プログラムの構築と検証、④学生支援体制・諸行事

の改革・改善、⑤特設 3 年コースでの方策の実現を掲げた。「社会貢献」として、「清泉

こどもラボ」や「こども学科保育特別講座」の継続実施を掲げた。「定員・志願者の確

保」として、①入学定員の見直しと更なる入試機会の拡大と入試方法の改善、②保育に必

要な基礎的学力を確保する授業改善や、特設３年コースを活用した「質の向上」モデルの

提示、③県の担当部局や幼稚園協会及び保育園連盟、県内養成校と連携した広報活動の展

開、④保育現場の魅力や職場環境の改善状況を客観的に把握し訴求すること、などを掲げ

ている。           

 

３．国際コミュニケーション科 

国際コミュニケーション科の教育目的は、短期大学の建学の精神及び教育目的、基本方

針に基づき、学則第 1 条第 3 項に「国際コミュニケーション科は、国際的視野と豊かなコ

ミュニケーション力をもつ人間を育成することを目的とする。」と定めている(提出-5)。平

成 30(2018)年度より以下のような「基本方針」と「教育目標」を設定した。なお、令和７

（2025）年度以降の国際コミュニケーション科の学生募集は停止となり、新学部（人文社

会科学部 情報コミュニケーション学科）への移管を行うため、下記の「基本方針」及び「教
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育目標」は、令和７（20254）年度限りとなる。 

【基本方針】 

本学の建学の精神に基づき、次の 3 つを基本方針とする。 

(1)人間にとって真の意味で豊かで幸福な社会とは何かを問いつつ、人を愛し、人と助

け合うことのできる女性を育成する。 

(2)確かなキャリア形成と社会人基礎力による自己の確立をめざし、自分の可能性を

最大限に発揮して生きようとする女性を育成する。 

(3)与えられた力を自己ばかりでなく他者のためにも活用し、社会のために積極的に

貢献しようとする女性を育成する。 

【教育目標】 

(1)建学の精神科目を中心とした心の教育、セミナーを中心とした少人数教育、他者と

のかかわりを重視した体験型教育を行う。 

(2)入学前教育に始まり、セミナー教育、語学教育、専門教育とともに、語学・ビジネ

ス・情報などの資格取得の支援を通じて、充分な実践的知識とバランスの取れた見識を

養う教育を行う。 

(3)計画的な学修と併せて、学内外の自主的活動や海外研修・留学を通じて清泉スピリ

ット 5 つの力 (問題を発見する力、考える力・思考力、工夫する力、コミュニケーショ

ン力・表現力、行動する力)を身につけ、社会で自立するための視野とスキルを養う教育

を行う。 

教育目的・目標の学内外への表明については、学生便覧、公式 HP で学内外に表明してい

る。 

 

［区分 基準Ⅰ-B-2 学習成果を定めている。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-2 の現状＞ 

１．短期大学全体 

短期大学では、平成 24(2012)年度に初めて各科の「学習成果」を設定したが、各科の学

習成果をそれぞれの教育目的・目標に基づき定めるべく、平成 29(2017)年度に短期大学及

び各科の「基本方針」、「教育目標」、「三つの方針」の見直しにあわせ学習成果全体の

見直しが行われ、以下に記す各科の学習成果を平成 30(2018)年度より設定した。また、教

養教育である科目区分「共通教育」の学習成果も、平成 27(2015)年度に設定した。 

学習成果は学生便覧および公式 HP、開設科目のシラバスの「学修到達目標」に明示して

いる(提出-2 P63-64)(提出-7①)(提出-8)。 

定期的な点検として、令和元(2019)年度に策定された「第 3 期中期計画」では、改

革・改善の基本方針として「3 ポリシーの再検討（確認）及び「学習成果」の検証・評価

の基本的方向性の検討」を掲げた(備付-10②)。また、令和７（2025）年度に短期大学が

「短期大学部」へと改編され、「こども学科」に改称され単科となることから、令和６

（2024）年度に「三つの方針」及び「学修成果（学習成果から変更）」全体の見直しを再

び行った。 
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２．こども学科 

こども学科では、学科の「基本方針」と「教育目標」に基づいて学修成果を設定してい

る。まず、平成 30(2018)年度の「三つの方針」および「学習成果」の見直しの結果、以下

のような 6 つの「学習成果」を設定した。 

Ⅰ 学生が目標とする幼稚園教諭二種免許状や保育士資格等を取得し、保育専門職に従

事する。 

Ⅱ 本学の人間教育や保育の専門教育を通じて、保育と子育て支援を担うために必要な

基礎的教養と倫理観、ならびに保育の専門的知識と技能を修得している。 

Ⅲ 各種実習や保育の専門教育を通じて、保育実践の場で必要となる思考力や課題解決

能力、行動力の基礎を修得している。 

Ⅳ 各種実習や保育の専門教育、学科の諸行事や活動等を通じて、保育実践の場で必要

となる豊かな表現力や創造力、感性の基礎を修得している。 

Ⅴ 保育の専門教育科目や学科の諸行事や活動を通じて、保育実践の場で必要となる主

体性や自己学習能力の基礎を修得している。 

Ⅵ 本学の人間教育や様々な行事、学科の教育プログラムや地域貢献活動等を通じて、

保育者に求められる基本的な体験力や人間関係力、ならびに他者との協働性の基礎を

修得している。 

令和７（2025）年度に「こども学科」に改称されることから、令和６（2024）年度中

に以下のように「学習成果」全体の見直しを行い、また「学習成果」を「学修成果」へと

名称を変更した。主な変更箇所はアンダーラインで示している。 

Ⅰ 幼稚園教諭二種免許状や保育士資格、また、希望するこども学科の諸資格を取得

し、保育専門職にたずさわる。 

Ⅱ 建学の精神に基づく人間教育（「こころを育てる」）とこども学科の専門教育を通じ

て、現代の子どもの発達・学び・生活の姿と課題を理解し、保育と子育て支援を担う

ために必要な基礎的教養と倫理観、及び保育の専門的知識と技能を修得している。 

Ⅲ 各種実習やこども学科の専門教育を通じて、多様な保育実践の場で必要とされる実

践力や課題発見・解決能力、思考力の基礎を修得している。 

Ⅳ 各種実習やこども学科の専門教育と学科の諸行事等を通じて、保育実践の場で必要

とされる豊かな表現力や創造力、発想力の基礎を修得している。 

Ⅴ 保育の専門教育科目や学科の諸行事等を通じて、保育実践の場で必要とされる主体

性や自己学習能力の基礎を修得している。 

Ⅵ 本学の人間教育や学科の諸行事・特別プログラム、地域貢献活動等を通じて、保育

者に求められる基本的な体験や人間関係力の基礎、および他者を受容し他者と協働す

る力の基礎を修得している。 

上記の学習成果のうち、Ⅱの「基礎的教養と倫理観、ならびに保育の専門的知識と技能」

は、次の 6 つの要素から構成される。 

ａ 保育の基礎的教養（現代的教養・倫理観）の修得 

ｂ  現代の子どもの発達・学び・生活の現状と課題の理解 

ｃ 保育・幼児教育、福祉の原理・目的の理解 

ｄ 保育及び子育て支援の対象の理解 
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ｅ 保育内容や保育方法、具体的援助の方法の理解 

ｆ 保育に関する基礎的技能の獲得 

ｇ 上記のｂ～ｆに基づく保育実践力の基礎の獲得 

こども学科の学修成果は、学生便覧および公式 HP を通じて学内外に表明している(提出

-2 P69)(提出-7②)。また、各科目のシラバスには、各科目が担う学修成果の指標を明示し

て「学修到達目標」を定めている(提出-8)。さらに、学修成果を具体的に可視化して学内

外に表明する媒体、機会として以下のものがある。 

① 清泉ミライの保育をつくるプログラム報告書(旧初年次教育プログラム報告書)（備付

-12①) 

とくに 1 年次での様々な教育プログラムの概要と成果を中心に、全専任教員が分担執筆し

て毎年度報告書（冊子）を学内に公表してきたが、令和 6 年度よりＰＤＦ版として作成し

ている。 

② 必修科目「保育者論Ⅰ・Ⅱ」の学生レポート集(備付-12②) 

1年次の「保育者論Ⅰ・Ⅱ」のまとめとして、1年間の授業や様々なグループ活動を振り返

り、学生一人ひとりがその成果と課題をレポートし、各グループ及び学年全体で発表して

いる。令和 6 年度までは冊子として刊行・配付してきたが、令和 7 年度よりＰＤＦ版とし

て学生に公開している。 

③ こどもフェスティバル(備付-12③) 

平成 2(1990)年からの伝統行事として、清泉祭（学園祭）において幼児を対象とした演劇を

「学長杯幼教表現コンテスト」「幼教表現発表会」として発表してきたが、こども学科へ

の改称にあわせこれを終了し、新たに「こどもフェスティバル」として、こども研究セミ

ナーによる保育演習棟（クリスティーナ館）での多彩な表現発表（紙芝居・人形劇・素話

など）へと変更した。 

④ 子ども文化祭・ながのキッズカルチャーEXPO 

地域の子育て支援イベントとして「子ども文化祭・ながのキッズカルチャーEXPO」を本学 

中庭や体育館をメイン会場として開催し、地域の子育て家庭や親子がイベントに参加して 

いる。１年次必修科目「保育者論Ⅱ」と連動して様々な企画が実施し、また、児童厚生員 2 

級資格を取得する 2 年生が「移動児童館コーナー」を企画している。 

⑤ 清泉フェスティバルでの成果発表(備付-12④) 

2年次の「こども研究セミナー（旧卒業研究セミナー）」の成果発表会を「清泉フェスティ

バル」として年度末に実施し、保護者や次年度の入学予定者へも公開している。 

学科の学修成果を定期的に点検する機会として、①各学期末の学生による授業評価にお

ける「学習成果」獲得の結果、②「学修成果」の各指標を担う科目群の GPA の状況、③年

度末の「学生生活アンケート」での「学修成果」の獲得の結果、④以上の結果を踏まえた

年 2 回の FD 検討会、⑤免許・資格取得の学外実習の評価とコメントの分析・考察と科会へ

の報告、⑥各学年の学生代表者との授業に関する懇談会、などがある(備付-13①②③④)。

また、数年おきに保育者として活躍している卒業生を招いて懇談会を開催している。また、

学修成果自体も上記④の学科の FD 検討会等において、定期的に検討を行っている。 
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３．国際コミュニケーション科 

国際コミュニケーション科では、短期大学の建学の精神及び基本方針である「キリスト

のみ心にかなう人間愛に満ち、地の塩としての徳性と、世の光となる知性をそなえ、確か

な学問と技能により社会に貢献する女性」になることを、最終的な学習成果として定めて

いる。令和 2(2020)年度に「三つの方針」等の見直しを行い、令和 3(2021)年度に学習成果

として以下の 4 つを設定した。なお、令和７（2025）年度以降の国際コミュニケーション

科の学生募集は停止となり、新学部（人文社会科学部 情報コミュニケーション学科）へ移

管するため、令和７(2025)年度限りとなる。 

Ⅰ 社会人基礎力とキャリア形成力を身につけ人間性豊かな女性となる。 

Ⅱ 基本的知識・学習スキルを身につけ、個性と能力を伸ばせる土台を作る。 

Ⅲ 専門性を高め、語学、ビジネス、情報などの有用な資格を取得する。 

Ⅳ アクティブ・ラーニングやプロジェクトを通して、「清泉スピリット 5 つの力」を身

につける。 

なお、Ⅳの「清泉スピリット５つの力」とは次の 5 つの項目である。 

(１) 問題を発見する力 

(２) 考える力・思考力 

(３) 工夫する力 

(４) コミュニケーション力・表現力 

(５) 行動する力 

国際コミュニケーション科の学習成果は、学生便覧および公式 HP を通じて学内外に表

明し、各科目のシラバスでは各科目が担う学習成果の指標を明示して「学修到達目標」を

定めている。また学科独自の表明の手段、機会として以下がある。 

① 「専門セミナーI・II」「経営学演習」「国内旅行研修」 

プロジェクト型・問題解決型の卒業研究セミナーでは、主に清泉スピリットを育成するこ

とを学習成果としており、様々な形で学外へ発信している。専門セミナーの籔田・ライトゼ

ミでは、カナダの姉妹大学であるカルガリー大学及び台湾の高雄科技大学の学生とオンライ

ンでの協働プロジェクトを実施し、その成果を電子掲示板 Padletを通して公開した。経営学

演習では、市場調査と競合分析の結果を踏まえ、小布施 deフリマに出店し、実際の経営を体

験した。国内旅行研修では千曲市と連携し、地域の観光要素を活かせる観光プランの実施運

営を経験した。 

② 「学長杯スピーチ＆レシテーションコンテスト」（7月） 

旧英語科時代からの伝統行事であり、併設大学と共催している。日ごろの英語力養成の成

果を学科関係者や学生の前で披露する機会である。令和 7(2025)年度は、国際コミュニケーシ

ョン科から 2年生 4名が参加し、1位、2位を獲得した。 

③ 「清泉フェスティバル」の研究発表会（1 月） 

2 年次の「卒業研究セミナー」の活動の発表会であり、全学生が発表し 1 年間の研究成果

を口頭で発表し、1年生が聴講している。 

学科の学習成果を定期的に点検する機会としては、①各学期末の学生による授業評価に

おける「学習成果」の獲得の結果、②学習成果の評価を担う科目群の GPA の状況、③授業
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評価の結果を踏まえ、授業改善の検討を行う学科 FD 研究会（年 2 回）、④学期の始めと終

わりに学生 e ポートフォリオを通じて実施する学生の振り返りとその評価・分析がある。

また、学習成果自体も学科の FD 研究会等において、定期的に検討を行っている。 

 

［区分 基準Ⅰ-B-3 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者受入

れの方針（三つの方針）を一体的に策定し、公表している。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-3 の現状＞ 

本学のこれまでの「三つの方針」の関連付けや組織的な議論と策定の経緯、これらを踏

まえた教育活動は次の通りである。 

平成 17(2005)年度に「学生の受け入れの基本方針」（アドミッション・ポリシー）と「教

育課程編成の基本方針」（カリキュラム・ポリシー）を、平成 21(2009)年度に「卒業認定・

学位授与の基本方針」（ディプロマ・ポリシー）を、教授会での審議を経て、学長が決定した。 

その後、「第 2 期中期計画」において、「3 ポリシー（AP、CP、DP）及び学生支援の基本

方針の再検討・確認するとともに、『学習成果』との関連づけを行い達成状況等の把握・検

証、改善に向けたマネジメントサイクルを検討すること」を掲げ、平成 29(2017)年度に各

科の「三つの基本方針」と「学習成果」を総合的に見直し、平成 30(2018)年度より新たな

方針の下で教育の改善を図った(備付-10①)。また、「第 3 期中期計画」では、改革・改善

の基本方針として「3 ポリシーの再検討（確認）及び「学習成果」の検証・評価の基本的方

向性の検討」を掲げ(備付-10②)、「第 4 期中期計画」（2025～2026 年度版）では、「学生の

学びの質向上」として、「新たな３ポリシーおよびアセスメント・ポリシーを踏まえたカリ

キュラムマップや履修モデル、学修成果評価指標の見直し」を掲げた。 

こども学科（旧幼児教育科）では、学科の「第 2 期中期計画」に改革・改善の基本方針

の 1 つに、「3 ポリシーの再検討と確認」を掲げ、活動方針に「3 ポリシーおよびポリシー

に結び付いた学習成果を達成するための PDCA サイクルを重視し、評価と改善がつながる

こと」を示した。平成 29(2017)年度には、「基本方針」と「教育目標」に合わせ「三つの方

針」及び学習成果を全面的に見直し、平成 30(2018)年度から施行した。さらに、令和 5(2023)

年度の「第 3 期中期計画第 2 フェーズ」で 3 ポシリーの見直しを掲げ、令和 4(2022)年度

より、学科が目指す保育者養成の基本的方向性や「質保証」の内容と方法、本学の保育者

養成の「独自性」を学科全体で共有すべく検討した。令和７（2025）年度に「短期大学部」

へと改編され、「こども学科」に改称されることにあわせ、令和６（2024）年度に、「基本

方針」「教育目標」ともに「三つの方針」の全体的な見直しを再び行った。 

国際コミュニケーション科も、平成 28(2016)年度には、「第 2 期中期計画」に示された

「3 ポリシーの再検討と確認」を受け、「基本方針」と「教育目標」の総合的な見直しにあ

わせ、学習成果とともに「三つの方針」の見直しを行った。令和元(2019)年度にはさらに

「三つの方針」を再検討して改定し、令和 2(2020)年度から実施したが、国際コミュニケ

ーション科は令和 7(2025)年度をもって廃止となるため、「三つの方針」は令和７（2025）

年度限りとなる。 

教養教育（旧共通教育）及び各科の専門教育の教育活動は、「三つの方針」及び各科及び

共通教育が目指す学習成果に向けて実施し、年度ごとに評価してきた。 
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「三つの方針」は、教育の「基本方針」、「教育目標」とあわせ、学生便覧、大学案内、

公式 HP、学生募集要項等に掲載し、広く公表している(提出-2)(提出-3)(提出-6)(提出-9)。 

卒業認定・学位授与の方針（以下、ディプロマ・ポリシー）は、以下に記すように各科

の「学習成果」に対応している。 

最初のディプロマ・ポリシーは、平成 23(2011)年度に「『教育目標』に示した『愛し合

い助け合う態度と意欲、実践力』や『確かな学識とすぐれた実践的技能』を身につけ、『社

会への積極的な貢献』を行う姿勢を前提としながら、各学科の基本方針に基づいて単位の

認定、学位の授与を行います。」と設定した。しかし、「学則上の根拠」を明確にするた

め、平成 24(2012)年度に学則第 23 条を「卒業認定の基本方針に基づき、（中略）卒業を

認定する」、同条第 2 項を「学位授与の基本方針に基づき、（中略）短期大学士の学位を

授与する」（アンダーラインが追加部分）に改正した。平成 28(2016)年度の「第 2 期中期

計画」に沿って、ディプロマ・ポリシーの確認及び「学習成果」との関連づけを再検討し、

平成 29(2017)年度に以下のディプロマ・ポリシーを確認している。(提出-2 P64)短期大学

のディプロマ・ポリシーは、各科の方針を方向付けるものであり、本学の建学の精神や地

域社会における今後の短期大学教育の方向性に沿っている。 

令和元(2019)年度に策定した「第 3 期中期計画」で「3 ポリシーの再検討（確認）及び

『学習成果』の検証・評価」を掲げ、令和 3(2021)年度には、卒業要件の単位数を 70 単位

以上から 66 単位以上に変更し、さらに令和７（2025）年度より、卒業要件の単位数を 64

単位以上にさらに変更すべく、令和５（2023）年度に学則改正された。 

また、令和７（2025）年度に、「清泉大学短期大学部」へと改編され、「こども学科」

に改称され単科となることから、令和６（2024）年度に、短期大学部こども学科のディプ

ロマ・ポリシーとして１つに統合すべく、「２．こども学科」に示すように見直しを行っ

た。 

 

２．こども学科 

（１）卒業認定・学位授与の基本方針（ディプロマ・ポリシー） 

こども学科（旧幼児教育科）のディプロマ・ポリシーは、平成 24(2012)年度に設定された

が、平成 29(2017)年度に「三つの方針」の見直しが図られ、ディプロマ・ポリシーを下記の

ように変更し、平成 30(2018)年度より施行した(提出-2 P68)。 

（1）幼稚園二種免許状や保育士資格等の取得を通じて、今日の保育に求められる基礎

的教養と倫理観をそなえ、保育の専門的知識と技能を修得している。 

（2）2 年間の特色ある教育課程を通じて、自ら考え課題解決に向けて行動する力や、

保育に必要な思考力・表現力・感性の基礎を修得している。 

（3）専門教育のほか学園生活や課外活動等を通じて、保育者に必要な体験力や社会

性、判断力とともに、他者を受容し他者と協働する力を修得している。 

なお、令和７（2025）年度に「清泉大学短期大学部」へと改編され、「こども学科」に改称

され単科となることから、令和６（2024）年度中に、短期大学部こども学科のディプロマ・ポ

リシーに統合され、以下のように見直した。 

（1）本学の保育者養成教育の全体を通じて、今日の保育者に求められる倫理観、他者
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への受容と愛し合い助け合う態度を修得している。 

（2）教養教育及び幼稚園教諭二種免許状や保育士資格等の専門的学修を通じて、今日

の子どもの育ちや保育に求められる基礎的教養及び保育の専門的知識と技能を修得し

ている。 

（3）特色ある教育課程を通じて、自ら考え行動する力や、保育に必要な思考力・表現

力・感性の基礎、他者と協働する資質能力を修得している。 

幼児教育科のディプロマ・ポリシー（DP と略記）と「学習成果」6 項目（基準Ⅰ-B-2 参

照）の関係は、DP（1）は主に学修成果Ⅰ・Ⅱ・Ⅵに対応し、DP（2）は主に学修成果Ⅰ・

Ⅱに、DP（3）は主に学修成果Ⅲ・Ⅳ・Ⅴに対応している。 

こども学科では、ディプロマ・ポリシーにしたがって、以下の表のように卒業要件とそ

の単位数を定めている。専門教育科目の単位認定だけでなく、上記の３つの方針にしたが

って、日頃の学修態度や学科行事への積極的な参加等を含めて卒業を認定し、学位を授与

する方針としている。 

なお、令和 3(2021)年度に、卒業要件の総単位数を 66 単位に減じ、それに合わせ専門教

育科目の単位数を 48 単位以上から 46 単位以上に変更した。また、令和７（2025）年度に

「こども学科」に改称されることを契機に、令和６（2024）年度に教養教育科目の単位数

を 14 単位以上から 12 単位以上に変更し、卒業要件の総単位数を 64 単位にさらに減じた。

また、「長期履修学生制度」を活用した「特設 3 年コース」を導入することを決定し、学

則及び関連規程を改訂し、その詳細を定めた「『長期履修学生制度（特設３年コース）』

に関するこども学科の申し合わせ」を定めた。 

＜令和 7(2025)年度 こども学科の卒業要件＞ 

区 分 科目区分 卒業要件単位 

教養教育科目 

「建学の精神科目」（人間学・キリスト

教概論） 
必修４単位 

12単位以上 

現代教養科目 

コミュニケーション・スキルズ 

スポーツと健康 

学外活動認定科目 

他大学及び他学科認定科目 

専門教育科目 
学科必修科目 18 単位 

46単位以上 
選択科目 28 単位以上 

 計 64単位以上 

卒業認定・学位授与の方針の社会的責任に関連して、学科のディプロマ・ポリシーに適

合した幼稚園教諭二種免許状及び保育士資格の授与とするため、平成 24(2012)年度より、

「幼稚園教諭二種免許状及び保育士資格の授与に関する申しあわせ」を設定し、毎年見直

しを図りながら学生便覧に掲載し、学生に周知している(提出-2 P82)。また、「教育実習

及び保育実習の取りやめに関する申し合わせ」も厳格に運用されるよう平成 25(2013)年度

より実施し、毎年度「申し合わせ」の内容を実習担当者会を通じて確認している。学生便

覧で学生に周知するとともに、実習評価や学内成績等が不良の学生には、学期ごとに必要

に応じて個別指導を行い、改善状況を科会で確認している(提出-2 P85)。 

定期的な点検として、「第 2 期中期計画」の活動方針に「3 ポリシーと学習成果の実質
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化＝3 ポリシーおよびポリシーに結び付いた学習成果を達成するための PDCA サイクルを

重視し、評価と改善がつながるようにする」ことを掲げ、また、学科の「第 3 期中期計画」

では、同じく「3+1 ポリシー検証・評価と再検討、再確認」を基本方針の 1 つに掲げ、ア

セスメント・ポリシーに基づく検証・評価によって「三つの方針」の検証、見直しを図る

ことを示している(備付-10①②)。そして、令和６（2024）年度に策定した「第 4 期中期計

画」のなかで、「新たな３ポリシーおよびアセスメント・ポリシーを踏まえた、（ア）カ

リキュラム・マップや履修モデルの見直し、および（イ）認証評価に対応した学修成果評

価指標、ルーブリックの作成などを掲げている。 

（２）教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

こども学科（旧幼児教育科）のカリキュラム・ポリシーは平成 24(2012)年度に設定した

が、学科の「第 2 期中期計画」で保育者養成のマネジメントサイクルの基軸として再検討

するとし、平成 29(2017)年度に同方針を以下のように改定し、平成 30(2018)年度より実施

した。 

（1）幼稚園二種免許状や保育士資格等の取得に必要な保育の専門教育と、今日の保育

に求められる基礎的教養と倫理観に必要な教養教育をともに備えた教育課程を編成す

る。 

（2）自ら考え課題解決に向けて行動する力や、保育に必要な表現力・創造力・感性の

基礎を修得するよう、学生の個性と能力を伸ばすコースを設定するとともに、学外実

習や卒業研究セミナー、教職保育実践演習等を充実する。 

（3）保育者に必要な体験力や人間関係力、学びの基礎力を修得するよう、入学前教育

をはじめ、保育者セミナー等の初年次教育を充実する。 

（4）保育者に必要な社会性や判断力、他者を受容し他者と協働する力の基礎を修得す

るよう、保育の専門教育のほか、学園生活や課外活動、社会貢献活動等の機会を充実

する。 

なお、令和７（2025）年度に幼児教育科が「こども学科」に改称され単科となることか

ら、令和６（2024）年度中に、清泉大学短期大学部こども学科のカリキュラム・ポリシー

として下記のように統合され、見直しを行った。 

（1）教養教育科目は、「建学の精神」科目を中心に、現代社会に必要な教養、社会貢

献・国際交流活動等を通じて「こころを育てる」目的から編成する。 

（2）専門教育科目は、幼稚園教諭二種免許状や保育士資格の取得と、子どもの育ちに

関連した特色ある諸資格の取得、子ども・保育に関する学際的教養を目指して編成す

る。 

（3）特色ある教育課程として、保育者に必要な体験力や人間関係力、学びの基礎力を

修得する特別プログラムを展開するともに、長期履修学生制度を活用した「3 年コー

ス」を特設して柔軟な学びを確保する。 

（4）特色ある教育課程として、自ら考え行動する力や保育に必要な表現力・創造力・

感性の基礎を修得できるよう、学外実習、アクティブラーニング、保育演習施設を活

用した授業やこども研究セミナー等を充実する。 

（5）他者への受容と愛し合い助け合う態度、他者と協働する資質能力の基礎を学ぶた

めに、様々な学科行事や課外活動、社会貢献活動等の機会を充実する。 

上記のカリキュラム・ポリシー（CP と略記）と学科のディプロマ・ポリシー（DP と略記）
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とは、CP(1)(5)は DP(1)に、CP(2)は DP(2)に、CP(3)(4)は DP(3)にそれぞれ対応している。

また、学科の学習成果の「11 の指標」から「カリキュラム・マップ」を作成し、各科目と

学習成果との関連づけを図るとともに、教育課程全体と学習成果の獲得との関係を体系化

している(提出-2 P72～73)。 

学科のカリキュラム・ポリシーに基づき、幼稚園教諭二種免許状及び保育士資格の要件

となる科目を保育者養成のねらいや内容に応じて区分し、必修及び選択必修科目を設定し

ている。また、授業科目の編成として、学科必修科目や免許・資格の必修科目、学外実習

科目等の基幹的科目は原則として専任教員が担当し、教員を経歴・業績を基に短期大学設

置基準の教員の資格にのっとり適切に配置している。 

（３）入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

 こども学科（旧幼児教育科）のアドミッション・ポリシーは、平成 18(2006)年度より「保

育者への強い意欲と希望を持ち、自らを向上させ、保育者となるための努力を惜しまない

学生を求めたい」と定めてきたが、当時の短期大学の方針に具体的に対応させるため平成

24(2012)年度に改定し、さらに学科の「第 2 期中期計画」に基づき、平成 29(2017)年度に

再改定し、平成 30(2018)年度より下記の方針に変更した。 

幼児教育科では、次のような学生を求める。 

（1）目標とする保育者に向けて強い意志と志望を持ち、幼稚園教諭二種免許状・保育

士資格等の取得に向けて意欲的に学修する学生。 

（2）保育の現場で求められる自ら考え行動する力や、表現力や創造力、感性を磨こう

と自ら努力する学生。 

（3）保育者に必要な学びに向かう力、人間力、社会性のために、積極的に地域貢献活

動に参加し、他者とかかわろうとする学生。 

（4）子どもや保育への関心を持ち、子どもやその育ちの理解に向けて広い視野をもと

うとする学生。 

なお、令和７（2025）年度に幼児教育科が「こども学科」に改称され、単科となること

から、令和５（2023）年度に、清泉大学短期大学部こども学科のアドミッション・ポリシ

ーとして統合し、以下の方針とした。 

短期大学部こども学科では、次のような学生を求める。 

（1）自ら目標とする保育者に向けて強い意志と志望を抱き、幼稚園教諭二種免許状・

保育士資格等の取得を目指し努力する学生。 

（2）保育の現場で求められる自ら考え行動する力や、表現力や創造力、感性を磨こう

と自ら努力する学生。 

（3）他者への受容と協働のために、積極的に地域貢献活動に参加し、他者とかかわろ

うとする学生。 

（4）子どもや保育を取り巻く社会問題や地域課題に広く関心を持ち、子育て支援や保

護者支援に取組もうとする学生。 

こども学科のアドミッション・ポリシー（AP と略記）と「学修成果」との関係は、AP(1)

が「学習成果Ⅰ」に対応し、AP(2)が「学習成果ⅢⅣⅤ」に、AP(3)が「学習成果Ⅵ」に、

AP(4)が「学習成果Ⅱ」に対応している。こども学科のアドミッション・ポリシーは、(1)

の「保育者に向けて強い意志と志望」、(2)の「自ら考え行動する力や、表現力や創造力、
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感性」、(3)の「積極的に地域貢献活動に参加し、他者とかかわろう」とする意欲、(4)の

「子どもやその育ちの理解に向けて広い視野をもとう」とする意欲等について、入学前の

入学試験での「調査書」や「試験科目」のなかで、把握・評価している。 

アドミッション・ポリシーに対する高等学校等関係者の意見聴取の機会は２つある。1 つ

は例年 6 月に開催される「清泉女学院高大入試連絡会」であり、併設大学と合同で県内外

の高等学校進路担当者との連絡会を開催し、アドミッション・ポリシーの説明とあわせ意

見を聴取している(備付-16)。2 つ目は、例年 5 月の「姉妹校連絡協議会」であり、長野清

泉女学院高等学校の教職員との懇談を通じて本学の方針に対する意見を聴取している。 

 

３．国際コミュニケーション科 

国際コミュニケーション科では、「三つの方針」と学習成果及びアセスメント・ポリシ

ーについて再検討を行い、令和 2 年(2020)年度より実施した。現在のディプロマ・ポリシ

ーは以下のとおりである(提出-2 P95)。 

（1）建学の精神を理解し、地域や他者に貢献できる、人間性豊かで自立した社会人と

なる 

（2）系統的な学習を通じて基礎的教養・知識を修得し、さらに学びを深めて専門性を

修得し、有用な資格を取得する 

（3）2 年間の特色ある教育課程を通じて、「清泉スピリット 5 つの力」を修得する 

国際コミュニケーション科のディプロマ・ポリシー（以下 DP と略記）と学習成果 I から

Ⅳの対応は、DP（1）は学習成果 I に、DP（2）は学習成果ⅡとⅢに、DP（3）は学習成果Ⅳ

に対応している。 

国際コミュニケーション科では、ディプロマ・ポリシーにしたがって、以下の表のよう

な卒業要件と単位数を定めている。専門教育科目の単位認定だけでなく、上記(1)から(3)

のディプロマ・ポリシーにしたがって、日頃の学修態度や学科行事への積極的な参加等を

含めて卒業を認定し、学位を授与する方針としている。また、成績評価の基準を規定し学

生便覧に示している(提出-2 P58)。 

＜令和 6(2024)年度国際コミュニケーション科の卒業要件＞ 

区 分 科目区分 卒業要件単位 

共通教育科目 

建学の精神科目 

（人間学・キリスト教概論） 
必修４単位 

14 単位以上 

現代教養科目 

コミュニケーション・スキルズ 

スポーツと健康 

共通資格関連科目 

学外活動認定科目 

他大学及び他学科認定科目 

専門教育科目 

学科必修科目 16単位 

48 単位以上 外国語選択必修科目 4単位 

選択科目 任意 

 計 66 単位以上 
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以上のように厳格なディプロマ・ポリシーを運用していることに加え、「インターンシ

ップ」ではキャリア支援課を通じて企業と緊密に連携をすること、定期的に行われる企業

アンケートの結果を検討することで、社会的な通用性を確認している(備付-18)。また、「外

部評価」でも、社会的な通用性を確認している(備付-11、13⑧)。 

ディプロマ・ポリシーの定期的な点検として、「第 3 期中期計画」では、「3 ポリシー、

アセスメント・ポリシーの再検討」を活動方針としてあげている(備付-10②)。令和元(2019)

年に点検を行い、「三つの方針」と学習成果の結びつきを更に明確にして改定し、令和

2(2020)年度から実施している。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の課題＞ 

「三つの方針」は、中長期的視野から検討すべき方針であり、基本方針、教育目標、「三

つの方針」に関する点検を常に「中期計画」の基本的な方針として盛り込み、実行するこ

とが重要である。「三つの方針」の相互の関連性、学修成果やカリキュラム･マップとの関

連性を再検討することや、「三つの方針」の具体的な達成状況を具体的に検証することが継

続した課題であり、併せて短期大学部（単科）への移行にあわせ、アセスメント・ポリシ

ーにある評価指標を検討、検証していくことになる。 

ディプロマ・ポリシーの見直しは、各「中期計画」で示している。令和元(2019)年度の

「第 3 期中期計画」の基本方針に「3 ポリシー及び学生支援の基本方針の確認」を掲げ、

「第 3 期中期計画第 2 フェーズ」で短期大学及び各科のディプロマ・ポリシーを中長期的

視点から検討するとしてきた。また、こども学科の「第４期中期計画（2025～2026 年度）」

では、新たな３ポリシーおよびアセスメント・ポリシーを踏まえた、カリキュラムマップ

や履修モデルの見直し、認証評価に対応した学修成果評価指標の見直しなど、新たなディ

プロマ・ポリシーに沿った学修成果の獲得の検証・評価をつなぐ「しくみ」を常に点検、

改善することが課題となっている。 

こども学科では、教育目的、基本方針・教育目標を保育者養成の学修成果の獲得に具体

的に結びつけることが継続的かつ具体的な課題となる。具体的には、次の 3 つの観点から

学修成果を検討していくことである。①今日的な保育者養成に求められる資質・能力を目

指した学修成果か、②地域の保育現場が求める資質・能力につながる学修成果か、③学生

の保育への関心、学生が求める保育者像に基づいた学修成果か、である。3 つの観点は必

ずしも共通するものではなく、その調整が重要となる。具体的には、「保育演習棟」の利活

用を通して、本学の保育者養成の特色（実践的指導力の基礎の育成、アクティブ・ラーニ

ング型の学修を重視した授業等）をより強化すること、ディプロマ・ポリシーの量的評価

のみならず、質的評価を一層高めていく工夫、例えば「実習ポートフォリオ」を活用しな

がら、学生個々の 2 年間の成長を保育者としての基礎的資質の獲得から測定し、それを丁

寧に具体的に把握し評価していくという課題がある。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果の特記事項＞ 

１．「初年次教育プログラム」から「ミライの保育をつくるプログラム（通称３Ｃプログラ

ム）」への新たな展開 

幼児教育科の「初年次教育プログラム」は、平成 20（2008）年度から開始された。この
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プログラムは、入学後の保育職への意欲の継続・向上、専門教育の理解の難しさ、保育現

場で求められる実践力・生活力の不足など、保育者養成の様々な場面で「学生の現実」と

のギャップが顕在化し、こうしたギャップへの対応のために、入学前教育や初年次教育を

強化するものであり、2 つの方向性、1 つは「補う取組（リメディアル教育）」、もう 1 つは

「引き出す取組」であり、この２つの取組が入学前および初年次教育で重層的に展開され

てきた。 

しかし今日、学生の量的・質的変化に合わせて初年次教育プログラムの見直しに着手せ

ざるを得ない環境に置かれおり、全国的にも保育者養成に「逆風」が吹くなか、「幼児教育

科」から「こども学科」への科名変更と男女共学化、「保育演習棟」の竣工を踏まえて、初

年次教育プログラムをアップデートし、「清泉ミライの保育をつくるプログラム（通称３Ｃ

プログラム）」を構想した。 

新プログラムは、次のねらいに基づいている。 

① 自然体験、生活体験の取組、表現発表や交流活動等を通じて、「自分とのコミュニケ

ーション」「仲間とのコミュニケーション」「地域・社会とのコミュニケーション」を図り、

近未来の保育者に必要な資質能力を育てる。 

② こども学科の専門教育および様々な学科行事等を通じて、近未来の保育実践を支え

る基盤を培うとともに、学生の将来を切り開き、自らを支える＜社会人基礎力＞を育てる。 

③ 専門教育科目、学外実習、学科行事、学外諸活動との連携・接続を図り、学生自身が

主体的に学び、自己成長を実感できる機会を構築する。 

３つのねらいのもとに、「保育演習棟」や保育現場、地域社会をフィールドとして、また、

「３つのコミュニケーション」をツールとしながら、「専門教育科目（学外実習含む）」と

学科行事、学生の課外活動・学外活動を融合・接続させ、保育者就業後に必要となる様々

な資質・能力、人間性の基礎を培うものとしている。詳しくは、プログラム報告書を参照

されたい。 

 

［テーマ 基準Ⅰ-C 社会貢献］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧 

備付資料 6 清泉女学院地域連携センター報、7 包括連携協定書、8 「三才駅利用促進協

議会」との連携プロジェクト、9 自治体等の審議会公職等一覧 

 

［区分 基準Ⅰ-C-1 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-C-1 の現状＞ 

本学の地域社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放（リカレント教育を

含む）等は、地域連携センターを中心に実施している。地域連携センターは、それまで設

置されていた生涯学習オフィスやボランティアオフィス等を再編し、平成 20(2008)年 4 月

に設置された。地域連携センターが担う事業は、地域連携センターの事業は、地域連携（連携

協定・その他の地域活動の促進等）、生涯学習（生涯学習講座・公開講座・出張講座の開催
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等）、およびボランティアの３事業である。各部門共に担当の教職員が事業の立案・企画を行

い、事業の決定・実施等を地域連携センターが担っている。詳細な事業実績等は、『清泉大

学・清泉大学短期大学部地域連携センター報(2025 年度・第 18 号)』を参照されたい。 

地域・社会に向けた生涯学習として、「生涯学習講座」「公開講座」、「出張講座」を実施

している。令和 7(2025)年度の公開講座は、春学期 26 講座（前年度 22 講座）、秋学期 20

（前年度 20 講座）を企画実施し、講座数は前年度と同様の開催であった。なお、春学期 4

講座、秋学期 3 講座に関しては、参加人数が予定人数に達しなかったことから不開講とし

た。今年度計画した「公開講座」は表の通りである。春秋学期併せて 498 名となり、昨年

度（628 名）の 2 割減であったが、年間で約 500 名の参加者であった。 

 なお、本学の公開講座は、大学を地域に開放し地域貢献を行うという方向性を広く打ち

出しつつ、「知の拠点」としての大学の使命を果たしている。令和元(2019)年度以降は、JR

長野駅東口に「長野駅東口キャンパス」が整備されたこともあり、開催場所の選択肢が増

えた。さらに令和 6 年度には「上野キャンパス」にＣＲＩＳＴＩＮＡ館（演習棟）が完成

し、保育に特化した連続講座を開催するなど、よりアクティブな講座を企画することがで

きるようになった。 

 

表「公開講座」（2025 年度春学期分） 

No 講座名 教員名 場所 実施日 参加者数 

1 

IPA 主催 基本情報技術者 科目 A 免

除講座 6か月オンデマンド講座 オリ

エンテーション 

片瀬 拓弥 東口 5 月 31 日 4 

2 
世界の歴史と文化－なぜ日本は衰退

するのか① 
村田 信行 東口 5 月 31 日 19 

3 
人々は何を想って唄ってきたか  ～

アメリカンフォークソングの世界～ 
中村 洋一 上野 不開講 0 

4 
21 世紀を生きる：グローバルな時代に

何を学ぶか 
中村 洋一 上野 不開講 0 

5 
笑顔を引き出す！！ ユーモアコミ

ュニケーション体験講座 
塚原 成幸 上野 6 月 21 日 10 

6 
外国人が見た NAGANO 旅を通じた異

文化理解 
森本 佑子 東口 7 月 5 日 9 

7 
世界の歴史と文化－なぜ日本は衰退

するのか② 
村田 信行 東口 7 月 5 日 16 

8 
ビジネスコミュニケーション講座 

電話応対編  
森本 佑子 上野 不開講 0 

9 
文化と歴史を知れば 100倍楽しめる！ 

世界遺産 メキシコシティの歩き方 
小松 仁美 東口 7 月 26 日 12 

10 
宙わたる教室のリアル：定時制高校の

教育実践の意味 

岡部敦・武田

るい子 
東口 7 月 26 日 6 
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11 
世界の歴史と文化－なぜ日本は衰退

するのか③ 
村田 信行 東口 7 月 26 日 12 

12 
発達に課題を抱える子ども理解＜感

覚と遊び＞ 
小松 仁美 上野 7 月 28 日 20 

13 
「幼児の運動能力を育む！実践的あ

そび講座」 
中村真由美 上野 7 月 28 日 4 

14 ラテン語入門①辞書の引き方・名詞 神門 しのぶ 上野 8 月 4 日 5 

15 ラテン語入門②sum 動詞・前置詞 神門 しのぶ 上野 8 月 5 日 6 

16 ラテン語入門③動詞・副詞 神門 しのぶ 上野 8 月 6 日 6 

17 「考える」を考える ～前編～ 中島 琢郎 上野 不開講 0 

18 マーケティング入門 中島 琢郎 上野 8 月 6 日 7 

19 
紙芝居でコミュニケーション！！か

みしばい演者養成講座 2025 
塚原 成幸 上野 9 月 7 日 12 

20 
「最新の保育施策にみる近未来の＜保育

のすがた＞－現場の視点で考える－」 
西山 薫 上野 8 月 23 日 18 

21 
「子どもの願いをかなえるあそび」 

～子どもの主体性を潰さない教材研究～ 
碓井 幸子 上野 8 月 23 日 20 

22 
保育の質向上のための音楽的表現を学ぶ

「こどもの歌唱表現と歌唱教材」 
山﨑 浩 上野 8 月 23 日 9 

23 
看護研究スタートアップ講座 研究

成果の活用 
舟島なをみ 東口 6 月 6 日 6 

24 
看護研究スタートアップ講座「看護

研究の基礎知識研究疑問の明確化」 
内山 明子 東口 6 月 6 日 7 

25 
看護研究スタートアップ講座「先行研

究の調査と文献の種類について」 
石原 千晶 東口 6 月 30 日 6 

26 
看護研究スタートアップ講座「文献検

索演習」 
田村 栄子 東口 6 月 30 日 6 

27 
看護研究スタートアップ講座「研究方

法：量的研究」 
安齋由貴子 東口 7 月 11 日 13 

28 
看護研究スタートアップ講座「研究方

法：質的研究」 
北村 千章 東口 7 月 11 日 10 

29 
看護研究スタートアップ講座「研究目

的の明確化～研究計画書の作成へ」 
北村 千章 東口 7 月 25 日 10 

30 看護研究スタートアップ講座「研究倫理」 山崎 章恵 東口 7 月 25 日 10 

合計 26 講座 263 
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表「公開講座」（2025 年度秋学期分） 

No 講座名 教員名 場所 実施日 参加者数 

1 
働きやすい環境作りに活かすコミュ

ニケーションスキル 
長谷川孝子 上野 11 月 2 日 15 

2 実習生が意欲的に取り組む保育実習 碓井 幸子 上野 11 月 2 日 12 

3 子どもの造形表現の理解と援助 渡邉 智之 上野 11 月 2 日 5 

4 
聖書を読んでみよう！―聖書のクリ

スマスの場面を読み解こう― 
稲葉 景 東口 12 月 7 日 9 

5 

みんなで待ち望むクリスマス―クリ

スマスリースを作りながら、クリスマ

スの本当の意味を学びましょう！― 

稲葉 景 東口 12 月 7 日 13 

6 
世界の歴史と文化「なぜ日本は衰退する

のか－新自由主義的支配の仕組み」① 
村田 信行 東口 12 月 7 日 16 

7 
世界の歴史と文化「なぜ日本は衰退する

のか－新自由主義的支配の仕組み」② 
村田 信行 東口 2 月 21 日 29 

8 
世界の歴史と文化「なぜ日本は衰退する

のか－新自由主義的支配の仕組み」③ 
村田 信行 東口 3 月 1 日 21 

9 

旅するメキシコ・スペイン語メキシコ

シティの歩き方 ～歴史・文化・社会

問題に触れながら～ 

小松 仁美 上野 1 月 17 日 6 

10 

子どもの行動を理解し、親子で楽し

く過ごすヒント「ペアレントトレー

ニング」 

小松 仁美 上野 不開講 0 

11 
働く人のためのライフスキル・ワー

クショップ―ストレス対処編― 
横山 孝行 上野 1 月 17 日 4 

12 
働く人のためのライフスキル・ワークショッ

プ―効果的コミュニケーション編― 
横山 孝行 上野 1 月 25 日 4 

13 趣味から始めよう！生成AIワクワク活用講座 片瀬 拓弥 上野 1 月 25 日 9 

14 ラテン語で“アヴェ・ヴェルム・コルプス” ① 神門 しのぶ 上野 1 月 29 日 10 

15 ラテン語で“アヴェ・ヴェルム・コルプス” ② 神門 しのぶ 上野 1 月 29 日 9 

16 ラテン語で“アヴェ・ヴェルム・コルプス”③ 神門 しのぶ 上野 1 月 30 日 9 

17 ラテン語で“アヴェ・ヴェルム・コルプス”④ 神門 しのぶ 上野 1 月 30 日 11 
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18 「考える」を考える ～前編～ 中島 琢郎 上野 不開講 0 

19 マーケティング入門 中島 琢郎 上野 不開講 0 

20 
21 世紀を生きる：グローバルな時代

に何を学ぶか 
中村 洋一 東口 2 月 21 日 14 

21 
人々は何を想って唄ってきたか  ～

アメリカンフォークソングの世界～ 
中村 洋一 東口 2 月 21 日 17 

22 

「映画でひもとく『教皇選挙』――コ

ンクラーヴェの世界と現代へのメッ

セージ」 

稲葉 景 東口 3 月 1 日 15 

23 

「イースター」って何の日？―キリスト

教のイースターの本当の意味を学んで、

イースターエッグを作りましょう！ 

稲葉 景 東口 3 月 1 日 7 

合計 20 講座 235 

 

大学の正規授業を一般市民に開放する「授業開放講座」だが、学内に新型コロナウィル

やインフルエンザの感染者が認められたことから 2024 年（令和 6 年度）の実施は見送ら

れ、2025 年（令和 7 年）度においてもその実施は見合わせた。コロナ禍の遠隔授業をきっ

かけとして、授業の連絡や資料配布、課題提出までをインターネットを介して行う傾向に

ある。「授業開放講座」では、学生と共に学ぶ環境を大事にしており、開放授業の受講生も

学生と同様のインターネットスキルが求められることになる。しかし、地域連携センター

の各種講座申込みでは、電話を利用する参加者も少なくなく、開放授業再開に当たり、受

講の受付と連絡方法、授業の参加の仕方や地域住民と授業者のニーズを確認し、開放講座

をどのように実施するか、その方法について検討する必要に迫られている。 

地域住民を対象として例年実施してきた「特別映画上映会」では、今年度も昨年同様に

「特別講演会」として開催した。2025 年度は 11 月 16 日（日）に行い、子どもへの性暴力

根絶を目指す団体「1 is 2 many 子どもへの性暴力を考える Action Plan」より長渡康二

氏、中村一也氏を招き、講演・座談会およびワークショップを実施し、一般市民および学

生約 70 名が参加した。なかなか話題にする機会の少ない性暴力被害であったが、メディア

でも大きな事件が取り上げられるようになった昨今、その実態を知り、見過ごされてきた

社会課題から目を背けないことが肝要である。地域連携センターとして近隣の皆様と、子

どもが地域で安心して暮らせるようにするにはどうしたらよいか、私たちにできることを

考える貴重な機会となった。 

教育機関や自治体などの公的な団体に、本学専任教員の専門分野（心理学、英語、教育、

教養等）をいかしたテーマで実施する「出張講座」は計 12（昨年度は 14）講座実施した。

詳細は表「出張講座」の通りである。 
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表 2025 年度「出張講座」 

No テーマ 教員名 主催団体 実施日 

1 笑顔で築く信頼関係 塚原 成幸 
千曲市人権・男女共

同参画課 
5 月 12 日 

2 紙芝居が大好きになる見せ方・演じ方 塚原 成幸 ながのこども館 7 月 28 日 

3 音楽リフレッシュ 山﨑 浩 中野市西部公民館 8 月 4 日 

4 音楽リフレッシュ 山﨑 浩 木島平社会福祉協議会 8 月 20 日 

5 音楽リフレッシュ 山﨑 浩 古牧地区住民自治協議会 9 月 6 日 

6 笑顔で築く信頼関係 塚原 成幸 
中野市 人権・男女

共同参画課 
9 月 25 日 

7 音楽リフレッシュ 山﨑 浩 かがやきひろば篠ノ井 10 月 2 日 

8 ふまねっと体操 齋藤 正子 
更埴地域シルバー人

材センター 
10 月 23 日 

9 睡眠の心理学 寺門 正顕 かがやきひろば篠ノ井 10 月 29 日 

10 ストリートチルドレン 小松 仁美 小川村公民館 12 月 7 日 

11 音楽リフレッシュ 山﨑 浩 かがやきひろば篠ノ井 2 月 18 日 

12 睡眠の心理学 寺門 正顕 小川村公民館 2 月 19 日 

合計 12 講座 

 

本学は、地域連携センターの設置以降、学外団体との連携を積極的に推進している。な

かでも、地方公共団体、企業等、教育機構及び文化団体等との協働を推進するために、各

団体や組織との協定の締結を行ってきた。これまで長野市、千曲市、小川村、信濃町、NPO

法人「長野県障がい者スポーツ協会」、NPO 法人「夢空間松代のまちと心を育てる会」、「長

野商工会議所」、「ながの農業協同組合（JA ながの）」と包括協定を締結した。さらに、令和

元(2019)年度は「長野信用金庫」と「長野県議会」と包括協定を締結した(備付-7)。 

さらに、令和 3(2021)年度は認定特定非営利活動法人「長野犯罪被害者支援センター」

（令和 3(2021)年 7 月 29 日連携）、令和 4(2022)年度は「長野市ガイド協会」（令和 4(2022)

年 11 月 30 日連携）、「特定非営利活動法人ながのこどもの城いきいきプロジェクト」（令和

4(2022)年 12 月 8 日連携）、2024 年度には公益財団法人ながの観光コンベンションビュー
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ロー（2024 年 4 月 1 日）、2025 年度はアルピコホールディングス株式会社と（2025 年 4 月

11 日）と連携協定を締結した。さらには、既に連携協定を結んでいる長野市との間に、災

害発生時における福祉避難所の設置及び管理運営に関する協定書を締結した（2025 年 6 月

2 日）が、これは台風 19 号（2019 年 10 月 12－13 日）で浸水した地域にとって、本学は高

台に位置することから現実的な協定であろう。 

また、長野市と千曲市とは毎年度に連携協議会を開催し、連携事業実績の報告と双方か

ら新規事業の提案を行うなど意見交換を行っている。しかしながら、中断もあった。令和

元(2019)年度は令和元年東日本台風の影響で中止、令和 2(2020)年度と令和 3(2021)年度、

令和 4(2022)年度はコロナ禍の影響により開催が見送られたが、令和 5（2023）年度 12 月

12 日（火）に千曲市との連携協議会を再開することができた。長野市とは書面での報告や

意見交換を行っていたが、2025 年度に対面での連携協議会を 8 年ぶりに再開することがで

きた。 

 そのほか、短期大学部は「三才駅利用促進協議会」と連携し、地域活性化を目的として

「三才駅かわいい化プロジェクト」を実施している。10 月・11 月・1 月・2 月の 4 か月間、

月替わりで三才駅の駅舎壁面に、季節の行事をイメージした壁面飾りを行い、駅を利用す

る方々に好評を得ている(備付-8)。 

その他の取組としては、本学の教員・学生と学外団体が連携して実施する地域連携事業

を支援する「清泉女学院地域連携プロジェクト」を実施している(備付-6①)。本プロジェ

クトは毎年度毎に学内募集し、地域連携センター委員会で審査・採択する事業であり、令

和 7 年(2025)年度は前年度より 2 件増の 9 件が採択され、年度内の辞退 1 件を除き、教員

や学生が地域に出向いて行う活動が有意義に展開された。 

専任教員による個別の地域連携活動は、総務部が外部機関、公職等への招聘・就任等の

状況を把握しているが、地域連携センターとしても年に一度、教員を対象に地域連携活動

に関するアンケート調査を行い、その把握に努めている。短期大学部 5 名、看護学部 6 名、

人間学部 3 名、人文社会科学部 8 名の合計 22 名の教員が、長野県、千曲市、長野市、須坂

市、中野市、飯山市、信濃町、山ノ内町等の自治体や NPO 団体、企業等と連携して地域活

動を行っている。回答は任意であるため、回答以上の連携及び地域活動が行われていると

考えられる。また、回答には地域活動に関する貴重な意見も多くあり、引き続き地域貢献

活動の状況把握と検討を行っていく。 

また、短期大学部では幼児教育科学生の発表の場ともなる子育てイベント「ながのキッ

ズカルチャーEXPO」を開催してきた。この事業は子育て支援の面と学生主体の学びの場を

創出する面からも重要な行事である。令和 6(2024)年度は感染症対策の影響を受けること

なく、10 月 26 日（土）に実施することができた。当日は午前を中心に多くの幼児や家族

が集まり、講演会含め約 800 名の市民が来場した。2024 年はクリスティーナ館完成を記念

して 5 回連続講座「清泉こどもラボ」も開催し、保育関連の著名人をお招きして、地域の

大人と子供向けの講演会や講座を行い 308 名の参加者を集めることができた。2025 年度

は、「ながのキッズカルチャーEXPO」10 月 25 日（土）に実施し、定員 200 名のところ 800

名の参加があった。「清泉こどもラボ」も昨年に引き続き実施し、各回共に本学の卒業生を

はじめ、県内各地から保育・教育関係者が多数参加した。 

学生ボランティア活動等の状況に関して、本学学生の多くは近隣の市町村から通学して
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いることも関係し、地域貢献に対する意識が高く、学生のボランティア活動は盛んである。

地域連携センターが窓口となり、地域からのボランティア依頼の受付、学生への情報提供

や募集・受付、事前指導や事後の報告書の提出等、活動にかかわる一連の業務を担当して

いる。また、ボランティア登録した学生に情報をメール配信するとともに、学生が安全に

活動するためのサポート体制を構築している。令和 7 年（2025 年）度は年間を通して 349

人の学生がボランティア活動を行った。詳細は下記の表「ボランティア活動実績」の通り

である。 

 

2025 年度 ボランティア活動実績 
（人） 

 名称 実施日 
こ
ど
も 

幼教 国際 情報 心理 文化 文芸 看護 総計 

1 長野車いすマラソン大会 4 月 19 日    2 2   4 8 

2 第 27 回長野マラソン 4 月 21 日  4   3   3 10 

3 NAGNAO 善光寺よさこい 5 月 4 日 1 2  3 2 3  2 13 

4 かえで通りこども食堂 通年 2 2 1     2 7 

5 イースターエッグフェスティバル 4 月 26 日     1 1   2 

6 長野地区障がい者スポーツ大会 5 月 24 日    2 1    3 

7 4/6 長野パルセイロ試合 4 月 6 日     1  1  2 

8 4/13 長野パルセイロ試合 4 月 13 日 1    3   2 6 

9 
放課後子ども総合プランア

ドバイザー 
通年 1 3 1  17   4 26 

10 小布施見にマラソン 7 月 13 日 1    1  3 4 9 

11 学習チューター 通年    1 3    4 

12 5/3 長野パルセイロ試合 5 月 3 日     1    1 

13 長野県警察大学生ボランティア 通年 1 1   10    12 

14 ながの獅子舞フェスティバル 5 月 3 日      20   20 

15 びんずる市 5 月 10 日       9  9 

16 犀川緑地清掃活動 5 月 18 日    2     2 

17 びんずる市 6 月 14 日       10  10 

18 第 10 弾ながとよマルシェ 6 月 21 日 1    2  4  7 

19 小諸ツリーハウスイベント 5 月 24 日         0 

20 こども身体づくり教室 6 月 13 日     1    1 

21 
子どもたちの未来へ国際助

産師の日 
6 月 28 日        7 7 

22 
ものづくりフェア千曲マッ

チングイベント 
6 月 6 日    1 3 2   6 

23 “居場所”ガイドブック制作者 6 月～         0 
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24 こども身体づくり教室 6 月 27 日 2        2 

25 センキョ割普及プロジェクト 通年    1     1 

26 びんずる市 7 月 12 日       1  1 

27 ナガノカルチャーフェスタ2025 
8 月 30～  

31 日 
    7    7 

28 7/19 長野パルセイロ試合 7 月 19 日     1    1 

29 りんご音楽祭 
9 月 27～

28 日 
1  1 2 1 1 3 1 10 

30 長野びんずる 8 月 2 日     5 1 1  7 

31 びんずる市 8 月 9 日    2   6  8 

32 リレーフォーライフジャパン2025 
9 月 14～

15 日 
       1 1 

33 8/16 長野パルセイロ試合 8 月 16 日     1    1 

34 びんずる市 9 月 13 日       1  1 

35 令和7年度長沼ニュースポーツ大会 9 月 20 日         0 

36 柳原いきいきスポーツ 9 月 28 日 1   2  1   4 

37 8/30 長野パルセイロ試合 8 月 30 日       1  1 

38 9/13 長野パルセイロ試合 9 月 13 日         0 

39 長野びんずる燈送衆 8 月 2 日     1    1 

40 災害救護訓練ボランティア 11 月 8 日        14 14 

41 ハーモニー夢まつり 10 月 25 日     1    1 

42 須坂ランニングフェス 10 月 12 日         0 

43 Halloween2025in戸倉上山田温泉 10 月 26 日 1 2       3 

44 おれんじミーティング 10 月 5 日    1 1   10 12 

45 けいあい祭り 10 月 18 日 1 3   4    8 

46 ごん太祭り 10 月 25 日         0 

47 若槻公民館 あいあい文化祭 11 月 8 日     2  2  4 

48 
ハートのまち（市）ちくま野

外コンサート 
10 月 26 日         0 

49 災害対応訓練 10 月 25 日        5 5 

50 NAGANO スポーツフェスタ 10 月 19 日    2 3    5 

51 ながとよマルシェ 10 月 18 日         0 

52 住吉まつり 10 月 18 日  4       4 

53 10/4 長野パルセイロ試合 10 月 4 日     3    3 

54 10/13 長野パルセイロ試合 10 月 13 日   1  1    2 

55 自転車安全利用啓発ボランティア 11 月 7 日     2  2  4 

56 10/25 長野パルセイロ試合 10 月 25 日   1    1  2 



清泉大学短期大学部 

44 

 

57 11/8 びんずる市 11 月 8 日   1 1     2 

58 若槻総フェスタ 10 月 16 日      8 8  16 

59 11/2 長野パルセイロ試合 11 月 2 日   1  1    2 

60 11/15 長野パルセイロ試合 11 月 15 日     1    1 

61 びんずる市 12 月 13 日     6    6 

62 
ゆたかのスポコミ東北ロー

ドレース大会 
12 月 7 日 1   1     2 

63 遊びで育てるパパママ教室 1 月 31 日     1   1 2 

64 11/29 長野パルセイロ試合 11 月 29 日     1    1 

65 かえで通りこども食堂 12 月 5 日 1        1 

66 
イオンモール須坂クリスマ

スマーケット 
12 月 12 日  20       20 

67 千曲万博 1 月 25 日    1 1    2 

68 RDD2026NAGANO 2 月 28 日     1 1  5 7 

69 長野灯明まつり 2 月 2 日         0 

70 こども夢の商店街 3 月 21 日 2        2 

71 2/21 長野パルセイロ試合 2 月 21 日     1  1  2 

72 2/28 長野パルセイロ試合 2 月 28 日     1    1 

73 ボランティアのつどい 3 月 6 日       1  1 

74 蚊里田八幡宮 春季例大祭 3 月中旬     2  1  3 

 合計  18 41 7 24 100 38 56 65 349 

 

従来から本学学生がかかわるボランティアの活動は、「障がい児・者関係」、「スポーツ関

係」、「病院・福祉施設のイベント関係」、「教育機関（特別支援学校・保育園・幼稚園）の

交流・行事関係」、「地域の伝統文化・イベント関係」が多くを占めている。年度ごとの参

加学生の差が激しい理由は、会場が学内で行われたイベントの有無による。ボランティア

災害ボランティアでは、本学は東日本大震災においてカトリック団体と協働し学生と教職

員を東北に派遣した経験を持つが、その後、令和元年(2019)年の台風 19 号豪雨災害でも教

職員と学生が長野市の被災地に出向いてボランティア活動に加わった。令和 6 年正月に発

災した能登半島地震では、中長期の支援として、地域連携プロジェクトと併せて看護学部

の教員と学生が複数回、ボランティア活動に出向き、活動を継続した（2024 年 9 月 4 日～

5 日 9 名、11 月 2 日～3 日 5 名計 14 名）。 

また本学は、学生の自主的なボランティア活動を支援する「Let’s Try ボランティア支

援」事業を実施している。この事業は、学生個人やグループのボランティア活動が対象と

なり、採択後に交通費や活動費を支援するものである。今年度は短期大学部 2 件、人間学

部 1 件が採択（「チャイルドラインながの受け手ボランティア」、「犬と歩けば。。。プロジェ

クト ペット防災キャンプ」「住吉祭ボランティア」）され、学生のボランティア活動を後

押しすることができた。しかし、学生による自発的なボランティア活動の総数は縮小傾向
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にあり、この点については、引き続き学内におけるボランティアの啓発活動を充実させる

必要がある。 

  

＜テーマ 基準Ⅰ-C 社会貢献の課題＞ 

公開講座 46 講座、出張講座 26 回（一般向け 12 回、高校向け 14 回）と地域住民を対象

にした生涯学習事業については十分に行われたといえるが、本学の講座の意義や役割につ

いては再検討が必要と思われる。受講生のニーズを聞き取り、それに合致した講座を開講

することも必要である。双方のマッチング、合致点を模索するため、本学に所属する教員

の専門分野と一般市民の需要を引き合わせる橋渡し役としてセンター機能の充実を図るこ

とが肝要である。 

地域連携事業は、学部や学科各々の専門性を越えて、地域貢献のために学際的であり横

断的な協働事業を展開することができる場でもある。「建学の精神」具現化のバロメーター

と位置づけ、これまで以上に各学部・学科・職員間の連携を図り、多くの教職員が参加で

きるようにしたい。令和元(2019)年度に看護学部が新設され、医療・保健・災害支援分野

への地域貢献が期待されるようになり、令和 7 年（2025）年度には人文社会科学部が新設

され、地域の伝統文化・IT や経営ビジネス、グローバルの観点に立った地域貢献が期待さ

れる。 

センターが仲介する学生のボランティア活動および教職員が行う地域貢献活動は、本学

の建学の精神・理念と深く結びついたものでなくてはならない。ボランティア参加学生数

はコロナ禍で縮小して以降、徐々に回復をみせたが、地域課題やニーズの把握が十分にな

されているとはいえず、ボランティア団体の要請から学生募集をかけ、公開講座等では全

体的な調整は日程や会場の調整程度として、教員が申請してきた内容を尊重し、参加者募

集をかけることが多い。この点は第 4 期中期計画においても課題として挙げられており、

連携協定を結んでいる自治体だけでなく、大学周辺の自治体、社会福祉協議会や NPO 団体

などとも情報交換ができるようにネットワークを確立し、地域のニーズを踏まえた活動を

展開したいところである。 

また、2024・25 年度は、共学化、学部の改編を経て、多様な学生が入学するようになっ

たものの、ボランティア参加学生数は 300 人台に留まっている。令和元(2019)年度は台風

19 号関連の災害ボランティアに多数の教職員・学生が参加した状況があり、ボランティア

の潜在的参加者は多いと推測される。今後も地域連携センターがハブとなり、ボランティ

ア団体と学生の双方に必要な情報がいきわたるように機能を充実させる方策の検討も課題

である。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-C 社会貢献の特記事項＞ 

１．「清泉こどもラボ」の企画と実施 

「こども学科」への改称と「Ｃｒ館（保育演習棟）」の利用開始を契機に、令和 6（2024）

年度より「清泉こどもラボ」という連続公開講座を学科の独自企画として開始した。学生

や保護者、本学卒業生、保育関係者や一般市民が子どもや保育について深く学ぶための地

域貢献の一環として実施している。講師には保育・子育て支援などの領域において著名な

方々に依頼し、有意義な講座を実施することができた。各回共に本学の卒業生をはじめ、
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県内各地から保育・教育関係者が多数参加し、毎回熱気に満ちた学びの場となっている。

以下が 2 年間実績である（詳細はこども学科「ミライの保育をつくるプログラム報告書」

参照）。 

 

２．「こども学科保育特別講座」の企画と実施 

こども学科への改称と「保育演習棟」の利用開始を契機に、令和 6（2024）年度より本学の

「公開講座」の一環として「こども学科保育特別講座」を開催している。各講座を長野県

の保育士等キャリアアップ研修に対応させることにより、現場保育士の研修の機会にもな

っている。講座の主旨は、①地域の保育の質向上に貢献する、②卒業後のリスキリングや

早期退職者に対応する、③地域の保育現場と協働して保育者養成の機運を高める、である。

今年度は、昨年度に引き続き「子どもの『育つ』を支える保育について考える」をメイン

テーマとして開講した。「幼児教育」「障害者保育」「マネジメント」「保育実践」の４分野

にわたり 8 講座が開講され、のべ 105 名、そのうち 92 名（87.6％）が保育士等キャリアア

ップ研修として受講した。以下が今年度の開講講座である（詳細はこども学科「ミライの

保育をつくるプログラム報告書」参照）。 

 

３．「子ども文化祭・ながのキッズカルチャーEXPO2025」の企画と実施 

2015 年度より実施してきた「子ども文化祭・ながのキッズカルチャー」は、途中台風 19

号災害やコロナ禍で中止となった期間もあったが、地域の子育て支援イベントとして定着

してきた。 

本イベントは現在、本学中庭や体育館をメイン会場として、主にこども学科１年生によ

る必修科目「保育者論Ⅱ（グループ別授業）」と連動した企画と 2 年生の児童館実習に参加

する学生による企画を実施している。1 年生にとっては初の教育実習前に子どもと実際に

ふれ合う機会となり、教育実習に対するモチベーションを高める機会ともなっている。以

下が今年度の企画概要である。 

①日時／2025 年 10 月 25 日（土）10：00～13：00 

②場所／清泉大学短期大学部（体育館、中庭、R 館教室などで開催） 

③テーマ「清泉大学短期大学部が子ども向け体験型イベントをプロデュース～さまざまな

遊び・文化に触れて実りある秋の一日を～」 

④来場者数／約 800 名 

⑤主なプログラム 

ア たにけんのファミリーコンサート（「清泉こどもラボ」と共催） 

イ マジカルナッキーマジックショー（卒業生による公演） 

ウ 保育者論の各グループのブース（1.なにがつれるかな？ 2.つみき広場とさらまわ

し教室 3.ワクワク工作 4.おとのひろば 5.ハロウィンで大変身！ 6.とんとこ

相撲 7.ハロウィンのお面を作ろう！ 8.スケートボード体験 9.新聞紙であそぼう！  

10.みんなでなろう！フシギたんけんたい） 

エ 移動児童館（児童館実習を行う学生による工作教室） 
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［テーマ 基準Ⅰ-D 内部質保証］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧、10 大学評価規程 

備付資料 11 外部評価委員会報告書、13 学習成果アセスメント資料、 

14 自己点検・評価報告書、15 公式 HP「第三者評価 適格認定」、 

16 清泉女学院高大入試連絡会、17 姉妹校連絡協議会 

備付規程 7 外部評価規程 

 

［区分 基準Ⅰ-D-1 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に取り組んで

いる。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-D-1 の現状＞ 

自己点検・評価の規程及び組織について、学則上の規定として、第 40 条に「本学は、第

１条の目的を達成するため、自己点検・評価を行う」と定めている。自己点検・評価活動

を企画・運営する組織として、「自己点検評価委員会」（以下、自己評価委員会）を設置し、

年間を通じて評価活動を推進する体制となっている。平成 17(2005)年度に「大学評価規程」

を整備し、平成 30(2018)年度に円滑かつ効率的に実施するため「外部評価規程」を大幅に

見直した(提出-10)(備付規程-4)(備付規程-7)。なお、2025（令和 7）年度に、清泉大学短

期大学部に改編されることに伴い、2024（令和 6）年度に、新たに「清泉大学短期大学部自

己点検・評価規程」を新設し、併設大学の同規程との整合性を図った。また、「清泉女学院

短期大学 大学評価規程」を「清泉大学及び清泉大学短期大学部 大学評価規程」に統合し、

現状の評価活動および評価名称に適合させるとともに、大学間の「相互評価」の規定を削

除した。 

「外部評価」は平成 18(2006)年度、平成 22(2010)年度に実施したが、規程の見直し後、

新たな外部評価を平成 30(2018)年度以降、毎年度実施している(備付-11、基準Ⅰ-C の特記

事項を参照)。 

自己点検評価報告書は、一般財団法人大学・短期大学基準協会の「自己点検・評価報告

書作成マニュアル」にしたがって、毎年度「自己点検・評価報告書」を作成・発行し(備付

-14)、公式 HP に報告書を平成 22(2010)年度分からすべて公表している(備付-15)。 

評価活動への教職員の関与については、自己評価委員会は、副学長、短期大学部長のほ

か各科科長、教務委員、事務局責任者等を構成メンバーとし、学内分掌組織に対応した報

告書の作成・編集組織を整え、報告書の執筆、検討は、全教職員の支援と協力のもとで行

っている。日常的な自己評価活動に専任の全教職員が関与しており、評価結果も報告書を

通じて各部署での共有、共通理解を図っている。 

自己点検・評価活動に対する高等学校等関係者の意見聴取の機会は 3 つある。1 つは 6

月に開催される「清泉女学院高大入試連絡会」であり、併設大学と合同で県内外の高等学

校進路担当者との連絡会を開催し、本学の教育方針や基本情報の提供とあわせ、本学の教

育活動に対する意見を聴取している(備付-16)。2 つ目は、5 月の「姉妹校連絡協議会」で

あり、長野清泉女学院高等学校の教職員との懇談を通じて本学の教育活動に対する意見を
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聴取している。3 つ目は、毎年秋に開催する「外部評価」（基準Ⅰ-C の特記事項参照）であ

る(備付-11)。外部評価委員として「長野県教育委員会」に加え、令和元(2019)年度からは

「長野清泉女学院中学・高等学校」「長野県中野西高等学校」の校長または教頭が構成員と

して入り、高等学校との接続の観点から意見を聴取している。令和 3(2021)年度はコロナ

禍のため、メール会議での実施となったが、令和 4(2022)年度以降は対面で実施している。 

自己点検・評価の結果の活用として、外部評価を含め、前年度の自己点検・評価報告書

を各科・事務局ごとに読み合わせ、とくに、年度ごとに重点的に取組む目標や各項目で出

された課題や問題点を洗い出すとともに、各部署の「中期計画」の評価やその修正、各年

度の「事業計画」とその評価に活用、反映させている。また、各期の本学の認証評価の結

果を踏まえた改革・改善、また、各年度の他短期大学の認証評価の結果を参照し、改革・

改善の参考資料としている。 

 

［区分 基準Ⅰ-D-2 教育の質を保証している。］ 

 

＜区分 基準Ⅰ-D-2 の現状＞ 

１．短期大学部 

学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法として、学習成果の獲得を目指した

教学面の PDCA サイクルの構築がある。教務委員会と FD 委員会が主導し、平成 25(2013)年

度より専任教員間で、シラバスの「目的目標欄」にカリキュラム・マップの学習成果の指

標に基づいた学習成果を明示することを申し合わせた。また、学生による授業評価の質問

群に学習成果の獲得に関する項目を盛り込み、その結果を分析・考察し、改善策を講じて

きた。令和元(2019)年度より、すべての開設科目でシラバスの「学修到達目標」欄に、カ

リキュラム・マップに示した学習成果の指標に沿った具体的な「学修成果」を明示し、そ

の記載の点検を教務委員会が行っている。同じく令和元(2019)年度から、学生授業評価の

質問群に「学修到達目標」に対する自己評価の項目を盛り込み、IR 室が「学修成果」の獲

得状況を授業評価及び GPA を通じて分析し、その結果を FD 委員会、各科の FD 活動で継続

して検討している(備付-13②④)。令和８(2026)年度から新たな学生授業評価の質問群（講

義系、演習系の２パターンに区分）を設定し、学修成果の獲得状況の査定を補強する予定

としている。 

査定（アセスメント）手法の定期的な点検のために、平成 30(2018)年度に「アセスメン

ト・ポリシー」（詳しくは基準Ⅰ-C の特記事項を参照）を設定した。このポリシーに基づ

き短期大学全体、各科、各科目の 3 つの区分の「評価指標」に基づき学習成果の獲得状況

を査定し、その結果を踏まえた改善方策を次年度に向けて検討し、この定期的な点検の有

効性や課題を、教務委員会及び FD 委員会で検討してきた。なお令和 7（2025）年度より、

短期大学部こども学科の 1 学科に改編されることから、従来の①機関（短期大学）レベル、

②各科（教育課程）レベル、③科目レベルの区分を、①機関（短期大学）レベル及び各科

（教育課程）レベル、②科目レベルの２つの区分にアセスメント・ポリシーを変更した。 

本学では以下のような方法や機会でデータを収集・検討し、PDCA サイクルのなかで学習

成果を査定している。 

①学生授業評価と「授業評価報告書」の作成（FD 委員会、各学期）(備付-13①) 
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②学修時間・学修実態及び授業評価に関する報告（IR 室、各学期）(備付-13②) 

③非常勤講師との授業改善に関する懇談会（あるいはアンケート）（FD 委員会、年度末）

(備付-13④) 

④専任教員研修会及び専任職員研修会（FD 委員会・SD 委員会、適宜）(備付-13④) 

⑤学生生活アンケート調査（学生生活委員会、年度末）(備付-13③) 

本学では、学校教育法、短期大学設置基準ほか関係法令を適宜確認し、法令順守に努め

ている。 

 

２．こども学科 

学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法として、以下の①～⑥の事項を定め、

PDCA サイクルを構築している。 

① 「年度重点項目」の設定とその評価(備付-13④)(備付-13⑥) 

年度当初、科長が「年度重点項目」を提示し、当該年度の重点項目の共通理解と計画的

な改善実施に努め、年度末に重点項目の評価と課題の整理を全員で行っている。また、令

和元(2019)年度から実施されている「教員評価」でも、科長が指定した 3 つの「年度重点

項目」を「評価シート」の評価項目に設定し、専任教員の自己評価に反映させている。両

者とも良好な結果となっている。 

② 学生授業評価および GPA 分布による「学修成果」の獲得状況と評価(備付-13②④) 

学生による授業評価の結果に対する教員の「授業評価報告書」や、上述の IR 室の報告に

基づいて、各学期末に専任教員による FD 検討会を行い、各学期の授業の反省、意見交換を

行っている。学生授業評価における令和５(2023)年度（春・秋学期）の専門科目の「満足

度」、「「学修到達目標の到達度」は良好であり、「学修成果」の 11 指標ごとの科目群の GPA

もいずれも高い水準を維持している。 

③ 学生との懇談会(備付-13④) 

例年、学年別に学科委員会正副委員長の学生と授業に関する懇談会を年度末に実施し、

「学生生活アンケート調査」の結果に基づき、授業や施設・設備、学科行事等への意見や

要望を聴取し、改善に向けて努力している。 

④ 授業改善の重点的な取組(備付-13④⑦) 

年度ごとにテーマを決めて授業改善に取り組んでいる。令和７(2025)年度は、新たな授

業運営の課題として「生成ＡＩを適切に活用した授業方法・授業運営の工夫」と「基礎的

知識・技能の確実な修得をめざした小テスト、添削指導、課題提出等の反復・蓄積型の授

業方法・授業運営の工夫」を設定し、継続する４つのテーマとあわせ、「学習成果の獲得に

むけた授業形態・方法の改善」に関する６つの選択テーマを設定した。担当する各学期 1

科目について、専任教員は改善計画の策定とその評価を行っている。 

⑤ 学外実習評価等への対応と保育現場との意見交換(備付-13④⑥) 

幼稚園教諭二種免許状及び保育士資格のための学外実習後に、実習評価や実習日誌を全

員で厳格に点検し、免許・資格の授与に相当する学習成果について科会で確認している。

指導を要する学生の個別課題を全員で確認し、実習担当教員が指導、支援にあたっている。

また、実習ごとに定期的に開催される保育現場との協議会や懇談会に担当教員が出席し、

科会で実習に関する諸問題、養成教育への要望を共有している。令和７(2025)年度より新
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たに「実習指導講話会」を開催し、近隣２園の園長・主任より、近年の実習生および実習

指導の様々な課題や、養成校との連携の必要性と具体的な連携事項について理解を深めた。 

⑥ 教育の質保証のための学生指導 

免許・資格の取得を卒業要件とはしていないが、「学修成果Ⅰ」にあるように幼稚園教諭

二種免許状及び保育士資格を取得し、保育専門職として地域社会で活躍することが期待さ

れており、退学・休学者の数や免許・資格の取得者数の推移が重要となる。退学・休学者

数は年度により差異はあるが比較的少数で推移してきた。令和 4(2022)年度は退学 1 名、

令和５（2023）年度は退学・休学ともに 0 名、令和 6（2024）年度は退学 2 名、令和 7（2025）

年度は退学 1 名であった。一方、免許・資格の取得面で高い取得率を維持している。卒業

者数に対する取得者数の比率でみると、令和 4(2022)年度は、幼免 95％・保育士 96%）、令

和 5(2023)年度は、幼免 97％・保育士 98%、令和 6(2024)年度は、幼免 93％・保育士 96%、

令和 7(2025)年度は、幼免 97％・保育士 99%と高率であった。 

上記①～⑥の査定の手法については、定期的に点検を行っている。PDCA サイクルの活用

については、上記①～④の項目を学期末あるいは年度末に総括を行い、教育方法の改善を

めざした PDCA サイクルを機能させている。 

なお、令和 6（2024）年度に策定した「第 4 期中期計画」（2025～2026 年度版）では、「学

生の学びの質向上」として、①新たな３ポリシーおよびアセスメントポリシーを踏まえた

カリキュラムマップや履修モデル、学修成果評価指標の見直し、ルーブリックの導入など

を掲げている。 

 

３．国際コミュニケーション科 

学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法として、以下の①～⑤の事項を定め、

PDCA サイクルを構築している。 

① 「年度重点項目」の設定とその評価(備付-13④) 

年度当初、科長が「年度重点項目」を提示し、年度の重点的な課題を構成員と共通理解

し、改善に取り組めるようにしている。また、令和元(2019)年度から実施された「教員評

価」においても、年度重点項目を評価シートの項目の一部として設定して評価をしている。 

② 学生が行った授業評価による「学習成果」の獲得状況とその評価(備付-13①) 

学生授業評価に対する教員の「授業評価報告書」に基づいて、各学期末（年間 2 回）に

専任教員による報告会を行い、各学期の授業実施の反省、意見交換を行っている。令和

6(2024)年度（春・秋学期）の専門科目における「満足度」及び「学習成果目標の到達度」

の平均は、全体的には高い水準であった。 

③ 学生生活アンケート結果の検討 

全学的に行っている学生生活アンケートにおいて、国際コミュニケーション科独自の設

問を設け、授業や施設・設備、学科行事等への意見や要望を聴取している。学生から出さ

れた要望等については可能な限り改善するよう努力している。 

④ 授業改善の重点的な取組(備付-13④) 

令和元(2019)年度より「学習成果の獲得にむけた授業形態・方法の改善」に基づいて、

専任教員が各々授業改善に取り組んでいる。年 2 回行われる FD 研修会においても、様々

な授業方法を教員間で共有し、授業改善に取り入れている。 
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⑤ 教育の質保証のための学生指導 

クラス担任及び各セミナー（1 年次:「アカデミックスキルＩ・II」、2 年次：「専門セミ

ナーⅠ・Ⅱ」）の担当教員は学習上・生活上の問題に指導助言を行い、毎月の科会で学生動

向の情報交換を行い、早期の問題把握に努めている。退学数は、令和 5(2023)年度、令和

6(2024)年度共に 0 名であった。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-D 内部質保証の課題＞ 

大学・短期大学基準協会による 4 回目の認証評価を 2028 年度に予定しているが、今回

の報告書の作成、編集の課題を洗い出し、第 4 期認証評価の新たな評価基準に対応した自

己点検評価報告書の準備、編集にあたるとともに、意味のある資料（提出資料、備付資料）

となるよう準備することが課題となる。また、自己評価活動を通じて明確になった課題を、

いつまでにどのように解決、改善していくのか、その到達目標とプロセスをより具体的に

検討し、「見える化」していくことが課題となる。 

短期大学部単科となることから、アセスメント・ポリシーにある評価指標を、より学科

に近づけた具体的な指標としながらサイクルを運用することが課題となる。 

こども学科の課題として、専門教育科目が担う学習成果の獲得が関連する「学外実習」

の評価にどう結びついたか、逆に学外実習で明らかとなった学習成果の課題を専門教育科

目の中でどう改善するかという専門教育科目と学外実習の往還的な接続が課題である。そ

のためには、保育現場と連携した実習指導に関する検証作業が重要となる。また、免許・

資格の取得率が高率ではあるがやや減少している点を踏まえ、保育者への志向や動機付け

を入学後も引き続き維持することも課題となる。 

 

＜テーマ 基準Ⅰ-D 内部質保証の特記事項＞ 

１．「アセスメント・ポリシー」と学修成果の評価指標の見直し 

平成 30(2018)年度にアセスメント・ポリシーを設定したが(提出-2 P6-7)、令和 6（2024）

年度に、翌年度に短期大学部こども学科へ改編されることにあわせ、それまでの機関（短

期大学）レベル、各科（教育課程）レベル、科目レベルの 3 つの区分を、機関（短期大学）

および学科（教育課程）レベル、科目レベル 2 つの区分に変更した。 

令和元(2019)年度より、シラバスに新たに設けた「学修到達目標欄」に、目指す学習成

果指標に基づく具体的な学習成果を記載するとともに、学生による授業評価も「学習成果」

の達成度を自己評価するよう（「この授業が主に目指す到達目標に関する知識・技能の修得

に役立ったと思いますか」という）質問項目を改定した。 

さらに令和 8（2026）年度から試行する新たな授業評価の方法として、３つの質問パタ

ーンを設定した。「Ａ講義系科目の質問項目（共通質問８項目、講義系質問２項目）」、「Ｂ

演習系科目の質問項目（共通質問８項目、演習系質問２項目）」、「Ｃ「保育者論ⅠⅡ」の質

問項目（共通質問６項目、保育者論独自質問 9 項目）」である。これまで「この授業が主に

目指す到達目標に関する知識・技能の修得に役立ったと思いますか」という質問で学修成

果の獲得を把握してきたが、講義系、演習系の２パターンを設定するなかで、講義系科目

の質問として「⑤この授業がめざす基礎的教養あるいは専門的知識などを、自分なりに理

解できましたか。」を、演習系科目の質問として「⑤この授業がめざす技能や能力（実践力・
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表現力・創造力など）を、自分なりに修得できましたか」を設定し、学修成果の獲得状況

の査定を補強する予定である。 

 

２．定期的な外部評価の取組 

新たな「外部評価規程」に基づき、平成 30(2018)年度より毎年度外部評価を実施してい

る。令和元(2019)年度からは、より実効性を高めるため、本学への入学実績のある高校の

校長または教頭にも参加をいただいている。 

外部評価の手順は、まず、学外委員（長野県、長野市、長野市商工会議所、長野清泉女

学院中学・高等学校、長野県中野西高等学校）による評価がある。学外委員には事前に本

学の「令和 6(2024)年度 自己点検・評価報告書」等を送付し、内容を確認の上、評価項目

ごとに評価・コメントを所定のフォーム（以下「評価表」という）に記載してもらい、本

学に返送してもらう。次に、外部評価委員会を対面で開催し、事務局が学外委員の評価表

を統合した「自己点検・評価報告書 項目毎の評価」（以下「評価統合版」という）に基づ

き説明を行い、その後、学外委員との間で質疑や意見交換を行っている。 

令和 7(2025)年度に開催した外部評価委員会では、「教育課程・学習成果」、「総括」の項

目において、こども学科の 3 年制コース（長期履修）導入等の柔軟な改革に加え、AI 教育

で履修者全員が単位修得した成果が高く評価された。総括として、建学の精神に基づくき

め細かな教育支援や PDCA サイクルの徹底、外部評価による客観的な質保証体制が、地域の

ニーズに応える人材育成に結びついていると認められた。一方、「学生の受け入れ」の項目

では、全国的な短大の苦境の中、短期大学部として「変えるべきこと」「変えるべきでない

こと」を整理し、本学の教育の良さを戦略的に発信することによって着実な定員充足に繋

げていくことが期待されている。 

また令和 4(2022)年度より導入した「清泉 AI リテラシー講座」(数理・データサイエン

ス・AI 教育)の自己点検・評価報告書も事前に送付し、同講座への評価も聴取した。学修

達成度や満足度が高く、組織的な教育が国の求める DX 分野の人材育成に寄与していると

高く評価された。全員の単位修得も特筆される一方、今後は生成 AI の活用方針を明確化す

ることが求められるなど具体的な意見もいただけた。詳細については、「2025 年度清泉女

学院大学・清泉女学院短期大学 外部評価委員会報告書」を参照されたい(備付—11)。 

 

＜基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果の改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の実施状況 

前回認証評価の行動計画のなかにある「学校法人内の姉妹校教職員間の交流を含め、建

学の精神の共有と相互理解にさらに努める」に対して、新たに、学校法人傘下の姉妹校代

表者による「清泉教育研究所」が「新任教職員合同研修会」および「中堅教職員合同研修

会」を実施し、建学の精神の共有に資する研修を実施してきた。また、同行動計画の「カ

トリックセンターを中核として学内の雰囲気を高め、カトリック精神に則った積極的な活

動を展開する」に対しては、「キャンパス・ミサ」の機会や、毎年度に専任教職員を対象と

した「建学の精神」研修会をカトリックセンター主催で行っていること等がある。 

前回の認証評価時に制定した「大学メッセージ（「こころを育てる」）」は、学外に向けた広

報の機会を通じて発信し続けている。また、「地域連携活動の更なる活性化を通して、「建
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学の精神」の具現化を進める」に対しては、地域連携センターを通じて地域のおけるボラ

ンティア活動の推進を継続的に取り組んできた。 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

短期的な改善計画として、専任教職員に、聖心侍女修道会『わたしたちの教育スタイル』

等に基づく「建学の精神研修会」を継続し、教職員自身による建学の精神を生かした具体

的な教育活動を一層促進する。また学生には、学生による授業評価や学生生活アンケート

の質問項目や静修会等の学園行事の感想等を、建学の精神の理解や浸透を把握する資料と

して活用し、量的・質的な分析を行うことを検討する。また、カトリックセンターを中心

に、建学の精神に関する行事やイベントが学生にとってより身近で親しみのあるものとな

るよう、その内容や方法について組織的な見直しと改善を図る。 

平成 30(2018)年度に設定したアセスメント・ポリシーを「要」とする学習成果の獲得状

況を的確に検証するために、アセスメント・ポリシーの具体的な評価指標の見直し等を定

期的に図る。また各科は、それぞれの教育課程の特色や出口（進路）の観点から、各科の

学習成果を定期的に検討・確認するとともに、学習成果の具体的指標に基づきながら授業

改善を図る工夫を積み重ねる。「三つの方針」は、「第 3 期中期計画」・「同第 2 フェーズ」

および「第 4 期中期計画」のなかで、基本方針、教育目標と「三つの方針」のつながりや

関連付け、「三つの方針」の相互の関連性、また、「三つの方針」や学習成果の確認、見直

しに合わせて「カリキュラム･マップ」等を点検する。 

地域連携・社会貢献活動は、参加する学生や関係教員の固定化、事業継続体制の確保、

新たな地域ニーズへの対応が課題となっている。今後は、より多くの学生・教職員が参画

できる仕組みづくりと情報発信の強化を図り、持続的かつ発展的な地域連携の推進が求め

られる。 

前回の認証評価（大学・短期大学基準協会）を通じて得られた自己点検・評価の体制・

方法の課題について適切な改善を図る。また、自己点検評価活動や「外部評価」を通じて

明確になった課題を即応性、重要性の観点から整理し直すこと、そして、優先度の高い課

題の解決を図るため、予算編成や事業計画の策定との調整を検討する。さらに、短期大学

全体および学科、各科目の学習成果の査定が、それぞれの PDCA サイクルの中で改善に結び

つくよう、「課題」に示したような学習成果の獲得上の課題を解決するよう取り組む。 
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【基準Ⅱ 教育課程と学生支援】 

 

［テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧、3 CAMPUS GUIDE、 

6 公式 HP「教育目標及び基本方針(ポリシー)」、8 シラバス、9 募集要項、 

11 公式 HP「学費・奨学金」、 

備付資料 10 中期計画、11 外部評価委員会報告書、12 学習成果資料、 

13 学習成果アセスメント資料、14 自己点検・評価報告書、 

16 清泉女学院高大入試連絡会、17 姉妹校連絡協議会、18 企業アンケート、 

19 シラバス執筆要領、20 共通教育部会議事録、 

21 保育者になるための 100 の体験、22 ファシリテーター・セミナー報告書、 

23 入学前教育関係資料、24 学生 e ポートフォリオ(SJC マナバ)、 

25 各実習の自己評価アンケートと振り返りシート、26 冊子実習ポートフォリオ、 

27 卒業生に関するアンケート、28 卒業生同期会資料、29 キャリア・デザイン、 

30 インターンシップ参加活動記録、31 SJC ラーニング受講状況、 

32 自分発見！スタートセミナー報告書、 

33 学習到達目標に明記した指標ごとの単位認定状況、 

34 公式 HP「IR に関わる情報公開」、 

35 公式 HP「本学の学習支援について(COVID-19)」、 

36 オンライン（遠隔）授業に対するアンケート 

備付規程 18 GPA 規程 

 

［区分 基準Ⅱ-A-1 卒業認定・学位授与の方針に従って、単位授与、卒業認定や学位授与

を適切に行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-1 の現状＞ 

 単位授与の要件として、短期大学部学則第 20 条で「各授業科目の単位数は、１単位の履

修時間を教室内及び教室外を合わせて 45 時間とし、次の基準により計算するものとする」

として、講義・演習・実習科目ごとに 1 単位当たりの時間数を定めている。 

また同第 22 条で、授業科目の成績は「試験（筆記、口述、論文、実技）、平常の学習態

度により定める」ことや、評価について「次の成績と評価基準にしたがって、秀、優、良、

可、不可又は合格、不合格をもって表わし、可以上を合格とする」こと、認定に必要な授

業科目の履修時数を「授業時数の３分の２以上であることを原則とする」と定めている。

さらに同条で「学長は学科目を履修して、成績審査に合格した者に対し、その学科目の単

位を認定する」と定め、短期大学部の教授会の審議を経て学長が認定している。これらの

規定を踏まえ、シラバスの「成績評価方法」欄で、各科目の具体的な単位認定、成績評価

の基準を明記している。 

卒業認定や学位授与の要件について、短期大学部学則第 24 条に「本学を卒業するために

は、２年以上在学し、別表（２）に定める各科の卒業要件単位数にしたがって単位を修得

しなければならない」と定め、同第 25 条で「本学に２年以上在学し、学則に定める授業科

目及び単位数を修得した者については、卒業認定の基本方針に基づき、教授会の審議を経



清泉大学短期大学部 

55 

 

て、学長が卒業を認定する」と卒業認定の要件を定めている。また同条で「卒業した者に

は、学位授与の基本方針に基づき、学位規程の定めるところにより以下の短期大学士の学

位を授与する」として学位授与の要件を定めている。こども学科では、このほか保育士資

格と教員免許状の授与に関する規定を学則第 26 条に定めている。 

 以上の単位授与、卒業認定や学位授与の要件を、学生便覧の「履修ガイド」に記載する

とともに、各年度・学期の教務オリエンテーションや学科オリエンテーションで周知する

とともに、学生支援課で単位認定や卒業認定に課題のある学生を早期に把握し、学科担当

教員と連携し支援、助言を行っている。 

 学則第 21 条に履修登録単位数の上限として、「学生の十分な学修時間を確保し、授業内

容の理解を深めることを目的に、各学期及び年間の履修登録単位数の上限を定める」と定

め、これを受けて、学科ごとに年間又は学期に履修できる単位数の上限の目安を定め、適

正な履修指導を行ってきた。令和元(2019)年度には、成績優秀学生に限りキャップ制の上

限を超えて履修できるよう弾力化を図り、令和 4(2022)年度に再び上限設定の見直しを図

った。こども学科では、「各学期の登録単位数は 26 単位を上限（２年課程の場合）とする

CAP 制を原則とする」としているが、保育士資格や幼稚園教員免許、その他の諸資格を取

得するには、相当な単位数が必要となるため、現実的な対応して「実習ガイダンス、学外

実習科目（教育実習・保育実習・児童館実習など）、集中講義、検定資格等による単位認

定科目、再履修科目などはこれに含めない」と定めている。さらに「特設３年コースの上

限は別に定める」とし、また「累積 GPA 値が成績上位４分１以内の学生は、この上限を超

えて年間４単位まで履修登録できる」という例外措置を設けている。 

 単位認定および成績評価の適正な運用として、評価最上位である「秀」の割合を、履修

者数の原則５％程度に抑え厳格に運用してきたが、履修者少数の科目であっても「秀」に

該当する学生がいるため、令和元(2019)年度より履修者数にかかわらず各科目 1 名に「秀」

を付与できるよう変更し、令和 4(2022)年度にさらに緩和措置を検討し、令和 5(2023)年度

より履修者数の原則 10％程度へと変更した。また、単位認定の適正な運用を確保するため

に、IR 室による GPA 等の成績評価の分析を受け、FD 委員会および各学科で成績評価の妥

当性を確認するため、各科で成績評価に関する FD 検討会を実施し、いわゆる成績評価の平

準化の検討を行っている(備付-13②④)。 

 卒業認定や学位授与の適切な運用として、学科ごとにその年度の 2 月の科会で卒業認定

や学位授与される学生を確認し、年度末の教授会で卒業認定の基本方針に基づき、教授会

の審議を経て、学長が卒業を認定している。このほかこども学科では、幼稚園教諭二種免

許状および保育士資格の授与にあたり、こども学科の教育目標やディプロマ・ポリシーに

基づき、「幼稚園教諭二種免許状および保育士資格の授与に関する申しあわせ」に照らし

て学科会でその可否を判断し、教授会の議を経て認定している。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-2 教育課程編成・実施の方針に従って、教育課程を編成している。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-2 の現状＞ 

１．短期大学全体 

本学の教育課程は、短期大学設置基準にのっとり「教養教育科目」と学科の「専門教育
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科目」に区分され、学科ごとに専門教育科科目を体系的に編成し、学習成果に対応した科

目群をバランスよく配置、編成している。 

カリキュラム・ポリシーは、「第 2 期中期計画」に沿って、カリキュラム・ポリシーの

再検討および確認と「学習成果」との関連づけを平成 29(2017)年度に検討し設定した。な

お、令和７（2025）年度に短期大学が「清泉大学短期大学部」へと改編され、幼児教育科

が「こども学科」に改称され単科となることから、令和６（2024）年度に、清泉大学短期

大学部こども学科のカリキュラム・ポリシーとして統合したものを下記のように定めた。 

【短期大学】 

次のような方針に基づき、教育課程を編成する。 

（1）2 年間を通じて、人間性、専門性、実践能力を高める教育課程を編成する。 

（2）共通教育科目は、カトリック精神を中心に、現代に生きる女性として必要な教養

や実務能力、学外での社会貢献・国際交流活動等を通じて全人教育を行う目的から編

成する。 

（3）専門教育科目は、各学科の教育目標に沿い、必要な専門教育科目を充分に開設

し、専門性と学生の自由な科目選択、各学科にふさわしい免許・資格を取得する課程

を確保するよう編成する。 

学科課程の学習成果に対応した授業科目を編成するために、共通教育科目及び各科の専

門教育科目ごとに、学習成果と対応した「カリキュラム・マップ」を作成してきたが、平

成 30(2018)年度に「学習成果」の獲得に対応した履修の見通しや、学修の段階や順序等と

教育課程の体系性を明示するために、各科専門教育の「履修系統図」を作成し、「ナンバ

リング」をすべての科目に付与し、令和元(2019)年度より施行した。 

学生便覧に掲載してきたシラバスを、平成 31(2019)年度より公式 HP 上で閲覧できるよ

う電子化を図り、シラバスの記載項目を教務委員会で再検討した(備付-19)。学習成果との

関連を一層明確にし、学生の授業外の学修を支援するため、①学習成果と結びついた学修

到達目標の明示、②各回の授業内容の具体的な記載、③各回の準備学習の内容、④課題に

対するフィードバック方法の明示、⑤アクティブ・ラーンニング等の教育方法の明示、⑥

ICT 活用の有無、⑦科目担当者の実務経験や関連資格の明示、⑧準備学修等の項目を新た

に加えた。また、令和 3(2021)年度より、授業外の学修時間の設定や成績評価の記述方法

の統一を図り、令和 4(2022)年度以降、準備学習の記述方法の統一を図った。さらに、令

和８(2026)年度のシラバスより、「生成 AI の使用について」欄を新設し、各科目の生成 AI

の使用・不使用・条件付き使用等の明記と具体的な活用方法や使用制限の条件等を明記し

ている。また、シラバスの記載内容がより適切となるよう、毎年度、教務委員が分担して

点検している。 

学生による授業評価の実施の詳細は、「令和 7(2025)年度授業評価報告書」を参照され

たい(備付-13①)。本学では、授業評価を春・秋学期ごとに全科目で実施してきた。評価は、

共通質問 10 問と科目担当者が任意に設定する質問（5 問以内）及び自由記述欄で行い、平

成 25(2013)年度からは専任教員の担当科目の任意質問で、「学習成果の獲得」に関する学

生の自己評価を問う項目を盛り込んできた。集計と分析は、短期大学全体、学科の専門教

育科目、共通教育科目ごとに各設問の評価値と平均値をグラフ表示し、5 段階尺度で各割

合（％）を表示してきた。「自己評価票」を科目ごとに担当者が作成し、その自己評価票
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をもとに FD 委員会が「授業評価報告書」を学期ごとに冊子にまとめ、兼任講師にも配付

し、懇談会や各科・共通教育科目の FD 活動に活用してきた。なお令和元(2019)年度の授業

評価から、①学生の学修時間の具体的な把握、②「主体的、対話的で深い学び」の評価、

③「学習成果」指標に対する評価を盛り込んだ質問項目に変更して実施し、ウェブ上で行

っている。 

教育課程の見直しとして、「第 2 期中期計画」、「第 3 期中期計画」ともに短期大学と

して必要な「共通教育」を検討し、建学の精神を踏まえつつ現代社会のニーズや学生の現

状を踏まえたカリキュラム改革を図るとしており、教務委員会およびその下部組織である

「共通教育部会」を通じて定期的に見直してきた。 

 

２．こども学科 

幼児教育科のカリキュラム・ポリシーは平成 24(2012)年度に設定したが、「第 2 期中期

計画」で保育者養成のマネジメントサイクルの基軸として再検討するとし、平成 29(2017)

年度に同方針を以下のように改定し、平成 30(2018)年度より実施した。また、学科の学習

成果の「11 の指標」から「カリキュラム・マップ」を作成し、各科目と学習成果との関連

づけを図るとともに、教育課程全体と学習成果の獲得との関係を体系化してきた(提出-2 

P72～73)。 

（1）幼稚園二種免許状や保育士資格等の取得に必要な保育の専門教育と、今日の保育

に求められる基礎的教養と倫理観に必要な教養教育をともに備えた教育課程を編成す

る。 

（2）自ら考え課題解決に向けて行動する力や、保育に必要な表現力・創造力・感性の

基礎を修得するよう、学生の個性と能力を伸ばすコースを設定するとともに、学外実

習や卒業研究セミナー、教職保育実践演習等を充実する。 

（3）保育者に必要な体験力や人間関係力、学びの基礎力を修得するよう、入学前教育

をはじめ、保育者セミナー等の初年次教育を充実する。 

（4）保育者に必要な社会性や判断力、他者を受容し他者と協働する力の基礎を修得す

るよう、保育の専門教育のほか、学園生活や課外活動、社会貢献活動等の機会を充実

する。 

令和７（2025）年度に幼児教育科が「こども学科」に改称され単科となることから、令

和６（2024）年度に、清泉大学短期大学部こども学科のカリキュラム・ポリシーとして下

記のように統合し見直した。下記のカリキュラム・ポリシー（CP と略記）と学科のディプ

ロマ・ポリシー（DP と略記）とは、CP(1)(5)は DP(1)に、CP(2)は DP(2)に、CP(3)(4)は DP(3)

にそれぞれ対応している。 

（1）教養教育科目は、「建学の精神」科目を中心に、現代社会に必要な教養、社会貢

献・国際交流活動等を通じて「こころを育てる」目的から編成する。 

（2）専門教育科目は、幼稚園教諭二種免許状や保育士資格の取得と、子どもの育ちに

関連した特色ある諸資格の取得、子ども・保育に関する学際的教養を目指して編成す

る。 

（3）特色ある教育課程として、保育者に必要な体験力や人間関係力、学びの基礎力を

修得する特別プログラムを展開するともに、長期履修学生制度を活用した「3 年コー



清泉大学短期大学部 

58 

 

ス」を特設して柔軟な学びを確保する。 

（4）特色ある教育課程として、自ら考え行動する力や保育に必要な表現力・創造力・

感性の基礎を修得できるよう、学外実習、アクティブラーニング、保育演習施設を活

用した授業やこども研究セミナー等を充実する。 

（5）他者への受容と愛し合い助け合う態度、他者と協働する資質能力の基礎を学ぶた

めに、様々な学科行事や課外活動、社会貢献活動等の機会を充実する。 

 

学科のカリキュラム・ポリシーに基づき、幼稚園教諭二種免許状及び保育士資格の要件

となる科目を保育者養成のねらいや内容に応じて区分し、必修及び選択必修科目を設定し

ている。また、授業科目の編成として、学科必修科目や免許・資格の必修科目、学外実習

科目等の基幹的科目は原則として専任教員が担当し、教員を経歴・業績や短期大学設置基

準の教員の資格にのっとり適切に配置している。専門教育科目 69 科目（令和 7(2025)年度

開講）のうち非常勤講師が担当する科目は 12 科目 24 名であり、音楽（器楽）の兼任講師

10 名を除くと、専任教員による担当科目が多くを占めている。 

これまでの学生授業評価の方法は上述したが、こども学科単科となる令和８(2026)年度

から、新たな学生授業評価の質問項目（講義系、演習系の２パターン）を設定する予定で

ある。講義系科目の独自質問として、「⑤この授業がめざす基礎的教養あるいは専門的知

識などを、自分なりに理解できましたか」「⑩この授業の講義方法や伝達の手段、教材・

資料の提示などは適切でしたか」を、演習系科目の独自質問として「⑤この授業がめざす

技能や能力を、自分なりに修得できましたか」「⑩この授業では、各種のアクティブ・ラ

ーニングを促す方法や取組む課題は適切でしたか」を設定し、学修成果の獲得状況の検証

を補強する予定としている。 

授業内容に関する授業担当者間での意思疎通、協力・調整については、複数担当の科目

ではシラバスの作成と単位認定や成績評価に際して十分な検討を行い共通理解を図ってい

る。また、「音楽技能の基礎（器楽）」では 10 名の非常勤講師が習熟度別のレッスンを担

当するため、年度末に個人レッスンやミュージックラボラトリーでの初級者対象授業の進

め方や指導のポイント等について検討会を行っている。さらに年度末に、自由参加ではあ

るが「非常勤講師との懇談会」を開催し、授業運営や授業改善の課題等について専任教員

との共通理解を図り、また、年度初めに学科長が「授業運営のお願い」をすべての非常勤

講師に周知して、授業運営や学修指導に関する統一した方針を示している（備付資料）。 

教育課程の定期的な見直しの背景には、近年の入学者の質的変化がある。例えば基礎学

力の課題や自然・生活体験等が乏しい学生も少なくなく、総合的な力量が求められる保育

専門職にとって課題があった。平成 20(2008)年度より「初年次教育プログラム」に取り組

み（詳しくは基準Ⅱ-A-4「職業教育」を参照）、法令上の保育者養成課程の改定以外にも、

継続して教育課程の見直しを図ってきた。平成 26(2014)年度より「保育者セミナー（現保

育者論）Ⅰ・Ⅱ」に増設時間を追加し、リメディアル教育や学外授業を大幅に増やした。

平成 27(2015)年度には夏季休業中の保育体験を「保育のフィールドワーク」（演習 1 単位）

として卒業必修とし、平成 30(2018)年度には、「保育の日本語表現」（演習 1 単位、卒業

必修）を新設し、「保育のフィールドワーク」を「保育者セミナーⅠ（現保育者論Ⅰ）」

の単位認定の要件とした。さらに、「音楽」（演習 2 単位）を声楽（1 単位）と器楽（1 単
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位）に分割して「器楽」の技能の向上を積極的に目指した。令和 4(2022)年度には、幼稚園

教職課程の再改定あわせて「５領域」の教職課程への設定と教科専門科目の廃止、「音楽」

「図画工作」「体育」をそれぞれ独自設定科目に位置づけ、基礎技能の基礎科目として再

設定した。 

幼稚園教諭二種免許状や保育士資格以外の資格として、小学校教育との接続を視野に入

れた「児童厚生二級指導員」資格や、長野県が推奨する「信州やまほいく（信州型自然体

験保育）」に関連する「自然体験指導者」資格を導入してきたが、令和 2(2020)年度から

「認定絵本士」の県内初の認定校となり、特色ある実践的な保育者養成を目指してきた。 

令和７（2025）年度に「こども学科」に改称されることを契機に、それまで共通教育科

目にあった３科目（「チャイルドケアと子育て支援」、「子どもと学校」、「これからの

社会福祉」」）を専門教育科目に繰り入れ、「こども学」関連科目として再編し（「こど

もといのち」、「こどもとまなび」、「こどもとくらし」）、卒業要件の選択必修科目に

変更した。また、「５領域」科目や「表現指導法」科目、「卒業研究セミナー」等を「こ

ども」を冠した名称に変更すべく学則変更を行った。 

 

３．国際コミュニケーション科 

カリキュラム・ポリシーは、令和元(2019)年改定し、令和 2(2020)年度より実施している。 

（1）キャリア形成や、社会人としての基礎力と倫理観の育成に必要な科目や活動を充

実させる 

（2）社会人としての基礎的教養・知識の学習機会を充実させ、自立した学習者を育成

できる科目編成を行う 

（3）学生の個性と能力を伸ばし専門性を高める系統的学習形態を設定し、資格取得支

援体制を充実させる 

（4）アクティブ・ラーニングを通じ、「清泉スピリット 5 つの力」の育成を促進するプ

ロジェクト型授業や活動の充実を図る 

上記のカリキュラム・ポリシー（CP と略記）は、ディプロマ・ポリシー（DP と略記）と

次のように対応している。すなわち、CP(1)は DP(1)に、CP(2)(3)は DP(2)に、CP(4)は DP(3)

にそれぞれ対応している。 

また、学科の学習成果の「９の指標」から「カリキュラム・マップ」を作成し、教育課

程全体と学習成果の獲得との関係を体系化している(提出-2 P97～100)。 

学科のカリキュラム・ポリシーに基づき、新カリキュラムに移行した令和 4(2022)年度

からは、アカデミック領域、フィールドワーク領域、グローバル領域、ビジネス領域の枠

組みに沿って教育課程を区分し、バランスの取れた学習機会を具現化するための科目を設

定してきた。その上で体系的な学習が可能になるように上級情報処理士、上級秘書士（国

際秘書）、上級秘書士（メディカル秘書）、上級ビジネス実務士（国際ビジネス）、環境

マネジメント実務士の 5 つの上級資格を導入した。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-3 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教養を培うよ

う編成している。］ 
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＜区分 基準Ⅱ-A-3 の現状＞ 

本学の教養教育は、カリキュラム上、「共通教育」として実施してきた。共通教育のカ

リキュラム・ポリシーは、以下の通りである(提出-2 P66)。 

「教養教育のカリキュラム・ポリシー」 

短期大学のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づき共通教育科目の

カリキュラムを編成する。 

①本学の建学の理念である「キリスト教的価値観」「キリストのみ心にかなう人間愛」を

学修するために、「建学の精神」科目として必修科目「人間学」「キリスト教概論」を

設定する。 

②教養教育科目は、幅広い学問的教養や深い洞察力を身につけることで総合的な社会的

素養、豊かな人間性を目指すものであり、「現代教養科目」「コミュニケーション・ス

キルズ」「スポーツと健康」「共通資格関連科目」「学外活動認定科目」の分野で構成す

る。 

③学科の専門教育に携わる教員が共通教育科目も担当し、専門的・実学的教育および社

会のニーズに対応できる教養との融合を視野に入れた授業を提供する。 

④学外活動認定科目においては、海外研修、ボランティア活動、国際交流活動による単

位認定も行い、学生が地域社会、国際社会において積極的に学びを体験できるように

する。 

上記「教養教育のカリキュラム・ポリシー」に基づき、卒業要件単位数の見直しに合わ

せ、令和 4(2022)年度入学生より卒業要件 66 単位のうち、14 単位（7 科目）以上とした。

具体的な科目群は、「建学の精神」「現代教養科目」「コミュニケーション・スキルズ」

「スポーツと健康」「学外活動認定科目」の 5 区分から構成されている。令和 7(2025)年

度からの新学部短期大学部こども学科の設置にともない、学科の専門科目の内容と見合わ

せ、32 科目から 19 科目とした。(提出-2 P)。 

 

教養教育 

共通教育「区分」 

令和 6（2024）年度 

共通教育「科目名」 

令和 7（2025）年度 

教養教育「科目名」 

「建学の精神」科目 
人間学 人間学 

キリスト教概論 キリスト教概論 

現代教養科目 

キリスト教と現代 学部開講科目に移行（短期大学部学生履修可） 

聖書の世界 学部開講科目に移行（短期大学部学生履修可） 

女性とキャリア ジェンダーとキャリア 

文学の世界 文学の世界 

音楽の世界 音楽の世界 

美術の世界 美術の世界 

メディアの世界 閉講 

歴史の中の日本 閉講 

世界の歴史と文化 閉講 

日本国憲法 日本国憲法 

現代社会と家族 閉講 

心の科学 閉講 
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子どもと学校 こどもとまなび（専門科目に移行） 

これからの社会福祉 こどもとくらし（専門科目に移行） 

チャイルドケアと子育て支援 こどもといのち（専門科目に移行） 

宇宙の生命と歴史 閉講 

データサイエンスと AI データサイエンスと AI 

コミュニケーショ

ン・スキルズ 

英語 英語 

中国語 中国語 

日本語表現Ⅰ 日本語表現Ⅰ 

日本語表現Ⅱ 漢字検定による単位認定のみ 

日本語表現Ⅲ 閉講 

手話通訳 手話通訳 

スポーツと健康 
保健体育講義 保健体育講義 

体育実技 体育実技 

学外活動認定科目 

海外研修 A 海外研修 A 

海外研修 B 海外研修 B 

国際交流活動 国際交流活動 

ボランティア活動 ボランティア活動 

他大学及び他学科 

認定科目 

（他学科開講科目群） （他学科開講科目群） 

（他大学での履修科目群） （他大学での履修科目群） 

（海外の他大学での履修科目群） （海外の他大学での履修科目群） 

（相互開放科目群） （相互開放科目群） 

 

令和 4 年(2022)年度から新規科目「データサインスとＡＩ」を導入している。本科目は、

昨今、文部科学省が推進している「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制

度（リテラシーレベル）」に該当するもので、学生の数理・データサイエンス・ＡＩへの

関心を高め、適切な理解や活用するための基礎的能力を育成することを目的としている。

この科目の導入にあたり、放送大学のＡＩリテラシー講座のオンデマンド型コンテンツを

利用している。 

教養教育の実施体制は、以下の通りである(提出-2 P69）。 

区分 科目数 
科目担当者 

学内（専任・兼任・特任） 学外（非常勤） 

「建学の精神」科目 2 科目 1 名 0 名 

現代教養科目 6 科目 4 名 1 名 

コミュニケーション・スキルズ 5 科目 0 名 4 名 

スポーツと健康 2 科目 1 名 1 名 

学外活動認定科目 4 科目 2 名 0 名 

「建学の精神」に直結した科目（人間学・キリスト教概論）は、より少人数による教育

を行うため、各学科複数クラスになるように開講している。また、「コミュニケーション・

スキルズ」の「日本語表現Ⅲ」と「英語（幼児教育科のみ）」は各種検定試験合格による

単位認定も行っている。「学外活動認定科目」群の「海外研修 A・B」、「国際交流活動」

は、国際交流センター運営委員会が所管し、平成 26(2014)年度より「海外研修 A（2 単位）」

については研修初回参加者、「海外研修 B（2 単位）」は研修 2 回目参加者とし、事前事後
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指導を義務化して単位認定している。また、「学外活動認定科目」群の「ボランティア活

動（1単位）」は、地域連携センター運営委員会が所管して単位認定している(提出-2 P124）。 

共通教育部会では、共通教育カリキュラムの編成、授業アンケート評価の確認、学修時

間の向上策、成績評価分布、等の検討を行い、教養教育（共通教育）の実施体制を確立し

ている(備付-20)。授業運営について、年度末の兼任講師との FD 懇話会において、教養教

育科目運営にあたっての問題点や課題を聴取し、日常的の問い合わせ等については、各学

科長及び FD 委員会で対応に当たり、円滑な授業運営となるようサポートを行った。 

教養教育（共通教育科目）と専門教育の関連性について、各学科の現状を以下の対応表

に示す。 

１．幼児教育科の「教養教育と専門教育」との関連性 (提出-2 P71-74) 

教養教育 

共通教育「区分」 

共通教育 

共通教育「科目名」 

幼児教育科「専門教育」 

区分・科目名・学科行事・体験 

「建学の精神」科目 
人間学 

キリスト教概論 

静修会（学校行事）※1 

社会貢献 

現代教養科目 

キリスト教と現代 静修会（5 月、クリスマス、卒業） 

文学の世界 国語・保育の日本語表現 

音楽の世界 音楽（器楽・声楽）・音楽Ⅱ・Ⅲ 

表現発表会（学科行事）※2 

美術の世界 個性と表現・図画工作・図画工作Ⅱ・保育方法の

研究Ⅴ・表現発表会（学科行事） 

日本国憲法 生活・社会的養護・社会的養護Ⅱ 

コミュニケーショ

ン・スキルズ 

日本語表現Ⅰ・Ⅱ 

保育者論Ⅰ・Ⅱ、卒業研究セミナー 

教育実習・保育実習、国語・保育の日本語表現 

育ちとコミュニケーション、保育・教職実践演習 

清泉フェスティバル（学科行事）※3 

手話通訳 障害者福祉・障害児保育 

スポーツと健康 体育実技 体育・体育Ⅱ、学科セミナー（学科行事） 

学外活動認定科目 ボランティア活動 

保育者になるための 100 の体験 

キッズカルチャーEXPO（学科行事）※4 

※1：年 3 回、カトリック系講師を招き、キリスト教の考え方と深く接する学校行事 

※2：清泉祭で、幼児向け観劇会をおこなう学科行事。 

※3：卒業研究セミナーと表現系の科目の成果をプレゼンテーションする学科行事 

※4：幼児・児童向けの参加型イベント。体験教室や遊びのコーナーで構成される。 

 

「教養教育の効果測定・評価と改善」は、共通教育科目の 5 つの「学習成果」に従い(提

出-2 P63-64)、以下の方法で実施している。 

① 学生授業評価の検討 

授業評価アンケート結果に基づき、教養教育科目担当者が授業目的、シラバス計画、到

達目標に対する理解度、教材の工夫、担当者の表現方法、授業満足度等に対する自己評価

を行い、改善方法等について「自己評価票」を提出する。授業時間外学習については、各

科目のアンケート結果や IR 室の分析結果等を共通教育部会で教員間の共通理解を図って

いる。学生授業評価では、学習成果の目標達成度の平均値は、春期 4.68(昨年同期 4.74)・
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秋期 4.68(昨年同期 4.51)でありおおむね良好な結果であった。春期の数値的に若干の低

下は見られたが全学科・授業形態別も平均値 4.0以上となり良好という結果であった。

(学修時間の実態把握に関する報告書 春学期・秋学期)。 

② 成績評価の分析と検討 

共通教育部会で科目の科目 GPA分析を行い、科目間の成績評価について、甘過ぎたり、厳

し過ぎたりする科目がないか、科目 GPA の平均値、標準偏差等の記述統計量を確認しなが

ら効果測定と評価を行っている。共通教育科目 GPA の平均は、2.56(昨年同期 2.78)（少

し優しめ 2.90（昨年度 2.98）、少し厳しめ 2.22（昨年度 2.58）、かなり厳しめ 1.88（昨

年度 2.39）であった。科目によってのばらつきはまだみられたが、成績評価の妥当性

を図りながら平準化に向かっていることを確認している。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-4 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際生活に必要

な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-4 の現状＞ 

１．こども学科 

こども学科は、保育者養成という職業教育を主たる教育目的としており、その役割と機

能は明確である。幼稚園教諭二種免許状や保育士資格の取得を卒業要件としていないが、

両方の取得を強く推奨し、職業教育の実施体制として次の 3 つを特色としてきた。①保育

者に必要な「現代的教養」を修得する教養教育の充実、②幼稚園免許や保育士資格以外の

多様な資格の取得を通じた専門性の向上、③保育者に必要な基礎的生活・自然体験等の基

盤強化および「リメディアル教育」としての「初年次教育プログラム」の展開である。以

下、実施体制の概要を説明する。 

① 保育者に必要な「現代的教養」を修得する教養教育の体制 

「教養教育」の概要は基準Ⅱ-A-3を参照されたい。こども学科では、免許・資格の取得要

件のうち「教養教育科目」に該当する科目は、「日本国憲法」・「体育実技・講義」・「外

国語」であり、卒業必修科目を除く 4 単位が「教養科目」等の選択に充てられ、学生各自

の興味関心に応じて多様な教養を学修し、幅広い教養教育を提供してきたが、令和 3（2021）

年度に卒業要件単位を削減したことに伴い、共通教育科目の総単位数も 2 単位減じ、結果

として「現代的教養科目」等の選択の幅が狭まった。また、令和７（2025）年度に「清泉大

学短期大学部こども学科」に改編されるため、令和 6（2024）年度に「共通教育科目」を「教

養教育科目」に変更し、総単位数をさらに 2 単位削減し 12単位に変更した。保育者に必要

な「現代的教養」を質的に保証する課題がある。 

② 幼稚園免許や保育士資格以外の資格の取得と専門性向上の体制 

現在、2つの免許・資格の他に、「児童厚生員二級資格」、「自然体験指導者」、「認定絵

本士」の取得が可能である。いずれも取得のための実習・授業や資格授与の制約があり取

得者数に上限を設けている。「児童厚生員二級資格」は保育士資格の取得を前提とし、関

連の必修科目のほか児童館実習（2週間）が要件となる。小学校との接続を理解した保育者

となることが期待される。「自然体験指導者」資格は、必修科目に「保育特別講座Ⅰ」（1

単位、原則 2 泊 3 日の野外キャンプ）のほか数科目の履修を要件としている。自然体験や
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自然環境を理解した保育者となることが期待される。令和 2(2020)年度から、新たな資格と

して「認定絵本士」（国立青少年教育振興機構）を導入した。児童文化関連の 3 科目が必

修となり、絵本や児童文化に精通した保育者となることが期待される。 

③ 「初年次教育プログラム（現ミライの保育をつくるプログラム）」の実施体制 

「初年次教育プログラム」では、教育課程内外の活動を「自分とのコミュニケーション」、

「仲間とのコミュニケーション」、「地域・社会とのコミュニケーション」の 3 つの領域

に分類して実施してきた(提出-2 P75)  

令和７（2025）年度にこども学科に改編されることにあわせ、幼児教育科で創意工夫

を重ねてきた専門教育科目、諸企画、学科行事などを踏まえ、「初年次教育プログラム」

を「ミライの保育をつくるプログラム（通称３C プログラム）」へとアップデートした。

詳しくは、基準Ⅰ-B 教育の効果の特記事項を参照されたい。 

 

職業教育の効果の測定・評価、改善の取組は次の通りである。免許・資格の取得要件で  

ある学外実習は、「実習評価」に基づき保育の総合的資質・能力である学修成果指標の「Ⅱ

e 保育に関する基礎的技能の獲得」、「Ⅱd 保育内容や保育方法、具体的援助の方法の理

解」、「Ⅱf a～e に基づく保育の総合的実践力の基礎の獲得」を中心に測定、評価してい

る。その他の専門教育科目は各科目の成績評価や学生授業評価に基づき、それぞれが担う

学修成果指標について測定、評価している。最終的には単位取得状況や免許・資格の取得

状況、進路決定状況等によって量的に把握している。各学期末の FD 検討会での学外実習評

価の結果分析や IR 室の「授業評価及び科目 GPA 分析の結果」を踏まえた検討では、職業教

育の効果は十分であると判断している。 

学外実習後の実習自己評価アンケートや「保育・教職実践演習（幼稚園）」を通じて、

学生個々の成長を把握してきた(備付-24)(備付-25)。その結果、学生個々の成長の諸側面

からも職業教育の効果は十分であると判断している。なお、すべての学外実習を通じた学

生個々の成長と課題を総合的に把握し評価するため、令和 2(2020)年度から冊子「実習ポ

ートフォリオ」を運用してきた(備付-26)。また、キャリア支援課が実施した保育専門職の

就職先アンケート調査結果を検討するとともに、キャリア支援課へフィードバックしてい

る(備付-27)。さらに、数年ごとに一定の経験年数を経た卒業生との懇談会を通じて質的な

評価も行っている(備付-13④)。 

 

２．国際コミュニケーション科 

国際コミュニケーション科は、特定の職業に直結する免許や資格をとくに授与しないの

で、一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な職業的基盤となる能力や態度を育て

ることを通して十分なキャリア形成を促す教育をめざし、以下のような体制で職業教育を

実施している。 

① 学科必修科目「キャリア・デザイン」科目の設置 

学科必修科目である「キャリア・デザイン」科目を通じて、働くことの意義、就労観の醸成、

就職活動の準備などを意識した内容を教育している。キャリア支援課主催のガイダンスや各

種セミナー、イベント、清泉専用企業合同説明会などの計画や情報も、「キャリア・デザイ

ン」を通じて発信している(備付-29)。 
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② ニーズに応じたカリキュラム編成 

学生が求める就業先（進学先）は多種多様である。そのため、専門教育科目を「アカデミッ

ク領域」「フィールドワーク領域」「グローバル領域」「ビジネス領域」の４領域に分類し、

さらに１つの領域内に複数の「分野」を構成して、学生のニーズに応じたカリキュラムを編

成している。例えば、ビジネス領域内の「観光/地域社会」分野では、観光業に関心のある学

生向けに、観光関連の科目を６科目設置している。 

③ 資格検定取得支援 

社会人としての基本的スキル・働く態度などを担保するものとして、多くの資格取得・検定

合格の支援を授業の中でも行っている。 

職業教育の効果の測定・評価、改善の取組は次の通りである。「学習成果 I 社会人基礎

力とキャリア形成力を身につけ人間性豊かな女性となる」、および「学習成果Ⅲ専門性を

高め、語学、ビジネス、情報などの有用な資格を取得する」の 2 点を中心に測定、評価し

ている。学習成果 I では、インターンシップ参加活動記録、「キャリア・デザイン」の授

業で提出するレポートにより評価している(備付-30)(備付-29)(備付-31)。学習成果Ⅲは、

資格取得状況を中心に評価している。これらの指標からみても、社会人基礎力やキャリア

形成力については目標を達成していると考える。なによりも、令和 6(2024)年度の就職希

望者の就職率は 100％であった。 

また、キャリア支援課が実施した「卒業生の就職先企業へのアンケート調査」では、採

用の際に学生求める資質・能力・経験、学校教育に期待することに企業側の知見が示され

た。調査結果は学科内にフィードバックされ、学科としての検討が行われた(備付-18)。ア

ンケート結果では、ストレスコントロール力や状況把握力は改善の余地がある一方、規律

性や傾聴力は評価されていることがわかった。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の課題＞ 

① 新たな３ポリシーおよびアセスメント・ポリシーを踏まえた改善 

こども学科の「第 3 期中期計画（2025～2026 年度）」では、新たな３ポリシーおよびア

セスメント・ポリシーを踏まえた、①カリキュラムマップや履修モデルの見直し、②認証

評価に対応した学修成果評価指標の見直し、③学修成果に関するルーブリックの検討など

を掲げている。新たなディプロマ・ポリシーに沿った学修成果の獲得の検証・評価をつな

ぐ「しくみ」を常に点検、改善することが課題となる。また、ディプロマ・ポリシーの量

的評価のみならず、質的評価を一層高めていく工夫が必要となり、例えば「実習ポートフ

ォリオ」を活用しながら、学生個々の 2 年間の成長を保育者としての基礎的資質の獲得か

ら測定し、それを丁寧に具体的に把握し評価していくという課題がある。 

② 教育課程の改善の課題 

短期大学部こども学科として、教養教育科目に要する単位数を削減したことで、保育者

として必要な教養教育について検討する課題がある。こども学科の専門教育科目として、

保育者養成の質の維持・向上のために、保育者養成の教育課程（幼稚園、保育士）の確実

な履行と質の向上とともに、単位認定や成績評価の適正化に引き続き努めたい。また、新

設された「保育演習棟」の利活用を進めるなかで、保育実践力の基礎となるアクティブ・

ラーニング等の教育方法を検証、評価することが課題となる。 
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③ シラバスや授業改善の課題 

「シラバス」が学生にとって具体的で有効な学修情報となるよう引き続き点検、改善を

図ることが課題である。また、新たな学生授業評価の取組のその結果の積極的で効果的な

活用を試行していきたい。科目担当者間の授業相互参観や授業実践報告会の実施による教

育の質保証や、これまでも取り組んできた成績評価基準の平準化方法も引き続き検討した

い。 

④ 職業教育の課題 

短期大学部こども学科では、職業教育の 3 つの特色のうち、「初年次教育プログラム」

をリニューアルした「ミライの保育をつくるプログラム」を洗練していくことが課題であ

る。また、職業教育の主軸となる免許・資格の学外実習の評価について更なる分析を進め、

日頃に専門教育科目との往還的な接続を図り、学生個々の「実習ポートフォリオ」に基づ

く自己成長を支援することが課題となる。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程の特記事項＞ 

１．保育者になるための 100 の体験の取組 

 「清泉 ミライの保育をつくるプログラム」のなかの「自分とのコミュニケーション」

の具体的な取組として「「保育者になるための 100 の体験」がある。この企画の目的は、

①感受力、想像力、計画力、実践力など保育者に必要な資質を獲得する経験とする、②追

体験を通し、豊かなあそびを展開できる保育者を目指す、③創造力豊かな保育展開ができ

る力の基礎となる体験をおこなう、である。 

実施期間は、入学前講座（12 月）の際、ガイドブックの使い方及び 100 の体験編集の目

的内容についてガイダンスを行い、入学後の 4 月に「保育者になるための＜100 の体験＞

ガイドブック」の配布とせつ名を行い、その後定期的に「保育者論ⅠⅡ」のグループ担当

教員を通じて進捗状況を確認している。7 月には、夏季休業中の体験に関して「山・川等

での遊びに関する安全教育について」の冊子配布と説明を行い、最終提出は 2 年次の 5 月

末日としている。学生個人の取組とは別に、学生が仲間と協力しながら体験を企画・運営

することや、体験を通して得た学びを共有することを目的として「保育者論ⅠⅡ」の中で

春学期、秋学期に 1 回、学生グループによる企画の立案と提供の機会を設けている。 

「100 の体験」は、自然体験を中心とした＜原体験＞の集積であり、乳幼児期から児童

期にかけて遊びの中で体験し、思考力や判断力、表現力などの「生きる力」につながると

される体験である。具体的には、火・水・石土・木・草花・昆虫動物・天体気象・伝統文

化に関する体験群から構成されており、例えば「草花の体験」には、「朝露を集めて書道

をする」「草笛をつくり鳴らす」「ススキのなかでかくれんぼ」などがある。 

 2024 年度(2025 年 1 月現在)の体験状況は、平均 46.0（最高 79～最低 7）であり、体験

数でみるとコロナ期間を中学高校として過ごしてきた学生にとって、ハードルが高い内容

であると想定される。入学前に 100 の体験の内容（類似もふくむ）を行ったかどうかのア

ンケートでも平均が 34 で、まったくしたことがないが 4 名（コロナ禍では 23 名）、10 程

度の体験の学生も多く、過去の自然体験が、学校教育や家庭でできることもしていない等、

幼少期の過程での体験が非常に少なくなっていることがわかる。その意味では、「保育者

になるための 100 の体験」は、感受性・想像力・実践力など保育者に必要な資質を育て、
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豊かなあそびや創造的な保育を展開できる基盤を支える貴重な取組といえる。 

 

２．「実習ポートフォリオ」の運用 

（１）「実習ポートフォリオ」の目的 

幼稚園免許２種免許状及び保育士資格に関する、すべての実習の振り返りと評価と指導

の連続性と、学生自らが、学習成果を確認していくために使用している。すべての実習の

事前ガイダンスから事後ガイダンス、及び、保育・実践演習(幼稚園）までを通した、期待

される学修成果の指標を知り、その評価から次への課題を見出し積み上げていく学びのカ

ルテとして、また、学生一人一人に応じた指導として活用していくことを目的としている。 

（２）「実習ポートフォリオ」の活用 

「実習ポートフォリオ」は、1 年次春期フィールドワークに向けた準備が始まる 5 月頃か

ら使用する。2 年間の学修と実習の見通しを持つことにより、自己に求められる課題を理

解することができると期待できる。また、実習度の自己評価と実習園からの評価を照らし

合わせていくことで、自己を振り返り、前向きな改善となるための学内面談の資料となる。

そして、学生自身が、不足点ばかりでなく、良さも生かしながら、明確な課題が認識でき

ると考える。また、「保育教職実践演習」では、卒業までの自己の課題と不足学修の研究

計画の資料として活用している。 

 「教育実習」指導では、２回のいずれの実習においても共通に求められる基本的態度と

能力をポートフォリオで確認し、自己の成長や改善点の可視化をおこなっている。そのた

めに教員間の連携が求められるが、ポートフォリオを活用した自己評価と実習園の評価を

照らし合わせ、自分の現在の姿、次の実習への課題を上で確認することを促すような助言

を行なえる指導体制を作っていきたい。 

 「保育園実習（保育実習Ⅰ・Ⅱ）」指導では、ポートフォリオは学生の学びを蓄積する

大切な柱として活用している。また、園の承諾を得た記録やアドバイスと共に振り返るこ

とで、大学での理論と現場の実践をつなぐ「リフレクション・ツール」としての役割を期

待している。一方で、学生によって「何を書くべきか」「自分の行動をどう振り返るか」

という認識に差があり、学びの到達度を客観的に実感できるような「見える化」の工夫が

今後必要である。 

 「施設実習（保育実習Ⅰ・Ⅲ）」指導では、ポートフォリオがあることにより、実習が

座学で学んだ内容を実践する機会である点を意識づけすることができる。生活スキルや社

会人としての基礎力の形成がある学生は座学-演習-実践の円環的つながりの中で、自身の

活動と学びの振り返りにつながっている。各授業内でポートフォリオとの関連を意識した

学習態度の形成の必要性がある。 

 

［テーマ 基準Ⅱ-B 学習成果］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧、9 募集要項、11 公式 HP「学費・奨学金」 

備付資料 12 学習成果資料、13 学習成果アセスメント資料、23 入学前教育関係資料、 

31 SJC ラーニング受講状況、32 自分発見！スタートセミナー報告書、 
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34 公式 HP「IR に関わる情報公開」、37 単位取得状況、38 相互授業参観の取組、 

39 図書館の取組、40 システム室講習会、41 入学者オリエンテーション、 

42 漢陽女子大学姉妹校留学制度協定書、43 MY CAMPUS GUIDEBOOK、 

44 学生生活委員会の取組、45 学生相談室の取組、46 学生面談記録簿、 

47 公式 HP「障害のある学生対応基本方針」、48 卒業生アンケート、49 就職進学先一覧、 

50 公式 HP「海外留学・国際交流」、51 海外留学パンプレット、52 留学生受入パンフレ

ット 

備付規程 18 GPA 規程、72 教員評価に係る規程、74 目標管理制度、118 文書保存規程 

 

［区分 基準Ⅱ-B-1 短期大学及び学科又は専攻課程において、学習成果は明確である。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-1 の現状＞ 

１．短期大学全体 

本学では、学修成果の獲得に向けた PDCA サイクルを重視し、学修成果の獲得の向上・充

実を図ってきた。令和元(2019)年度の「シラバス」から、すべての開設科目の「学修到達

目標」欄に当該科目が担う具体的な「学修成果」を記載し、2 年間での学習成果の獲得を

明らかにしている。また、学生による授業評価でも、「学修到達目標」に関する質問項目

を設けており、すべての科目の学修成果の達成状況を具体的に把握、検証する仕組みを整

えている。なお、令和７（2025）年度に短期大学が「短期大学部」へと改編され、こども

学科に改称され単科となることから、令和６（2024）年度に、こども学科の「学修成果」

の見直しを行った。 

 

２．こども学科 

こども学科では、6 つの「学修成果」（基準Ⅰ-B-2 を参照）を教育課程へ反映・明示す

るため、またその達成状況を具体的に把握、検証するために、6 つの学修成果とカリキュ

ラムをつなぐ「11 の指標」を設けて学修成果を具体化し、また、「カリキュラム・マップ」

で専門教育科目と各指標との関係を明示するとともに、シラバスの「学修到達目標」に反

映させており、学修成果には具体性がある。 

学習成果を 2 年間で獲得可能とするために、学科のアセスメント・ポリシーに基づいた

「学修成果の評価指標」を「学生便覧」に明示し(提出-2 P69)、「三つの方針」ごとに学

修成果Ⅰ～Ⅵの獲得状況を把握、検証する具体的な指標、機会等を明らかにしている。 

学修成果の獲得状況の量的な把握や測定として、学修成果Ⅰは免許・資格の取得の実績

や、保育専門職への就職を含む進路決定状況から評価している。このほかのⅡ～Ⅵの獲得

状況の量的な把握や測定に関するデータとして、担当科目の「学修到達目標」に明記した

指標ごとの単位の認定状況がある(備付-33)。また、上記の 11 の指標の獲得状況は、令和

元(2019)年度より、担当科目の「学修到達目標」に明記した指標について、ＩＲ室が分析

した「成績評価状況（科目 GPA 平均値）や学生授業評価における学修成果の獲得に関する

自己評価の結果」に基づき、学科内で検討している(備付-13②)。また、学修成果の質的な

把握や測定の独自の方法として、以下のような取組を行っている。 

① 学外実習の成果と課題の明確化 

免許・資格の要件となる学外実習では、事後に実習園の評価や自己評価に基づきながら



清泉大学短期大学部 

69 

 

学生が自己の課題を明確にしている。また、課題解決にむけて「保育者論Ⅰ・Ⅱ」及び「卒

研セミナー」の担当者が適宜面談、アドバイスをしている。令和 2(2020)年度より、すべて

の実習の振り返りを統合した「実習ポートフォリオ」を導入した(備付-26)。「保育・教職

実践演習（幼稚園）」では、「実習ポートフォリオ」を活用しながら、幼稚園教諭二種免許

や保育士資格の各実習の自己評価と今後の課題を明確にし、その自己課題を保育職の職務

につなぐための専門的知識やスキルを蓄積している。 

② 専門教育科目、学科行事での活動記録の蓄積と整理 

学修成果の可視化に関して、「保育者論ⅠⅡ」をはじめとする様々な専門教育科目での

取組を「初年次教育プログラム報告書（現ミライの保育をつくるプログラム報告書）」に

記載している(備付-12①)。とくに、地域社会での地域活動や交流活動、学内外の保育施設

の視察や保育現場との交流活動等を報告している。また、学科行事（①学科セミナー（現

こども理解のカンファレンス）、②幼教表現発表会（現こどもフェンスティバル）、③清

泉フェスティバル）ごとに学生アンケートを実施し、専門教育科目とは別に行事を通じた

学修成果の把握に努めている。 

 

３．国際コミュニケーション科 

国際コミュニケーション科では、Ｉ～Ⅳの 4 つの学習成果を設定し、各科目が主にどの

学習成果をねらいとしているのかを、「カリキュラム・マップ」や「シラバス」に反映し

具体性を持たせている。また学習成果Ⅳは、「清泉スピリット 5 つの力」で具体的な指標

を示している。 

学習成果の獲得状況の量的な把握については、次のように行っている。学習成果Ⅰは、

就職率、進学率などの進路決定状況として明示される。学習成果Ⅱでは、外部業者による

日本語リーディングリテラシーテストを利用している(備付-13⑨)。学習成果Ⅲでは資格

取得率や資格試験合格者数を毎年取りまとめている。学習成果Ⅳは学期毎に行う清泉スピ

リット 5 つの力の自己評価を経年で調査している。また、上記の学習成果のⅠからⅣの指

標の獲得状況は、令和元(2019)年度より、担当科目の「学修到達目標」に明記した指標に

ついて、成績評価状況（科目 GPA 平均値）や学生授業評価における学習成果の獲得に関す

る自己評価の結果により評価している(備付-13②)。 

 

［区分 基準Ⅱ-B-2 学習成果の獲得状況を適切に評価している。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-2 の現状＞ 

１．各授業科目の学習成果と学科の学習成果との対応 

各授業科目の学習成果と学科の学習成果との対応について、令和元(2019)年度の「シラ

バス」から、すべての開設科目の「学修到達目標」欄に、学科の学修成果のなかから当該

科目が担う具体的な「学修成果」を記載し、学科と各科目の学修成果のつながりを明確に

しておいる。また、学生による授業評価でも、「学修到達目標」に関する質問項目を設けて

おり、すべての科目の学修成果の達成状況を具体的に把握、検証する仕組みを整えている。 

 こども学科では、6 つの「学修成果」（基準Ⅰ-B-2 を参照）を各専門教育科目に反映・明

示するため、またその達成状況を具体的に把握、検証するために、6 つの学修成果とカリ
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キュラムをつなぐ「11 の指標」を設けて学修成果を具体化し、「カリキュラム・マップ」で

専門教育科目と各指標との関係を明示するとともに、シラバスの「学修到達目標」に反映

させている。 

 

２．成績評価基準等による学習成果の獲得状況の評価 

短期大学部及び学科のディプロマ・ポリシー及びシラバスに示した成績評価基準にした

がって、厳格に評価及び単位認定を行っている。成績評価基準は、例えば「期末の定期試

験（70％＝マークシート方式 40 点、記述方式 30 点）、隔週のペースで実施する「Google 

classroom」での理解度チェック（20％）「Google classroom」の取組状況（10％）とする」

というように具体性を持たせており、成績評価基準の具体性と適切性を教務委員がチェッ

ク、点検している。 

 

３．教員の成績評価の状況の把握と点検 

教員の成績評価の状況の把握と点検について、令和元(2019)年度より各科及び非常勤講

師との話し合いを含めて、成績評価の「平準化」に向けた FD 活動を継続的に行ってきた。

具体的には、IR 室による「科目 GPA の平均値、および学生全体の学期 GPA の分析等」に基

づき、評価のあり方について各科会や、非常勤講師との懇談会で意見交換を行い、改善の

検討を続けている(備付-13④)。 

また以下のような体制で、学修成果の獲得状況の情報の共有と支援、指導を行っている。

単位認定の詳細は、「令和 7(2025)年度単位取得状況」を参照されたい(備付-37)。この一

覧の作成は学生支援部、データ分析と資料の作成は IR 室で対応している。GPA の状況と

合わせ、教務委員会や各科で成績不振者の把握を行った上で、各科より必要に応じて学期

ごとに成績不振者への指導や助言を行っている。また、学期途中の出欠席の状況は、学生

支援部がすべての科目担当者に中間のアンケート調査（備付資料）を行い、欠席が顕著な

学生の状況を教務委員会で早期に把握し、科会で情報を共有して、セミナー担当の専任教

員から、該当学生に指導を行っている。 

 

［区分 基準Ⅱ-B-3 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する仕組みを

もっている。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-3 の現状＞ 

１．短期大学全体 

学修成果を可視化し、教育の改革・改善を恒常的に実施することを目的として、本学の

「三つの方針」と学修成果を適切に評価するための基本方針「アセスメント・ポリシー」

を平成 30(2018)年度に定め、平成 31(2019)年度より施行している。アセスメント・ポリシ

ーは、学生の入学から卒業までを視野に入れ、機関（短期大学）レベル、各科（教育課程）

レベル、科目レベルの 3 つの区分（現在は２つの区分）ごとに主要な評価指標を設定し、

総合的かつ多面的に学習成果の獲得状況の検証と評価を行うこととしてきた。 

短期大学全体の「三つの方針」に対応した「学習成果」の評価の指標は、GPA 分布、単位

修得率、学位取得率、資格取得率や国家試験合格率の他、学生ポートフォリオや学生アン
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ケート、進路状況等を活用し、「学生便覧」に示されている(提出-2 P7～8)。また、上記

のようなデータ以外に、年度末に行う「学生生活アンケート」によって、学修成果の関す

る総合的な学生による評価を、短期大学部全体および各科の独自質問による評価で把握し

ている。各指標に基づく学修成果の獲得状況の結果は、専任教職員および各専門委員会で

共有し、その成果を活用し、課題を整理している。また、公式 HP の「情報公開」及び「自

己点検評価報告書」、FD 報告書等において一部を公表している(備付-34)(備付-14)(備付-

13④)。 

 

２．こども学科 

上記のアセスメント・ポリシーの３つの区分（機関・各科・科目レベル）は、令和８（2026）

年度に短期大学部こども学科の単科となることから、令和６（2024）年度に見直され、３

つの区分も 2 つの区分（機関及び学科・科目）に変更された。 

こども学科では、学修成果ごとに主たる「学習の場」と「学習の方法」、「達成度の評

価や検証方法」を設定し、学生便覧に明示している。「学修成果Ⅰ」の獲得状況は、各学

期及び最終の単位修得状況及び GPA の傾向、休退学等の状況、学位授与数と卒業率、就職

率や進学率、免許・資格取得等の取得率、学生生活満足度調査、科全体の学生授業評価の

結果等から総合的に評価している。「学修成果Ⅱ～Ⅵ」の獲得状況は、各専門教育科目が

シラバスの到達目標に掲げる「11 の指標」ごとに、各指標の科目群の単位認定状況や GPA

の傾向、学修到達目標に対する学生授業評価の結果等から評価している。また、学修成果

Ⅱ～Ⅵに関連する学外実習の評価や学生自己評価、学科行事の実施状況やアンケート、「学

生生活アンケート調査」での学科独自の質問項目、学生の課外活動等の実施状況からも、

学修成果の獲得状況を総合的に評価している。 

学修成果の指標に基づく結果は、学期ごとの学科の「FD 検討会」の資料として一部活用

している。学期ごとに授業改善や学生授業評価の結果を検討してきたが、令和元(2019)年

度からは、ＩＲ室が分析した科目 GPA 平均値一覧や学生の累積 GPA の分布状況を検討し、

学生の学修成果の獲得状況を検証している(備付-13④)。また、非常勤講師との情報交換の

機会として、コロナ禍のため令和 2(2020)年度以降はアンケート調査に切り替え実施して

きたが、令和 6(2024)年度は、対面での懇談会を復活させ、学生授業評価の結果や GPA の

分布状況に基づき意見交換を行っている (備付-13④)。 

単位修得状況や免許・資格の取得状況、進路状況、学科行事等のアンケート調査結果や

各実習評価や「学生生活アンケート調査」の結果は、適宜定例の科会及び FD 検討会で討議

し、検証、評価と課題の整理を行っている。あわせて毎年度、2 年次進級生、卒業予定学生

の代表学生との懇談会を開催し、「学生生活アンケート調査」の結果に基づきながら意見

交換を行っている(備付-13④)。 

以下は各種免許・資格の取得率一覧であるが、例年高率である。なお、令和 7(2025)年

度卒業者で幼稚園免許と保育士資格をともに取得しない学生は 1 名であった。また、「学

修成果Ⅱ～Ⅵ」の獲得状況も、GPA の分布、学生授業評価の結果、学外実習の評価や学生

自己評価、学科行事アンケート、「学生生活アンケート調査」等の結果からおおむね良好

と判断している。 
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＜免許・資格の取得状況（令和 7(2025)年度卒業者）＞  

免許・資格の名称 卒業者数 
取得希望者

数 取得者数 
取得率
（％） 

幼稚園教諭二種免許状 69  67 97 

保育士資格 69  68 99 

児童厚生二級指導員 69 26 26 100 

自然体験指導者資格（NEAL） 69 20 20 100 

認定絵本士 69 39 39 100 

注）児童厚生二級指導員、自然体験指導者資格、認定絵本士は、それぞれ人数制限がある。 

 

こども学科では、キャリア支援課職員が進路先への訪問等の際に、卒業生の現状・評価

等について聞き取りをし、また、専任教員による実習指導訪問等で、卒業生の進路先との

連携を深め、保育者に求められる能力の理解を図っている。 

また、進路先からの評価の聴取として、こども学科では、保育専門職の進路先である幼

稚園・こども園・保育園・福祉施設等を対象に「卒業生の能力等に関するアンケート」を

毎年実施しており、令和 7（2025）年度は卒業生の資質、能力の現状と、採用の際に求める

能力等について 24 事業所から回答を得た(備付-27)。調査結果から学修成果ごとの評価と

課題を明確にしている。卒業生評価による学習成果の点検への活用として、こども学科は

保育者養成という専門的な観点で、進路先との間で求められる人物像について一定の共通

理解が図られている。「卒業生の能力等に関するアンケート」の調査結果からは、子ども

に対して明るく積極的に接するなど対人的なコミュニケーション、協調性などの人柄・態

度の面は高い評価が得られている一方、保育者としての思考力や創造力、課題解決力に課

題があることがわかった。また、事業所側が採用の際に重視する能力については人間関係

力（協働と協調性）ついで主体性の順であった。 

数年に一度のペースで卒業生との懇談会を開催している。卒業後 3 年目の様々な保育現

場の卒業生より、本学の養成教育の成果と課題を具体的に聴取している。また、令和 7（2025）

年度に初めて開催した「実習指導講話会」では、幼稚園・保育園２園の園長・主任より、

実習指導上の課題のみならず、とくに初任者の就業上の課題と養成教育とのつながりにつ

いて聴取し、課題を明らかにした。 

 

３．国際コミュニケーション科 

国際コミュニケーション科では、学習成果ごとにそれぞれ主たる「学習の場」と「学習

の方法」、「達成度の評価や検証方法」を設定し、学生便覧に明示してきた。しかし、平

成 30(2018)年度には、短期大学全体の「アセスメント・ポリシー」を踏まえ、「三つの方

針」に対応した学習成果の獲得状況について評価指標の一覧表を新たに作成し、令和元

(2019)年度より具体的に検証・評価している。 

学習成果の指標に基づく結果は、学期ごとに行われる FD 研究会で、授業改善の取組みの

検討資料として活用している(備付-13④)。令和 7(2024)年度の FD 研究会では、人文社会

科学部の FD 研究会と合同で行われ、学生による授業評価の結果の検討に加えて、科目 GPA

平均値一覧や学生の学期 GPA の分布状況を分析、検討し、学生の学習成果の獲得状況を検

証した。(備付-13④)。 
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資格取得状況は、学習成果の 1 つの指標となっている。国際コミュニケーション科では、

以下の一覧にある資格取得が可能である。その中でも 1 年次から指定された科目を履修し

て積み上げていく必要がある上級資格には、「上級情報処理士」「上級秘書士（国際秘書）」

「上級秘書士（メディカル秘書）」「上級ビジネス実務士（国際ビジネス）」「環境マネ

ジメント実務士」がある。上級資格では前年度の上級資格の取得状況を学生に説明し、系

統学習を促すために利用している。 

＜教育課程の履修後に受験を推奨・義務付けている免許・資格の取得者数＞ 

免許・資格の名称 R5 年度 R6年度 R7年度 

① 秘書技能検定（実務技能検定協会） 
2級 13 12 9 

3級 24 3 2 

② 情報活用検定 
2級 8 7 6 

3級 - - 25 

③ 日商 PC 検定・文書作成（日本商工会議所） 
2級 3 0 0 

3級 43 32 23 

④ 日商 PC 検定・データ活用（日本商工会議所） 
2級 5 2 0 

3級 30 18 15 

⑤ ファイリング・デザイナー検定（日本経営協
会） 

2級 23 20 12 

3級 7 5 4 

⑥ 日商簿記検定（日本商工会議所） 
2級 0 0 0 

3級 1 0 0 

⑦ 上級情報処理士  7 1 0 

⑧ 上級秘書士（国際秘書）  3 1 0 

⑨ ITパスポート  - 0 2 

⑩ FP技能検定（日本 FP協会） 3級 - 0 0 

⑪ 医療事務（医科）  8 5 4 

⑫ SNSマーケティング検定  - - 1 

集計値：年度内 1，2 年合計 

 

［区分 基準Ⅱ-B-4 学習成果の獲得状況の公表に努めている。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-4 の現状＞  

１．学習成果の獲得状況の可視化した根拠 

 こども学科では、各科目の単位認定状況や成績評価、GPA の傾向、学修到達目標に対す

る学生授業評価の結果等から、学習成果の獲得状況を以下のように可視化している。 

 １つは、成績評価の結果である。各授業科目が担う学修成果は、学科の学修成果のなか

から当該科目が担う具体的な「学修成果」をシラバスの「学修到達目標」欄に記載し、そ
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の到達度をその科目の「成績評価基準」から評価し、厳格に成績評価に反映している。 

もう１つは、学生による授業評価を通じた可視化である。授業評価では、「学修到達目標」

に関する質問項目を設けており、すべての科目の学修成果の達成状況を具体的に把握、検

証する仕組みがある。「学修成果Ⅱ～Ⅵ」の獲得状況は、各専門教育科目がシラバスの到達

目標に掲げる「11 の指標」ごとに、学生授業評価の結果から分析し、その獲得状況を数値

化している。 

 

２．学生に対する獲得した学習成果の説明 

 こども学科では、上記の成績評価を通じた学習成果の獲得状況について、学期ごとに１

年生は「保育者論ⅠⅡ」のグループ担当教員が、２年生は「こども研究セミナー」担当教

員が、担当する学生と個別に面談し、各自の成績評価について結果に関する説明や相談、

助言を行っている。また、学期ごとに、「教育実習および保育実習の取りやめに関する申し

合わせ」にある「成績の著しい不良（GPA2.0 以下）などがあった場合」に該当する学生に

対して、科長及び実習担当者、セミナー担当者による４者面談をおこない、成績不良の要

因や改善に向けた助言等を行っている。 

 

３．学習成果の獲得状況の公表 

 上記の学生による授業評価を通じた学修成果の可視化について、学期ごとに実施した授

業評価の結果を、教養教育科目、こども学科の専門教育科目ごとに欠く質問項目に対する

平均値を示すことで公表している。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学習成果の課題＞ 

こども学科では、新たな「学修成果」とカリキュラムをつなぐ「11 の指標」を再設定し

たが、引き続き学修成果自体を定期的に検証するとともに、「11 の指標」が保育者として

の資質・能力の基礎として十分かどうか、また重点的に育成すべき指標とは何か等を検討

し、専門教育科目の「学修到達目標」に確実に反映させることが課題である。 

教員の学修成果の獲得に向けた課題は、①「学生授業評価」の「学修到達目標」達成の

結果の十分な活用、②非常勤講師を交えた更なる FD 活動の展開、③アクティブ・ラーニン

グを中心とした授業方法の改善の取組、④学修時間の確保に向けた取組がある。①は学修

成果の獲得に向けた PDCA サイクルを引き続き強化するものであり、②は非常勤講師を含

めた授業の相互参観や FD 検討会が可能かどうか、③はアクティブ・ラーニングに関する授

業の相互参観を展開すること、④は授業時間外の学修時間を確保する工夫、方策を検討す

ることである。 

短期大学部こども学科として、再設定されたアセスメント・ポリシーに基づく評価・検

証の PDCA サイクルを２つの区分（短大全体および学科、各科目）で適切に継続的に運用し

ていくことが課題となる。また、アセスメント・ポリシーの主要な評価指標を確認してい

く必要がある。再設定した学修成果の「11 の指標」について、思考力や課題解決能力、行

動力、主体性や自己学習能力、人間関係力、他者との協働性等の質の評価について、学生

授業評価や学外実習の評価、学科行事のアンケート等の活用が課題となる。 

卒業生の進路先への調査を今後も継続的に実施していく予定であるが、収集した結果を
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学修成果の点検に活用するための分析方法、卒業後の成長度合が把握しにくい点など課題

がある。調査をより有益なものとするための工夫が引き続き必要である。また、今回の調

査から明らかとなった課題を踏まえ、学修成果の点検や専門教育の改善点に対する評価を、

次回の調査で検証することも必要となる。 

 学習成果の獲得状況の公表に関して、現在は、授業評価の結果について、教養教育科目

およびこども学科専門教育科目全体の平均値を公表する段階にとどまっている。科目ごと

に学修成果の獲得を示す数値を公表すべきか検討する課題がある。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-B 学習成果の特記事項＞ 

１．こども学科の「年度重点項目」の計画と評価 

こども学科では、年度当初に、科長が「年度重点項目」を提示し、年度末の科会で「年

度重点項目」の評価と課題の整理を全員で行い、学修成果と教育の向上をめざした PDCA サ

イクルを機能させている。令和 7 年度の全体の「年度重点項目」とその年度末での評価は

以下の通りである。(備付-13⑦)。 

＜2025 年度 幼児教育科・こども学科 重点検討項目の評価と課題＞ 

（★は今年度新規の取組 ◎達成 ○おおむね達成 ▲課題あり） 

１．入学者数の適正管理の検討 

（１）◎入学者数および高等教育無償化策の動向（80％）等を踏まえた定員設定の継続検討 

（２）△適切な定員管理と入学者の「質の維持」の検討（入試制度の検討と連動） 

（３）◎予算縮減の受け入れと予算の「選択と集中」（削減する余地はあまりない） 

２．入試・広報および各種連携の改善 

（１）〇2027 年度入試の改革の検討  

（２）〇指定校数、指定校枠数、基準評定値の最適化の検討 

（３）保育者志望層の拡大にむけた広報活動の展開 

①△こども学科の広報を通じた発信の強化 

ア 男子高校生への訴求方法の工夫（ＯＣ企画および広報媒体の工夫など） 

イ 個別相談会・高校進路講座に活用できる共通コンテンツの開発（共通資料） 

 ②〇高校進路講座の担当教員の負担の平準化（担当グループによる取組の強化） 

 ③◎△保育者志望層の維持・拡大に向けた取組（業界団体、県担当部局等との連携）    

★３．第 4 期認証評価への対応、各種ポリシーおよび学修成果の具体的運用の検討 

（１）〇認証評価（Ｒ10 年度に受診、資料対象＝Ｒ７年度分報告書より 3 年分）の準備 

（２）〇新評価基準に対応したＲ7 年度自己評価報告書の編集と評価資料の洗い出し 

（３）△アセスメント・ポリシー、学修成果に対応した具体的な評価指標の再設定 

４．こども学科のカリキュラムのブラッシュアップの検討 

（１）◎特設３年コースの具体的かつ円滑な運用  

（２）△「ミライの保育をつくる清泉プログラム」のバージョンアップ 

①「保育者論ⅠⅡ」のあり方  

②「100 の体験」のバージョンアップ 

③入学前課題の見直しと確認 

５．授業改善および実習指導の重点的検討 
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（１）ＦＤの重点的検討  

★①△保育演習棟を活用した授業改善、講義系科目の授業改善の検討と報告  

★②◎「学生授業評価」項目の再検討 

★③△＜共通課題＞の共有と改善に向けた専門教育科目（保育者論、卒研含）の取組の促

進（実習上の課題、日本語表現、社会人としての教養・マナー等） 

（２）◎実習指導の重点的検討 

①日誌・指導案等の改善（効率化・ＩＴ化含む）と実習園との情報共有 

★②施設実習当番校の円滑な運営 

６．学生支援体制・諸行事の継続検討  

★（１）〇クラスおよび担任制度に代わるセミナー制の円滑な運用の検証 

★（２）◎学科行事の今後のあり方の検討 

 ①保育演習棟を活用した新たな学園祭における学科行事（2026 年度）の企画 

②学科セミナー（2026 年度）のあり方の検討 

★（３）△学生組織（学生会）の改編にあわせた検討事項  

 ①学科委員会のあり方 

 ②ホットルームの円滑な利用と管理（学科 3 役に検討依頼） 

★（４）進路支援の改善 

 ①〇編入学支援のあり方 

 ②◎内定後～就職前の研修の実態調査 

７．保育演習棟を利活用した地域貢献企画の実施、その他  

（１）◎「清泉こどもラボ」の実施と次年度に向けた改善の検討 

（２）◎こども学科特別講座（キャリアアップ研修）の実施と改善 

 

［テーマ 基準Ⅱ-C 入学者選抜］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧、6 公式 HP「教育目標及び基本方針(ポリシー)」、9 募集要項 

備付資料 16 清泉女学院高大入試連絡会 

 

［区分 基準Ⅱ-C-1 入学者選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて実

施している。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-C-1 の現状＞ 

平成 18(2006)年度より、短期大学の入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）

を設定したが、「第 2 期中期計画」を受け平成 29(2017)年度に再検討・確認し、以下の方

針で今日に至っている。各科のアドミッション・ポリシーを含め「学生便覧」、「大学案

内」及び「募集要項」に「アドミッション・ポリシー」として明示している(提出-2 P6)(提

出-3)(提出-9)。 

日々の学習や研究、学園の様々な活動に意欲的に取り組み、卒業後も地域社会がより豊
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かになるよう貢献する学生を求め、次のような学生像を求める。 

（1）自らの目標に向かって学修意欲をもち、日々学習・研究に努力する学生 

（2）他者への関心を広く持ち、思いやりと共感的理解を深めようとする学生 

（3）自己の成長を広く社会に還元し、社会貢献を積極的に行う学生 

幼児教育科のアドミッション・ポリシーは、平成 18(2006)年度より「保育者への強い意

欲と希望を持ち、自らを向上させ、保育者となるための努力を惜しまない学生を求めたい」

と定めてきたが、平成 24(2012)年度に改定し、さらに学科の「第 2 期中期計画」に基づき、

平成 29(2017)年度に下記の方針に再改定した。 

幼児教育科では、次のような学生を求める。 

（1）目標とする保育者に向けて強い意志と志望を持ち、幼稚園教諭二種免許状・保育

士資格等の取得に向けて意欲的に学修する学生。 

（2）保育の現場で求められる自ら考え行動する力や、表現力や創造力、感性を磨こう

と自ら努力する学生。 

（3）保育者に必要な学びに向かう力、人間力、社会性のために、積極的に地域貢献活

動に参加し、他者とかかわろうとする学生。 

（4）子どもや保育への関心を持ち、子どもやその育ちの理解に向けて広い視野をもと

うとする学生。 

なお、令和７（2025）年度に幼児教育科が「こども学科」に改称され、単科となること

から、令和５（2023）年度に、清泉大学短期大学部こども学科のアドミッション・ポリシ

ーとして統合し、以下の方針とした。 

短期大学部こども学科では、次のような学生を求める。 

（1）自ら目標とする保育者に向けて強い意志と志望を抱き、幼稚園教諭二種免許状・

保育士資格等の取得を目指し努力する学生。 

（2）保育の現場で求められる自ら考え行動する力や、表現力や創造力、感性を磨こう

と自ら努力する学生。 

（3）他者への受容と協働のために、積極的に地域貢献活動に参加し、他者とかかわろ

うとする学生。 

（4）子どもや保育を取り巻く社会問題や地域課題に広く関心を持ち、子育て支援や保

護者支援に取組もうとする学生。 

こども学科のアドミッション・ポリシー（AP と略記）と「学習成果」との関係は、AP(1)

が「学習成果Ⅰ」に対応し、AP(2)が「学習成果ⅢⅣⅤ」に、AP(3)が「学習成果Ⅵ」、AP(4)

が「学習成果Ⅱ」に対応している。幼児教育科のアドミッション・ポリシーは、(1)の「保

育者に向けて強い意志と志望」、(2)の「自ら考え行動する力や、表現力や創造力、感性」、

(3)の「積極的に地域貢献活動に参加し、他者とかかわろう」とする意欲、(4)の「子ども

やその育ちの理解に向けて広い視野をもとう」とする意欲等について、入学前の入学試験

での「調査書」や「試験科目」のなかで、把握・評価している。 

本学入試のアドミッション・ポリシーに応じた適正かつ公正な入学者選抜及び基準は、

次の通りである。令和 8(2026)年度入試は、総合型選抜〈特待方式〉〈AO 方式〉〈得意教

科ＰＲ方式〉、学校推薦型選抜〈指定校方式Ⅰ・Ⅱ〉〈公募方式〉、一般選抜〈個別試験

方式〉（A・B・C 日程）〈共通テスト利用方式〉（A・B・C 日程）、社会人入試、帰国生入
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試を実施した。各入試とも、学科のアドミッション・ポリシーに基づく選抜方法となって

いる。また、入試ごとの選考基準を募集要項に明記しており、公正かつ適正に選考、選抜

されている。 

特に、令和 8(2026)年度入学試験として新たに導入した、総合選抜〈得意教科ＰＲ方式〉

は高大接続を意識した入試方式であり、高校時代における得意な教科をアピールできる選

考内容とした。また社会人入試の一環として＜訓練生＞保育士養成科入試を設けており、

実務経験者や学び直し等の入学希望者の受け入れとしている。また、高大連携の観点から

出身学校の調査書、活動記録書、資格検定の成績利用等を選考内容として重要視している。 

入学者選抜実施において、本学は適切な体制を整えている。学生募集については規程の

基づき設置された「入試広報委員会」のもとに、志願者動向の予測、試験日程や試験科目、

各試験別募集定員、オープンキャンパス、入試説明会など学生募集活動を含めた入学に関

わる全体の企画・立案を行い、教授会の審議を経て実施している。入学試験の実施につい

ては、「入試実施委員会」のもとで問題作成、判定基準を定め、学長、学部長、学科長が参

加する判定会議おいて合否判定を行い、教授会の審議を経て、学長が合否の決定を行って

いる。 

 アドミッション・オフィス等の整備について、広報及び入試実施に関する学内体制とし

て、各科の教員と入試広報部職員で構成する「入試広報委員会」と、「入試実施委員会」

が設置されている。アドミッション・オフィスに相当する事務組織として令和 4(2022)年

度から「広報部」を「入試広報部」に改編し、「広報課」と「入試課」を置くよう組織変

更を行った。 

大学案内及び入試計画・募集要項の立案、大学広報紙、学生募集に関する広報実務およ

び入試運営を担当し、学生募集から選抜までの実質的な業務を行っている。 

 

［区分 基準Ⅱ-C-2 入学者選抜に関する情報を適切に提供している。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-C-2 の現状＞ 

アドミッション・ポリシーは「学生募集要項」の他に「学生便覧」、「大学案内」「大学公

式 Web サイト」に明示している(提出-3)(提出-9)(提出-11)。 

 受験生に係る全ての情報を大学公式 Web サイト内に「受験生専用サイト『清泉ナビ』」

を設け提供している。その中に入試区分ごとの募集人員や授業料、その他入学に必要な経

費や入学手続及び入学金、授業料等の納付方法等を記載している。また「学生募集要項」

も大学公式 Web サイトにアップし入試情報を幅広く提供をしている。 

 受験生の問合せ等は窓口を一元化し、入試広報部が対応している。また、高校内の進路

ガイダンスを通じて、高校生に直接説明する機会を持ち、個別の問い合わせ、質問につい

ても迅速、丁寧に対応している。オープンキャンパスでは、個別相談会を開催し、本学へ

の理解を深める機会の確保に努めている。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-C 入学者選抜の課題＞ 

高校、受験生及び保護者に、アドミッション・ポリシーに示す「求める学生像」を具体

的にわかりやすく伝えることや、高校連絡会や進路指導室訪問を通じて、アドミッション・



清泉大学短期大学部 

79 

 

ポリシーに関する進路指導担当教員との情報交換を継続することによって、志願者数の回

復に努めることが課題である。また、カリキュラム、学生生活支援やキャリア支援等の様々

な取組の広報に努め、入学後の中途退学や進路変更といったミスマッチの防止に努めてい

きたい。 

こども学科では、受験層の質の維持と共に、定員を割り込んだ志願者数の回復が引き続

きの課題である。試験制度の多様化や見直しとともに、保育団体や自治体等との連携を図

ることで保育職への志向を回復することや、高校の進路担当者や保護者等への保育職の魅

力等の発信をより強化する課題がある。 

 

［テーマ 基準Ⅱ-D 学生支援］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 2 学生便覧、9 募集要項、11 公式 HP「学費・奨学金」 

備付資料 12 学習成果資料、13 学習成果アセスメント資料、23 入学前教育関係資料、 

31 SJC ラーニング受講状況、32 自分発見！スタートセミナー報告書、 

34 公式 HP「IR に関わる情報公開」、37 単位取得状況、38 相互授業参観の取組、 

39 図書館の取組、40 システム室講習会、41 入学者オリエンテーション、 

42 漢陽女子大学姉妹校留学制度協定書、43 MY CAMPUS GUIDEBOOK、 

44 学生生活委員会の取組、45 学生相談室の取組、46 学生面談記録簿、 

47 公式 HP「障害のある学生対応基本方針」、48 卒業生アンケート、49 就職進学先一覧、 

50 公式 HP「海外留学・国際交流」、51 海外留学パンプレット、52 留学生受入パンフレ

ット 

備付規程 18 GPA 規程、72 教員評価に係る規程、74 目標管理制度、118 文書保存規程 

 

［区分 基準Ⅱ-D-1 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-D-1 の現状＞ 

入学手続者への情報提供として、入学前に、合格通知とともに入学に向けた準備学習を

記した情報を提供している(備付-23①)。 

こども学科では、保育職への意欲の向上と期待感を高める目的で、次のような入学前の

取組を実施している。入学予定者への課題として、12 月までの入試（総合型選抜、学校推

薦型選抜）合格者には、①器楽（ピアノ）の基礎練習、②言語力（日本語力）の向上につ

いて（「日本語検定」4 級合格を目指しての自主学習課題）、③図書の講読とレポート作成

（指定された図書 2 冊）、④保育者になるための 100 の体験セレクト 20、⑤『これだけは

知ってきたい わかる・書ける・使える 保育の基本用語』の自主学習の 5 つの課題を設

定し、入学後に提出させている。一般入試以降の合格者は、上記の①～③を課し、上記の

④と⑤の課題は、入学後の必修科目「保育者論Ⅰ」の中で活用し、各セミナー担当者によ

る指導の後、返却されている。 

さらに初年次教育プログラム（現ミライの保育をつくる清泉プログラム）の一環として、

入学予定者に対する入学前オリエンテーション（入学前講座）を 12 月に開催している(備

付-12①)(備付-23①)。令和 7(2025)年度の入学前講座（12 月）は、前述の 5 つの課題の意
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味や取組の具体的な方法等について、2 年生の体験談を交えながら説明した。また、ピア

ノ初心者向けの「入学前特別講習会」を 2 月に実施し、24 名の参加者があった(備付-12①

(備付-23①)。 

さらに、入学予定者全員を対象として、入学前の 3 月末に『スタートセミナー「保育を

学ぶ はじめの一歩」を開催した。目的は、①入学に対する不安を払拭し、新しい環境で

の学びに対して期待が持てるようにする。②保育者にとって必要な資質（こども学科での

学習スタイルについて考える機会とする。③グループワークを通して、学友との関係性を

構築するであり、本年で 2 回目の取り組みである。新 2 年生の中から学科委員を中心に 13

名がグループワークのファシリテータとして参加した。幼児教育経験のある外部講師によ

る講演や、ウェルカムコンサート、グループに分かれて学内探索スタンプラリーなど、2 年

間の学びの見通しや、保育者になるという期待と学びを得た。(備付-32)。 

入学者に対するオリエンテーションとして、入学前 2 日間を使い、健康診断、「事務オ

リエンテーション」および「情報オリエンテーション」、そして「学科・教務オリエンテ

ーション」を実施している(備付-41)。内容は、事務オリエンテーションでは、学生生活の

基本事項（単位制（CAP 制）授業時間・履修登録（概要）・各種連絡ツールなど）の説明や

学内施設・部署の紹介を行い、情報オリエンテーションでは、Google アカウントの登録、

学内情報機器の使用方法などの説明を行っている。学科・教務オリエンテーションでは、

履修ガイダンス、各種免許資格の取得など必要な事項とともに、本学の建学の精神や学生

としての心得など、学生生活全般についてのガイダンスを行っている。また、保育士資格

や幼稚園教諭免許状、その他本科で取得可能な資格に関する説明を丁寧に行うことにより、

学習成果の獲得に向けた動機づけを図っている。 

こども学科では、1 年次に「日本語能力テスト」を年 2 回実施し、学力をアセスメント

しながら指導を行っている。具体的には、平成 25(2013)年度より「日本語検定」を導入し、

全員が 4 級に合格することを目指して自主学習を入学前より取り組むよう指導している。

平成 30(2018)年度から、日本語のリメディアル教育を計画的・集中的に行うために、「保

育の日本語表現」科目（演習 1 単位）を開設し、学科必修科目として位置付けた。その成

果は、初年次 11 月に行われる教育実習（幼稚園）の実習記録にも生かされている。また、

学生に対する学習上の配慮や学習支援として、基礎技能科目の「音楽（器楽）」は、1 年次

4 月当初にプレースメントテストを実施し、弾き歌いの技能に応じて 4 段階のグレード別

に分け、授業成果が上るようにしている。授業進度に効果があり、学生の満足度は非常に

高い。 

入学後の学生相談体制として、学生生活全般や学習上の相談は、「保育者論ⅠⅡ」のセ

ミナー担当教員が支援する体制を取り、少人数のきめ細かい支援体制となっている。特に

保育専門職への適性や資質について不安や戸惑いに早期に対応するため、「保育者論」担

当教員が例年 6 月と 1 月に個別面談を行っている。2 年生には「こども研究セミナー」担

当教員、実習担当教員、キャリア支援課担当者による個別面談を継続的に行っている。毎

月の定例の科会では「学生動向」で学生の個別情報を共有し、きめ細やかな指導体制を整

備している。 

優秀学生に対する学習上の配慮として、「児童厚生二級指導員資格」及び「自然体験活

動指導者資格」、「認定絵本士資格」は履修定員が設けられており、定員を超えた場合、
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GPA やレポートの内容等を勘案し、優秀学生を選抜するようにしている。 

学習成果の獲得状況に対する量的・質的データに基づく学習支援方策の点検として、そ

の達成度を定例科会や定期的な学科の FD 検討会で点検している。量的データとして、学生

授業評価結果、単位取得状況、各種資格・免許取得状況、就職実績状況、「学生生活アン

ケート」、各科行事のアンケート、各実習評価の結果等、量的に評価可能な資料に基づき

学習支援方策を点検している(備付-12③④⑤)(備付-13①③)(備付-34)(備付-37)。質的デ

ータとして、科目ごとに学習成果獲得に向けた取り組みや査定方法、評価の工夫を組み合

わせた改善計画を策定し「授業改善計画シート」を作成し、学期当初に提出している。そ

の後、学期末に実施される学生授業評価の結果や出席状況等を加味し、「授業改善評価シ

ート」を作成している。学期ごとに専任教員による相互授業参観の実施及び参観シートを

作成し、授業者と参観者で課題の共有を図っている(備付-38)。さらに、各学期の FD 検討

会のなかで「授業評価報告」や「授業改善報告」を行い科内で共有するなど、質的な資料

に基づき学習支援方策を点検している。 

留学生の受入れ及び派遣として、本学は、韓国の漢陽女子大学と交換留学生制度（留学

規程）があり、本科が受け入れ先となっている(備付-42)。令和 5(2023)年度は 5 名の留学

生、令和 6(2024)年度は 3 名の留学生（約 6 か月間）を受け入れることができた。留学生

らは、本科の通常授業を履修しながら、韓国との異文化交流を促進するセミナー教員と所

属ゼミ学生らが中心となり、日韓交流による学びを深めている。 

一方、本学から長期留学（セメスター留学）制度を利用して、約 6 ヶ月間、漢陽女子大

学への留学生を派遣してきた。令和 2(2020)年度、令和 3(2021)年度は留学希望者はいたも

ののコロナ禍により中止となったが、令和 4(2022)年度は 2 名を漢陽女子大学への留学生

として派遣した。また、ソウル女子大学（韓国）に 3 名、Sun Pacific College, Cairns

（オーストラリア）に 2 名、University of Calgary（カナダ）に 1 名、総勢 8 名を留学生

として派遣した。さらに、令和 5(2023)年度は 2 名が University of Calgary（カナダ）に

2 名、留学生として派遣した。 

一方、短期海外研修（1～2 週間程度）においては、新型コロナウイルスによる渡航禁止・

自粛の影響により、令和 2(2020)年 2 月以降、しばらく海外研修を行うことが叶わなかっ

た。しかし、国際交流に対する学生からの参加要望が高いことから、オンライン語学研修

を企画し、短期海外研修の代替プログラムとして学習機会を提供し、令和 4(2022)年度の

夏休みには、短期大学学生 6 名（英語 3 名、韓国語 6 名、中国語 2 名）が参加した。また、

令和 4(2022)年度の春休みから短期海外研修を再開し、学生 1 名（オーストラリア）が参

加、令和 5(2023)年度には 11 名（カナダ 1 名、韓国 6 名、オーストラリア 4 名）、令和

6(2024)年度には 3 名（韓国 2 名、オーストラリア 1 名）が参加した。 

図書館では、「シラバス」に基づき授業の参考図書を準備し、図書館入口に授業担当教

員別に配架するなど、学生にわかりやすいように展示している。また、教員からの要望に

応え、課題図書や視聴覚資料も順次整備している。学生の要望にも可能な限り対応してい

る。新入生対象の図書館利用ガイダンスは、各科でスケジュールを組み、新入生全員に対

して実施した。資料検索ガイダンスでは、データベースの利用方法を紹介した。こども学

科の教育・保育実習に向けて手引きを学生に配布し、実習 1 か月前から資料の貸出の実施

や、実習期間中に休日開館を行い、学生の要望に応えるように努めている。文献複写・相
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互貸借の申込を Web からもできるようにし、学生も開館時間以外でも依頼できるようにな

った。 

こども学科では従来から絵本を実習に利用しており、資料の充実を図っていたが、「認

定絵本士」養成講座が令和 2(2020)年度に開講されてからは、幼児だけではなく、幅広い

年齢を対象とする絵本や、絵本に関する参考図書を購入、整備している。このように、同

講座受講生をサポートするとともに、受講生以外の学生に対しても絵本選定に役立つ絵本

のブックリストを図書館の公式ホ－ムページに掲載している。ブックリストは現在一般公

開しておらず、本学学生のみ閲覧できる状態である。ブックリストの内容の精査、並びに

公開方法が今後の課題である。 

図書館内で学生が利用する PC15 台は、情報処理室と同様の仕様のため、常に稼働率が高

い状況である。学生に対するアンケートでも PC の増設を希望する声が例年上がるが、常設

PC を使用できない学生にはノート PC を貸し出し、対応している。 

1 階は「ラーニングコモンズ」として、閲覧ブースに可動式の机と椅子を設置している

ため、学生がグループで課題に取り組む姿が見られる。また、教員からの要望もあり、授

業で利用する機会も増えている。 

図書館職員は、上野キャンパスに 2.5 名、長野駅東口キャンパス図書館は職員を夜間対

応の職員を含め 2 名体制で対応している。上野キャンパスは通常 18 時までの開館である

が、試験期間には 19 時まで延長している。また、東口キャンパスは長期休業中も実習の状

況に応じた開館時間（20：00 まで）としている。ガイダンスや図書館アンケートを通じて、

上野キャンパスの学生も利用可能であることや、資料の取り寄せのためのキャパス間配送

システムについて学生に周知しており、利用者も増加している。 

学内のコンピュータの授業や大学運営への活用について、教職員は学習成果の獲得に向

けて学内のコンピュータを利用し情報システムを有効に活用している。パワーポイントを

使用する授業も年々増加し、教室設備では常設コンピュータとプロジェクターの利用が必

須となっている。またコロナ禍により、オンライン授業やオンデマンド授業の実施にコン

ピュータ利用は必要不可欠となっている。令和 2(2020)年度春学期から実施したオンライ

ン授業の支援では、学内にスタジオを設け、操作に慣れない教員を技術面で支援した。ま

た、学生からの課題提出等は学生 e ポートフォリオシステム（Google Classroom）を有効

利用している。学校運営でも事務処理等はコンピュータを活用し、文書管理やデータ管理

を行っている。平成 21(2009)年度から学務情報システムが導入され、履修登録や成績登録

など Web 上で処理されている。令和 5（2023）年度には、学務情報システムのアップデー

トと学内ポータルの導入を実施した。情報システム利用に関する教職員からの質問事項は、

システム室職員が行っている。令和 6（2024）年度には、非常勤職員を含む全教職員が時

間無制限で Web 会議ツール「Google Meet」を利用可能となるよう、Google サービスのア

ップグレードを実施した。併せて、学内全体で利用可能なクラウドストレージの容量につ

いても増強された。 

学生は、情報教育の授業でコンピュータを利用している。授業時間以外にも学内に設置

されたコンピュータを利用し、レポート作成等で有効利用している。課題提出や資料配布

も学内のファイルサーバーを経由し、教員とやり取りが可能となっている。学内全域に無

線 LAN 環境が整備され、システム室に申請することによりモバイル情報端末でインターネ
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ットアクセスが可能となっている。情報システム利用に関する学生からの質問対応は、シ

ステム室職員が丁寧に行っている。教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、

SJC-Net（清泉女学院ネットワーク）講習会を毎年実施し、コンピュータ利用技術の向上を

図っている。 

 

［区分 基準Ⅱ-D-2 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅱ-D-2 の現状＞ 

学生が有意義な大学生活を送れるよう、学生ファーストに考えた学生支援を組織的に行

った。 

教職員の組織と支援体制の整備としては、まず、教員のオフィスアワー、セミナー制を

通じて定期的に個別面談を行い支援している。また、事務組織である「学生支援部」は、

学修支援、学生生活、通学に関すること、在籍に関すること、奨学金に関する相談、災害・

傷害保険に関すること、学生会活動、サークル活動の運営管理に関する支援、一人暮らし

の支援を行っている。また、学生生活を支援するため、学生指導と福利厚生を管轄する教

職員の組織として「学生生活委員会」が設置されている。学生生活支援講座の立案、学生

会活動の活性化支援、サークル活動の支援、施設設備の利用促進、生活安全や事故防止の

支援、一人暮らしの支援等を行っている。特に学生生活支援講座では、防犯講座、健康管

理、SNS の使用上の注意、ハラスメント等に関わる説明会、子宮頸がん予防講座、年金セ

ミナー等を企画し、学生が大学生活を送る上での有用な知識を身につける機会を設けてい

る。 

教学に関する事項は基本的にすべて「学生便覧」に記載されているが、教学以外の大学

の施設設備や学生活動支援に関することを集約してまとめた「MY CAMPUS GUIDE BOOK」を

毎年発行し、新年度開始時に新入生に配付している(備付-43)。小冊子化することで、学生

が日常的に携帯しやすいように配慮したものである。事例やケースごとの窓口や連絡先等、

より具体的に学生生活に即した情報を掲載しているのが特徴である。とくに近年問題とな

っている「ハラスメント」について、発生しやすい事例や注意事項、具体的な相談窓口が

記載されている。また、公式 HP の「ハラスメント防止のために」のページにおいても、ハ

ラスメントに関する定義と相談窓口、対処法に関する情報を掲載する等周知に努めている。

また、これとは別に注意事項を補う目的で外部発行の小冊子「学生生活スタートブック」

を新入生のオリエンテーション時に配付し活用するよう周知している。詐欺・悪質商法へ

の注意として消費者教育や、ローンやクレジットの理解、成人年齢引下げに伴う注意など

が掲載されている。令和 7(2025)年度は防犯講座の際、大学生活のリスクとハラスメント

対策についても理解と注意を促した。 

クラブ活動、学園行事、学生会等の支援体制は、以下の通りである。本学の「学生会」

は、7 つの委員会（学科委員会、清泉祭実行委員会、静修会委員会、生活環境委員会、福祉

委員会、イベント委員会、学生生協委員会）と、スポーツ系と文化系のクラブ・サークル

で構成され活動している。 

学生会の最高議決機関として代議員会が設置され、議長ならびに総務会役員の選出、委

員会ならびにクラブ予算案と決算案、学生会規約の改正等を行っている。総務会は、各委
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員会・サークルの掌握・統括・連絡・調整にあたる。また、学生会では学生会活動の理解、

活性化のための学生総会を開催している。例年 12 月から新旧役員の引き継ぎが行われ、そ

の後、新体制役員で「学生会リーダー研修会」を実施、昨年度は学生交流をメインとして

併設大学の役員も交え活動に向けた士気を高め、参加した学生からは好評を得た。学生会

役員が活動する場として「学生会室」があり、学生会専用の PC 及び印刷機、コピー機が常

設され、学生会活動に役立っている。併設大学の学生会室も隣接し、短大学生会と 4 年制

学生会の交流の場ともなっている。 

令和 7(2025)年度のサークル数は、文科系 15、スポーツ系 5 であった。各サークルには

顧問となる教職員が 1 名配され、学生会予算にサークル活動の予算が計上されており、サ

ークル活動の支援をしている。また、限られた施設で各サークルが活発に活動できるよう

に、学生会が中心となって使用時間と活動場所等の調整をしている。施設利用方法は、各

施設の入り口に掲示し学生へ周知している。「ひょうしぎの会」というサークルは紙芝居

を近隣の施設等で披露し、地域活動を盛んに行っている。また「ダンスサークル」も地域

の要請で秋の地域イベントやクリスマスイベントに参加した。「バスケットサークル」も

多くの今年度多くの大会に参加するなど精力的な活動を行った。毎年 10 月の清泉祭実行

委員会による学園祭「清泉祭」においては、当日は地域の方、保護者、卒業生など多くの

方の来場があった。幼児教育科は表現発表会などを行い、学習成果の発表の機会としてい

る。 

 学生のキャンパス・アメニティへの配慮として、学生食堂はカフェテリアに開設し、運

営は外部業者に委託している。「世界を旅する学食」をコンセプトに毎日、学生に人気の

メニューとして、世界各国の美味しい料理がリーズナブルに提供されている。学内の売店

として、清泉大学生協購買書籍部「どんぐり」が開設されている。生協は、書籍、食品そ

の他学生の日常生活における必需品を取扱い、10 時 00 分から 16 時 30 分まで学生に利用

されている。立地上、近隣にコンビニ等が無いため学生には日常的に必要な売店となって

いる。 

学生がキャンパス内で落ち着ける居場所として、平成 30(2018)年度に総 2 階建ての「イ

グナチオ館」を新設した。各階 40 名ほどの椅子とグループ形式のテーブルを設置してお

り、昼食時はカフェテリアとマリアンホールの次に学生が多く集まる場所となっている。

イグナチオ館 1 階西側にはテラスもあり、木製テーブルとイスが設置され、天気が良い時

にはパラソルのある気持ちの良い休息の場となっている。その他、ラファエラ館 2 階には

「ほっとるーむ」があり、主に幼児教育科の学生が清泉祭の前には「表現発表会」の準備

作業をするため、この場所を利用している。 

その他、防犯上、体育館更衣室に貴重品管理用のダイアル式無料ロッカーを設置し、盗

難防止に学生が利用できる環境を整えた。 

下宿学生への配慮として、一人暮らしをする学生には、本学推薦のアパートの情報を入

学前に提供をしている。また、「一人暮らしの生活講座」を春学期は新入生対象、秋学期

は全学年対象を対象とし、年 2 回対面で開催し健康管理や困った時の対応のほか一人暮ら

しの学生が手軽に作れる安価で栄養価の高い料理作りやグループワークでは参加者同士の

意見交換や教職員からの一人暮らしの生活上でのアドバイスを行った。ほかに「春の学生

生活支援講座」では、生活の中での困りごと～もしもの時、どうする？～をテーマに、併
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設大学看護学科の教員が災害時への対応と備え、体調不良時や緊急時の具体的対処法など

わかり易く教えていただいた。講座終盤には実際の防災グッズに触れたり、備蓄用の食材

や菓子を試食して実体験を通じた学びを深めた。 

通学の支援として、最寄りのしなの鉄道北しなの線「三才駅」から本学まで、朝 4 便の

無料スクールバスと朝 6 便の本学専用マイクロバスの運行を行っている。帰りは、春・秋

学期とも本学専用マイクロバス 2 便を三才駅まで運行している。「学生生活アンケート」

で要望の多かった 2 時限目に間に合う通学バスの運行を試験的に実施し、その後、学生に

も好評であることから、継続して運行している。また、本学専用のマイクロバスは、台風

や大雪などの天候急変に対応した臨時の送迎や、学外授業やサークル活動、課外活動等で

の活動場所までの学生の移動等に有効活用されている。 

その他、通学定期代金の支援も実施している。長野駅と本学との間の「長電バス」の定

期券購入代金の 20％を補助金として学生に支給する制度がある。この区間を利用している

ほとんどの学生がこの制度を活用している。また、自動車通学を希望する学生には約 100

台収容の有料駐車場を設け対応している。臨時に利用したい学生のためにも臨時駐車場の

スペースを確保し、常時対応している。また、自転車専用の駐輪場、オートバイ専用の駐

輪場を設置し利用学生への便宜に努めている。臨時駐車場が満車になった日には、一時的

に教職員駐車場を開放するなどして学生の便宜を図ることもあった。駐車場の利用状況は、

毎月、学生生活委員会に確認・報告している。一方、土日・祝日や大学の長期休暇の期間、

休業日には、契約駐車場・臨時駐車場ともに無料開放しており、学生は自由に駐車するこ

とができる。 

奨学金等、学生への経済的支援の制度として、本学では日本学生支援機構の奨学金のほ

か、本学独自の奨学金として、経済的に奨学金を必要と認められる学生へ無利息で貸与す

る「泉会(保護者会)奨学金」、「親泉会(卒業生の父母会)奨学金」がある。また、経済的

に学費相当額の奨学金が必要と認められる学生に無利息で貸与する「泉会学費奨学金」、

家計事情の急変により経済的に学業を継続することが困難となった学生には「緊急奨学金」

制度を設け対応している(提出-2 P27)(提出-11)。 

さらに給付型の奨学金制度として、建学の精神に基づき人格、成績ともに優秀な学生に

は「ラファエラ・マリアスカラシップⅡ(在学型)」がある。これは、エントリーした学生

のから各科各学年 3～5 名を、成績や学内での活動状況に基づき各科が推薦し、「奨学金運

営連絡委員会」で選考され、一人当たり 10 万円を支給している。学生にとっては入学後の

学習意欲の向上につながっている。これに加え新しい入試制度の導入に伴い、「ラファエ

ラ・マリアスカラシップⅠ‐①（入学時選考型） タイプ 2」を作り、令和 3(2021)年度入

試からは金額を入学金全額相当額に変更し、奨学金として受給者を大幅に増やして支給し

ている(提出-9②)。 

本学の外郭団体による「泉会（在学生の保護者会）」が社会的、対外的に貢献する課外

活動や学内活性化に寄与した活動を支援する「学生会活動助成金制度」を設けており、令

和 7(2025)年度は 5 団体がこの制度を利用した。その他、「親泉会（卒業生の父母会）」

による貸与奨学金制度がある。また、本学の設立母体である「宗教法人カトリック聖心侍

女修道会」による「教育支援給付奨学金」もある。 

「緊急奨学金」制度は、在学中に経済上の不測の事態が発生したことにより、学業継続
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が困難な学生に対して給付するものである。必要性が生じた学生に対して、学生支援部及

び担任教員が迅速な情報提供、アドバイス、交付手続き等の措置を取っている。令和

7(2025)年度からは、国による修学支援新制度として授業料等減免と給付型奨学金に加え

多子世帯給付型奨学金が開始となった。本学でも多くの学生の申請があり、学生への経済

的支援を行った。 

学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制として、心身の不調を訴

えている学生には、主に保健室と学生相談室で対応をしており、学生支援部の事務職員と

学生相談室担当教員と連携して継続した支援を行っている。学生相談室が保健室と同じ建

物（聖心館）内で隣接しており、相談の申し込みも保健室でできることから、学生にとっ

ての利便性は高い。令和 7(2025)年度の学生相談室の体制は、有資格の教員を含め 4 名の

カウンセラーで学生相談業務に当たった。学生相談室の利用方法は、カウンセラー在室時

間や申し込み方法を明記したリーフレットを作成して全学生に配付する(備付-45①)ほか、

学期初めのオリエンテーションの際わかり易く説明と案内を行っている。また、「学生相

談室会議」を月 1 回開催し、関係教職員で情報共有を重ね、相談体制と事例の検討を行っ

ている。 

学生相談室の情報紙「学生相談室だより」を年 5 回、定期的に作成し、全学生が閲覧で

きる電子掲示板や公式 HP に掲載すると同時に、学内各所にも掲示して、全学生に相談室の

利用を促す等の相談体制の周知を図っている。また、相談室を身近に感じてもらい「敷居

を低く」する目的で、体験型ワークショップを企画しており、令和 7（2025）年度春学期に

「ハーバリウムを作ろう」秋学期には「クリスマス・リース作ろう」を実施した。令和

7(2025)年度の学生相談室の年間利用者（短期大学）数は延べ 44 名であり、実人数は 5 名

であった。継続的に利用するケースが多く、利用学生にとっては大事なカウンセリングの

場として機能している。 

身体の健康に関しては、毎年全学生を対象とした健康診断を実施している。保健室に看

護師 2 名が交替で勤務し、学生の健康維持増進を図っている。とくに健康診断の結果は、

校医と相談しその指示の下、健康上の問題を抱えていそうな学生には個別に保健室が面談

を実施しており、修学に際して健康上の心配や問題はないか学生からきめ細やかなヒアリ

ングを実施し、面談の結果記録を保健室が保管し在学中の学生支援に役立てている(備付-

46)。令和 7（2025）年度は、保健室を利用した年間利用者数（延べ人数）は 1,676 名（短

大生 585 名）であった。病気等による一時的な対応だけでなく継続的に利用するケースが

多く、利用学生にとっては大事なカウンセリングの場としても機能している。 

学生生活に関する学生への意見や要望の聴取として、「学生生活アンケート」を毎年行

っている(備付-13③)。令和 6(2024)年度にアンケート内容を精査し、より学生の大学生活

実態や満足度を調査できる「学生生活アンケート」に変更した。アンケートの内容は、「学

生生活について」、「アメニティについて」、「職員の対応について」、「各科の設定項

目等について」などで構成され、スマートフォンで学生が回答できるシステムを導入して

いる。毎年、学生から寄せられた自由記述の意見に対しては、事務局各部署を含め関係部

局によって１つ１つ文章で回答したものを集計結果と一緒に学生にも開示している。自由

記述の中で学生からの要望の中には、予算上、実現は難しいものも多々あるが、順次可能

な事項から改善を心掛けている。アンケート結果は、各科とも学生生活や学修の満足度は
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おおむね良好と判断する。事務局に対する学生満足度の結果は各部署に報告され、検証を

行っている。各部署ではワンストップを目指し、学生目線の意見に誠実に耳を傾けること

を大切にしてさらに改善に努めている。 

「学生生活アンケート」の調査結果を受けた近年の主な施設等改善事項として、未整備

箇所の女子トイレ洋式化、昼食時の換気改善のための「マリアンホール」の大型換気扇増

設、電子レンジと給湯ポット増設、ホールおよび各教室の照明の LED 化、未整備教室とカ

フェテリアのエアコン更新工事、学内貸出し用モバイルバッテリー、ロッカー型充電器設

置などを行い、施設設備の改善を順次実施している。ほかに、孤立してしまう学生の居場

所として保健室に隣接した場所に休養スペースを確保した。また、令和 6(2024)年度に共

学化に備え、男子トイレの増設と更衣室の改修工事が行われた。 

留学生・社会人学生の学習支援、障がい学生への支援体制は以下の通りである。海外姉

妹校である韓国の漢陽女子大学から春・秋それぞれの時期にセメスター留学生を、国際コ

ミュニケーション科で受け入れている。宿泊施設として聖心館 2 階部分を留学生の宿泊ス

ペースとして改築し、毎学期 1～3 名のセメスター留学生を受け入れている。 

社会人入学生には、入学金半額減免措置や入学前に修得した他大学等での単位の読み替

え措置などの履修相談、学生生活全般についての相談等、学生支援部事務職員及び教務担

当教員が個別に対応している(提出-9)。長野県技術専門校から職業訓練保育士養成として

令和 5(2023)年度 2 名から受け入れを行い、令和 6(2024)年度の 1 名訓練生を受け入れた。

令和 8(2026)年度は外国籍の社会人 1 名を受入れる予定である。 

障がい学生に対する学内の支援体制は、令和元(2019)年度に「障害のある学生支援基本

方針」を制定し、公式 HP に掲載している(備付-47)。併設の 4 年制大学に車椅子の学生が

平成 26(2014)年 4 月から在籍したことで、廊下の段差の解消やエレベーター内の鏡設置な

ど、車椅子利用者の目線から改善に努め、学生生活委員会から学生情報とケア依頼が常に

発信される体制がこれ以降整っている。また、学習障害等の診断を受けた学生の学修・生

活支援も、在籍学科と連携し、非常勤講師への情報共有を含め、合理的な配慮を行ってい

る。また令和４(2022)年度に障がい学生支援に関する規程の制定、障がい学生支援マニュ

アルや留意事項を作成し、全学的な組織で支援する体制ができた。当該規程に基づく令和

7(2025)年度の「合理的配慮」の申請者数は、大学全体で 24 名、短期大学部で 5 名であっ

た。＜学修サポート体制＞ 

本学では、2025 年度から全学部（看護においては 1 年次対象）の学生を対象に学修サポ

ート体制を整備している。図書館（内容によっては面談室等を使用）にて支援員 2 名で週

5 日（午前・午後のみも含む）の体制で、主に学習面に不安のある学生やメンタル面等の

理由でサポートの必要な学生を対象とし、2025（令和 7）年度は 44 名（442 件）（うち短

期大学部の学生 9 名（61 件））の学生がサポートを受けた。具体的には、個々の状況にあ

わせて、レポート・課題提出の補助や出欠席の管理等を実施しているほか、保健室や学生

相談室等と連携し、メンタル面のサポートにも対応している。 

本学では、長期履修生制度を設けているが、こども学科」への改称にあわせ、より柔軟

な学修形態を導入するため、「長期履修学生制度」を活用した「特設 3 年コース」を 2025

年度入学生より導入した（詳細は基準ⅡD の特記事項を参照）。 

学生の社会的活動の積極的評価について、「保育者論」や「フィールドワーク」といっ
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た授業を通じた地域活動、また学生の主体的な活動としてボランティア活動が行われてい

るが、ボランティア活動の単位認定を実施している。これらは教養教育科目の「学外活動

単位認定科目」と位置付けられており、単位認定を希望する学生には、単位申請願と、活

動実績・レポートの提出が義務付けられている。令和 7(2025)年度の「ボランティア活動」

の単位認定者数は 0 名であった一方、海外研修に伴う単位認定者数は・大学全体で 22 名、

短期大学部の「海外研修 A／B」の認定は 3 名であった。 

 

［区分 基準Ⅱ-D-3 進路支援を組織的に行っている。］ 

  

＜区分 基準Ⅱ-D-3 の現状＞ 

学生が卒業後の自身のビジョンを描き、主体的に進路選択ができるよう、個々の学生の

希望や状況に応じた相談等を通してきめ細やかな支援を行っている。その結果、ここ数年

の就職環境や社会環境の変化に大きく影響されることなく、全体として安定的な進路決定

実績を達成している(備付-34)。 

就職支援のための組織として「キャリア支援課」があり、課長、センター職員 3 名の構

成で、就職活動を中心とした進路支援を行っている。個別ヒアリング・相談、各種ガイダ

ンス・セミナー等の実施運営及び求人の開拓・受付から情報提供を行っている。学内組織

として「キャリア支援委員会」を設置し、各学部・学科のキャリア支援担当教員、キャリ

ア支援課職員で構成して、月一回定例会を開催し、学生動向の把握、就職・進学支援計画

の策定、活動の報告、問題点や課題の洗い出しを行い学科・部署間の連携を図っている。

また、キャリア支援課とこども研究セミナー教員による情報共有を随時行い、個別学生の

活動状況に応じて学科と課の緊密な連携体制を確立している。その他、教務課・学生課・

学生相談室・保健室と情報交換を随時行うなど、学生の個別の課題を共有して、効果的な

支援が展開できるよう配慮している。 

キャリア支援課には、求人票ファイル、内定届ファイル、各企業・幼稚園・こども園・

保育園・福祉施設・公務別ファイル、就職関連冊子、編入学資料を整備している。就職内

定者が作成した「卒業生内定届ファイル」などは、選考試験の種別や面接で聞かれた内容、

後輩へのアドバイスが記載されており、貴重な情報源として活用されている。「就職関係

掲示板」のほか、学内ポータルサイトを通じて個々の学生に求人、就職活動イベントやセ

ミナーに関する情報をタイムリーに配信している。令和 5(2023)年度からは、公式 HP に学

校受付の求人票や就職説明会の情報への常時アクセスや体験談閲覧、個別相談予約、就職

活動･内定報告ができる就職支援サイト「清泉キャリアナビ」（キャリタス UC）を整備し

て一元管理を始めている。個別面談スペースは 2 か所あり、うち 1 室は個室である。学生

全員を対象とした個別ヒアリング、個別相談や面接練習及び履歴書の添削指導の際に使用

している。また、卒業後 3 年を経過した卒業生全員を対象にキャリア支援課がアンケート

を行い、就業状況、本学のキャリア支援、本学の学びが社会で活かされているかなど、デ

ィプロマポリシーの検証にも役立てている。毎年約 2 割の卒業生から回答がある(備付-48)。

この結果については、キャリア支援委員会を通じて各学科にフィードバックしている。 

こども学科は、保育専門職を希望する学生が 9 割以上を占めている。学科とキャリア支

援課が相互に連携し、求人情報と学生動向を共有して幼稚園・こども園・保育園・福祉施
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設等と学生のマッチングを図りながら求人の斡旋と支援を行っている。「進路ガイダンス」、

「先輩の活動体験を聞く会」を 1 年次秋学期から行い、進路選択や自分の将来をイメージ

しながら学習に取り組めるよう支援している。ほかに「就活マナー・面接対策講座」、「個

別相談」を就職活動の展開にあわせたタイミングで行い、学生の効果的な活動につなげて

いる。令和 7(2025)年度には、新たに「プレ進路準備ガイダンス」、希望者に「公務員対策

準備講座」を実施した。また、内定後の緩みや就業への不安を抱えがちな学生が意識を高

め希望を持って保育者として歩み出せるように、進路決定後の就業直前に「フォローアッ

プセミナー」を行っている。 

小規模短期大学の特性を生かし、学生との接触量が多く、ほぼすべての学生の特徴や希

望、活動状況の把握ときめ細やかな個別対応ができており、令和 7(2025)年度学生生活ア

ンケートでは、キャリア支援課を利用した学生の各種対応への満足度が 9 割強と高い結果

となった。毎年、実施した取組の振り返りを行い、就職環境や事業所の動向、学生の資質

や動向等の変化による課題を踏まえて次年度の具体的な改善方策と計画の見直しを図り、

さらなるキャリア支援の質向上に努めている。 

資格取得、就職試験対策支援として、学科の専門教育と関係の深い資格は、教育課程や

専門科目のなかで取得を支援している。キャリア支援課では、基礎力育成に関わる「日本

語検定」の運営を担当しているほか、「日商簿記検定」、「ファイナンシャル・プランニ

ング技能検定」等の事務業務を担当している。また、推奨実務資格については、検定料の

補助を行うなど資格取得支援にも力を入れてきた。 

令和 7(2025)年度卒業生の就職状況は、幼児教育科は就職希望者 64 人全員の就職先が決

定し、就職率は 100％である(備付-34)(備付-49)。就職希望者に対する保育専門職希望者

の占める割合は 98.4％であり、令和 7(2025)年度も高い結果となった。保育専門職希望者

の就職率は 22 年連続して 100％を達成したことになる。入学の段階から保育専門職を進路

希望先として選択する割合が例年高く、高い就職実績につながっている。また、就職先を

幼稚園・こども園、保育園別にみると、幼稚園、施設がやや減少したが、例年幅広い保育

分野への進路結果で推移しているのも本学の特徴である。就職活動前に、進路分野別の先

輩の活動体験を聞く機会を設けているほか、実習先以外の事業所見学や説明会への参加を

促すなど、進路選択の視野を広げるための支援等により各分野にバランスよく輩出するこ

とができている。 

国際コミュニケーション科は、令和 7(2025)年度の就職希望者 27 人全員の就職先が決定

し、就職率は 100％である。(備付-34)(備付-49)大半が地元の民間事業所一般職を目指し、

結果的に幅広い分野に就職している（就職・進学等進路状況推移表参照）。 

就職・進学等進路状況推移（令和 5(2023)年度～令和 7(2025)年度） 

令和 8(2026)年 5 月 1 日現在 

 
 

令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

実数 比率 実数 比率 実数 比率 

幼
児
教
育
科 

①  就職希望者数Ⓐ＋Ⓑ 87 100.0 68 100.0 64 100.0 

Ⓐ就職者数 87 
 
 

100.0 68 100.0 64  100.0 

内訳 

幼稚園 10 11.5 8 11.8 6 9.4 

こども園 23 26.4 20 
 

29.4 
 

24 
 

37.5 
 

保育園 34 39.1 20 29.4 
 

13 20.3 
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福祉・施設 11 12.6 7 10.3 4 6.2 

一般企業 1 1.1 2 2.9 1 1.6 

公務・その他 8 9.2 11 16.2 
 

16 25.0 
 

Ⓑ就職未定者数 0 － 0 － 0 － 

②  進学・留学 0 － 2 － 
 

4 － 
 

③  その他 1 － 2 － 1 － 

卒業者数①＋②＋③ 88 － 72 － 69 － 

国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
科 

①  就職希望者数Ⓐ＋Ⓑ 44 100.0 24 100.0 27 100.0 0.0 
0.0 

Ⓐ就職者数 44 100.0 24 100.0  100.0  

内訳 

建設・不動産 2 4.5 1 4.2 
 

0 － 
 

製造 4 9.1 5 20.8 2 7.4 

卸小売 11 25.0 5 20.8 8 29.7 

金融・保険 8 18.2 3 12.5 
 

5 18.5 
 

情報通信・運輸・エネルギー 5 11.4 5 11.4 
 

6 22.2 
 

サービス 12 27.3 3 
 

12.5 6 
 

22.2 

公務・教育・団体・医療福祉 2 4.5 2 8.3 0 － 

Ⓑ就職未定者数 0 － 0 － 0 － 

②  進学・留学 7 － 12 － 4 － 

③  その他 6 － 2 － 5 － 

卒業者数①＋②＋③ 57 － 38 －  － 

合
計 

①  就職希望者数Ⓐ＋Ⓑ 131 100.0 92 100.0 91 100.0 

Ⓐ就職者数 131 100.0 92 100.0  100.0 

Ⓑ就職未定者数 0 － 0 － 0 － 

②  進学・留学 7 － 14 － 8 － 

③  その他 7 － 4 － 6 － 

卒業者数①＋②＋③ 145 － 110 
 

－ 105 
 

－ 

 

進学・留学希望者には、キャリア支援課が相談窓口となっている。大学編入、進学およ

び留学の目的を明確にし、情報提供と進学担当教員の紹介及び志望の専門分野教員からの

指導を受けられるよう支援している。4 年制大学への編入には、姉妹校・指定校推薦等の

情報提供も行い、希望者の相談に応じるとともに、関連の手続きと支援を行っている。大

学編入学数は年度によってばらつきはあるが、令和 7(2025)年度は、姉妹校を含め幼児教

育科 4 名、国際コミュニケーション科 8 名と比較的高い実績となった(備付-49) 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-D 学生支援の課題＞ 

年々、基礎学力や子どもや生活に関する体験量の二極化が進む現状に対して、保育者へ

の意欲を高め、自ら進んで自己学修を進めるための個別支援が必要となる。また、ピアノ

技能の格差を埋める方策として、保育演習棟のミュージックラボラトリーでの初心者向け

授業が開始されたがその効果と課題を見極めたい。 

クラス担任制度を廃止し、各学年ともにセミナー制へと移行したが、学習上の悩みなど

の相談にのり、適切な指導助言を行う体制として十分に機能しているかを常に検証してい

きたい。 

学生の生活支援、サークル活動や学生会活動など学生主体の活動等を支援する体制の今

後の課題は、学生生活上のサービスを学生の視点からその在り方を検討し、学生支援に役
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立てることである。具体的には、①学生相談件数が質・量とも増加していることを踏まえ

た学生相談室および学修支援体制の整備、②問題を抱える学生の早期発見と支援及び中途

退学者の防止、③限られた施設設備を有効活用した、学生の居場所や自由なスペースの確

保、等の課題がある。①は保健室と学生相談室との連携を学生支援部が中心となって強化

すること、②は欠席状況の早期の把握や各科教員との連携をさらに強化すること、③は今

年度から全学共学化されたこともあり、学生の福利厚生のためのさらなる施設設備の改善

の計画的な検討の継続が必要となる。ほかに、学生の自治組織である学生会を併設大学と

統合する方向で検討を始めており、さらなる活動の活性化を目指している。 

2 年間で系統的に学生のキャリア形成を促し、学生が自ら考え行動できるような支援体

制づくりを進めるために、キャリア支援課と教員および関係する授業との効果的な連携や、

産学官との連携の推進を図ることが課題である。そのために、雇用・就職環境の変化にも

柔軟に対応できるよう、きめ細やかで効果的な支援体制をさらに整備していくこと、多様

な特性をもつ学生や就労が困難と思われる学生、障がいを抱える学生など進路に困難を抱

える学生に対して有益な支援を行えるように、就職先との関係の強化と学内における学生

相談室および他部署との連携、訪問しやすく相談しやすい環境をさらに整えること等が重

要となる。 

 

＜テーマ 基準Ⅱ-D 学生支援の特記事項＞ 

１．国際交流活動の展開 

本学は、令和 7(2025)年度現在で、海外 4 大学と姉妹校、学術交流協定を結んでいる。

韓国ソウル市の漢陽女子大学とは平成 6(1994)年の姉妹校締結から 31 年が経過、この間ほ

ぼ途切れることなく双方向の活発な交流が行われてきた。 

2020 年春からのコロナ禍のため国際交流活動は中断し、令和 2(2020)年度よりオンライ

ンプログラムを用意し、総計で約 80 名の参加があった。令和 4(2022)年度は春休みには 3

年ぶりに、通常の海外研修プログラムをオーストラリアで実施し、3 名が参加した。派遣

事業は、短期海外研修プログラムとして、これまでカナダ、韓国、モンゴル、台湾、オー

ストラリア、カンボジア等の研修を実施し、例年 60 名前後が参加してきた(備付-51)が、

コロナ禍の後、円安によるプログラム料金の高騰もあり、成立しないプログラムも多く、

令和 5 年度の参加者は激減し合計 4 プログラムで 34 名、令和 6 年度はさらに減少し、夏

休みの韓国 11 名、春休みのオーストラリア 2 名、カンボジア 1 名の合計 14 名であった。 

セメスター留学制度は取得した単位が卒業要件として読替えが可能で、2 年間で卒業で

きる制度だが、併設大学を含めて韓国、オーストラリア、カナダなどに毎年 5～10 名が 5

か月程度の留学をしてきたが、コロナ後令和 4 年度以降その数は減少傾向である。令和

4(2022)年度の秋学期にようやく再開可能となり、姉妹校・提携校を含めて、英語圏（オー

ストラリア、カナダ）に 3 名（短大のみ）、韓国に 8 名（うち短大 5 名）が参加したが、

コロナ明けは情勢も様変わりし、令和 5（2023）年度は、カナダ 3 名（うち短大 2 名）、

韓国 1 名（学部）、6 年度はカナダ 1 名のみであった。 

留学生の受入事業は、平成 27(2015)年度より漢陽女子大学からセメスター留学生の受け

入れを開始し、お互いにセメスター単位で学生を送りあうシステムとなった(備付-52)。令

和 4 年度にはセメスター受入れを再開して秋 3 名を、続く 5（2023）年度には春 1 名、秋
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4 名を 6 年度は春 2 名、秋 3 名を受入れている。キャンパスに留学生がいる環境は、在学

生にも活発な国際交流活動の機会を与え、学生たちの異文化コミュニケーション能力育成

にもよい効果をもたらしている。 

学内で実施する International Café も各学期 2 回程度ずっと定期的に実施している。

特殊な激動の時期であり、本学の伝統ある国際交流を維持するためにも、特にオンライン

プログラムには助成金を満額、あるいは通常の海外研修にも参加費用の 2 割程度の助成金

を用意するなど特別の運用に努めている。 

 

２．こども学科の「特設 3 年コース」の導入と運用 

「こども学科」への改称にあわせ、より柔軟な学修形態を導入するため、「長期履修学生制

度」を活用した「特設 3 年コース」を 2025 年度入学生より導入した。典型として、「多様

な学び」の４つのパターンを想定している。①インターンシップ型＝３年目に現場経験を

多く積み、自信をつけて就職したい、②自己実現型＝２・３年目に、短期海外留学や長期

ボランティア、公務保育士試験に挑戦して、大学生活を充実させたい、③生活自律型＝経

済的な事情でアルバイト等が必要であり、時間割にゆとりを持たせ、大学と生活の両立を

目指したい、④個別支援型＝ゆとりある学修時間を確保し、じっくり学びたい、というも

のである。2026 年度では、在学時選択型希望者が 4 名、入学時選択型希望者が 2 名おり、

具体的な対応を行った。 

（１）２つの選択時期と留意点 

「入学時選択型」は入学時４月に、「在学時選択型」は 1 年次終了時３月に、「長期履修

学生変更願」と「長期履修学生学修計画書」を提出し、教員と面談し会議で決定する。「入

学時選択型」は、入学当初から 3 年間学修することになり、入学前に各学年の履修科目や

各実習の実施学年を決めておく必要があるため、入学前に履修計画の個別相談を行い、3 月

末の新入生オリエンテーション時に履修計画を内定している。「在学時選択型」は、1 年目

の学修を進める中で 3 年コースの選択を検討し、2 年目、3 年目の学修スタイルを決める

ことにり、1 年次秋学期で個別相談を行い、3 月末に履修計画を決定する。 

（２）科目の履修や実習の実施 

1 年次は、専門教育科目は原則として 2 年課程とほぼ同一の履修、教養教育科目の履修

は自由とするが、3 年コースの選択理由によっては例外が認められる。2 年・3 年次では、

各学年で自由に科目選択が可能（学年指定科目、実習に履修が必要な科目等を除く）とな

る。また、学外実習の年間の実施時期（月）は２年課程の実施時期と同じであり、1 年次の

実習は教育実習（1 回目）、保育実習Ⅰ「保育所実習」の実施を原則とするが、選択理由に

よっては例外を認めている。２・３年次の実習は、教育実習（2 回目）、保育実習Ⅱあるい

はⅢ、児童館実習は、２年目に実施するか、いつくかの実習は３年目に実施を変更できる。 

（４）履修計画の留意点 

選択科目（選択必修科目）の履修では、追加履修（2 つ目の選択）も２～3 年目で可能で

ある。また、同一時間帯に並んでいる選択科目の追加履修も 3 年目で可能となるので、自

分の得意分野を伸ばす、あるいは課題となる分野を補うための「時間的余裕」という観点

から、積極的な追加履修も視野に入れる。 

とくに 3 年目における希望する「時間の使い方」に応じて履修計画を検討するが、学修
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状況の確認や進路指導、生活リズムの確保の観点から、2 年目、3 年目は春・秋学期ともに

週２日程度の登校日（学外活動等の特別な事情の場合は１日程度）となるよう必修科目・

選択科目の履修を調整することを予定している。 

 

＜基準Ⅱ 教育課程と学生支援の改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の実施状況 

以下が、前回認証時の改善計画の柱である。 

Ⅰ．各種ポリシーに従った学科の学位授与の方針にしたがい、単位認定、免許・資格授与

の厳格運用 

Ⅱ．共通教育科目について「学修成果」を明確に設定し、カリキュラム・マップやシラバ

スに反映すること 

Ⅲ．成績評価基準の公正化と厳格運用 

Ⅳ．授業評価アンケートや相互参観による各科 FD 活動の活性化 

Ⅴ．専門教育、教養教育をキャリア支援に結びつけていくために、学生自身の主体的な学

びを促す教育実践への取り組み 

Ⅵ．充実した学生生活を送るために、学生活動の場（サークルや学生会など）や生活の場

としての食堂やフリースペースの改善 

以下に令和 5(2023)年度までの改善状況を示す。 

「第 2 期中期計画」に示された「3 ポリシーの再検討（確認）及び学修成果の検証・評

価」を受け、まず、短期大学全体の共通教育及び各科の「基本方針」、「教育目標」、「三

つの方針」、「学生支援の基本方針」、「学修成果」を総合的に点検・見直しを行った。

つまり、前回認証評価時の改善計画Ⅰ及びⅡは、平成 29(2017)年度までに計画通りに進め

られた。一方、平成 30(2018)年度以降は、改善計画Ⅲ～Ⅵの項目についての改善を行った。

Ⅲでは、今まで曖昧であった GPA 制度を規程化し、その GPA 制度を利用して退学勧告基準

を設定した(備付規程-18)。また、令和 5(2023)年度より、秀（S）の認定評価基準を変更

し、上位 5％程度から上位 10％程度に評価対象枠を拡大することが決定した。Ⅳは、授業

評価アンケート項目の一部を変更し、授業時間外の準備学習時間を問う項目を追加し、科

目ごとの学修時間の実態把握が可能となった。また、令和元(2019)年度及び令和 2(2020)

年度では、「教員相互の授業参観」を実施し、各科 FD 活動の活性化を促進した。Ⅴでは、

「主体的な学び」を促すために「アクティブ・ラーニング教室」を一部の教室に配備した。

行動計画Ⅵでは、学生生活の場の拡張として「イグナチオ館」の新設を行い、さらに学食

管理業者の再選定を行い、より満足度の高い昼食メニューを提供できるようになった。 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

こども学科単科となった短期大学部の教養教育科目、専門教育科目ともに継続的な見直

しを図りたい。教養教育では、社会情勢を踏まえた「科目ラインナップ」を検討、改善す

る。こども学科専門教育科目では、保育者養成の教育課程の質的向上と、単位認定や成績

評価の更なる適正化、また、その他の諸資格の効果の検証や、保育実践力の基礎となるア

クティブ・ラーニング等の教育方法を検証、評価する。 

こども学科では、新たな「学修成果」とカリキュラムをつなぐ「11 の指標」を再設定し
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たが、引き続き学修成果自体を定期的に検証するとともに、「11 の指標」が保育者として

の資質・能力の基礎として十分かどうか、また重点的に育成すべき指標とは何か等を検討

し、学生個々の獲得状況を把握する「学修成果ルーブリック」を検討、試行したい。 

短期大学部こども学科として、再設定されたアセスメント・ポリシーに基づく評価・検

証の PDCA サイクルを２つの区分（短大全体および学科、各科目）で適切に継続的に運用し

ていくことが課題となる。また、アセスメント・ポリシーの主要な評価指標を改めて検証、

設定していく必要がある。 

授業評価の質問項目について、次年度より３つの質問パターンで実施する予定であるが、

その有効性や評価結果の活用方法、FD 活動への反映など検討、試行していく。 

 募集定員を確保するため、各高校の進路指導担当教員との情報交換を促進する。また、

入学後の中途退学や進路変更といったミスマッチの防止に努める。こども学科では、志願

者数の回復・維持と質の確保が課題であるため、高校からの調査書や課外活動等の評価方

法を工夫し、また、県内の私立幼稚園協会や県保育連盟とも連携した保育職の魅力等の発

信を強化する。 

（１）FD 活動の活性化と組織的な学習支援の推進 

学修成果の獲得に向けて、シラバスの「学修到達目標の達成」や「アクティブ・ラーニ

ング」を中心とした授業方法の工夫、授業外学習に関する「学生授業評価項目」を有効に

活用し、授業改善に結びつける。また、非常勤講師を交えた更なる FD 活動の展開や授業相

互参観の拡大と定着を図る。そして、さらなる充実した組織的学習支援を推進する。 

（２）教学関連環境の整備と改善 

教務事務関連では、事務マニュアルや規定の整備をより一層促進させる。図書館では、

資料検索ガイダンスの実施時期の検討、授業における教員との連携を強化、学生利用率の

向上、図書館資源を活用した広報・企画の立案を行う。情報システムでは、学生の利用内

容の多様化・高度化に伴い、可能な限り要望に応えるべく、個別支援を図る。さらに、短

大全体として、教職員の ICT 活用能力の向上、情報セキュリティ意識の向上を図る。また、

教職員間の情報共有を円滑化するため、グループウェアの導入を検討する。 

（３）学生生活支援の改善 

学生生活上のサービスに関して、学生の視点からその在り方を検討し、学生支援体制を

強化する。具体的には、①学生相談の内容が質・量とも増加していることを踏まえた学生

相談室体制の充実、②問題を抱える学生の早期発見と支援及び中退者の防止、③限られた

施設設備を有効活用した、学生がくつろげるスペースの確保、等の検討を行う。また、サ

ークル活動等の活性化、福利厚生施設等の改善を検討する。 

（４）進路支援の改善 

2 年間で系統的に学生のキャリア形成を促し、学生が自ら考え行動できるような支援体

制づくりを進めるために、キャリア支援課と教員との効果的な連携や産学官との連携の推

進を図る。一方で進路に困難を抱える学生に対して、学生相談室との連携、訪問しやすく

相談しやすい環境を整える。また、現在多方面で課題となっている早期離職等の実態把握

に努める。 
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【基準Ⅲ 教育資源と財的資源】 

 

［テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

備付資料 3 HUMANITAS CATHOLICA、13 学習成果アセスメント資料、 

54 教育研究業績書、55 公式 HP「情報公開（短期大学）」、56 非常勤教員一覧表、 

59 外部研究資金の獲得状況一覧表、60 公式 HP「外部資金の獲得状況」、 

61 清泉女学院短期大学研究紀要、62 公式 HP「清泉女学院リポジトリ」、 

63 専任職員の一覧表、64 SD 報告書、65 危機対策本部会議議事録 

備付規程 42 組織編制・職制規程、 

46 清泉女学院短期大学ファカルティ・ディペロップメント委員会規程、 

70 教員選考規程、80 研究倫理規程、81 研究における不正行為防止・対応規程、 

83 教員勤務規程、101 公的研究費運営・管理規程、 

102 個人研究費及び共同研究費等運用・管理規程、142 公的研究費監査規程 

 

［区分 基準Ⅲ-A-1 教育課程編成・実施の方針に基づき教員を配置している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-1 の現状＞ 

運営管理統括としての学長のもと、学長を補佐し運営管理の統括職務として副学長及び

短期大学部長を置くほか、こども学科と国際コミュニケーション科に各科を代表し科内連

絡調整の職務を担う科長を置いている。併設大学の看護学部の新設に伴い、組織としての

短期大学は維持しつつも、大学運営面で短大・大学を一体的に運営する必要から、令和元

(2019)年度より新たに短期大学部長を置くよう規程を改正している。令和 7 (2025)年度の

全学的な改組に伴い、短期大学の名称を「清泉大学短期大学部」、幼児教育科の名称を「こ

ども学科」と変更している。 

教員組織は、令和 7(2025)年度は、短期大学設置基準に定められた基幹教員数の 11 人

（うち教授職 4 人）に対して、12 人（うち教授職 6 人）であり、短期大学設置基準を充足

している。 

教育課程編成・実施の方針に基づき、専任教員と非常勤教員（兼任・兼担）又は基幹教

員とその他教員を配置している。各科の専門教育科目、教養教育科目ともに、教育課程編

成・実施の方針に基づいて専任教員と非常勤教員を配置しているが、それぞれの「主要科

目」は、専任教員が主に担当している。外国語科目や特定の実務能力や高い技術的能力を

伴う科目、少人数クラスに分かれて行う科目等は専任教員と連携、分担しながら非常勤講

師が担当している。令和 7（2025）年度の非常勤講師数は、教養教育科目では 6 名、こど

も学科の専門教育科目では 17 名（うち１名は併設大学専任教員）、国際コミュニケーショ

ン科（2025 年度に廃止）の専門教育課程は 10 名（うち１名は併設大学専任教員）となり、

学外からの非常勤講師の実数は 33 名（併設大学専任教員２名を除く）である。 

専任教員又は基幹教員の職位は、真正な学位、教育実績、研究業績、制作物発表、その

他の経歴等、短期大学設置基準の規定を充足しており、研究業績等を含め公式 HP 上で公表

している(備付-54)(備付-55)。職位は、「教員選考規程」で「教育研究上の業績のある者
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又はその能力があると認められる者で、その資格は、大学設置基準第 14 条、第 15 条、第

16 条および第 16 条の 2 に準じて任用する規定している(備付規程-70)。 

非常勤教員又は基幹教員以外の教員の採用は、平成 30(2018)年 4 月に改正した「教員選

考規程」に従って適正に行われており、原則として専任と同等の資格が求められている。

なお、専任教員、非常勤講師ともに「公募」による選考を原則としているが、「教員選考

規程」では、「学長が特に必要と認める場合には、前項にかかわらず、理事長の承認を得

て採用等を行うことがある」（第 6 条の 2）と規定され、とくに特定の実務・技術、その

他特定の専門分野の非常勤講師の採用は、県内の他の高等教育機関の教員、あるいは各科

の推薦等により公募によらない選考、採用となるケースもある。 

補助教員は置いていないが、こども学科の教育実習・保育実習（保育所・施設）・児童

館実習等について、教務学生部の職員を担当者として配置し、実習先及び実習生に関わる

連絡事務を行っている。 

教員の採用、昇任、任期制教員の再任用は、平成 30(2018)年 4 月に改正した「教員選考

規程」の定めるところにより適正に行っている。専任教員の昇任及び再任用は、「教員選

考規程」で「昇格、再任用及び契約更新における審査は、別表 2「昇格及び再任用の業績審

査基準等」により行う」（第 11 条）と規定し、別に定める「昇格及び再任用の業績審査基

準等」において、「教育に関する事項」、「研究に関する事項」、「管理運営及び社会貢

献に関する事項」ごとに、昇任基準や審査項目等を具体的に定め、それらに基づき適正な

手続きを経て決定している。令和 5(2023)年度から 3 年間の短大専任教員の採用、昇任、

任期制教員の再任用の実績は以下の通りである。 

＜教員採用状況表＞ 

 新規採用 昇任 任期制教員の再任用 
令和 5(2023)年度 なし 幼教 教授 1 

幼教 准教授 1 
なし 

令和 6(2024)年度 なし なし なし 
令和 7(2025)年度 こども 講師 1 名 なし こども 講師 1 名 

 

［区分 基準Ⅲ-A-2 教員は、教育課程編成・実施の方針に基づき教育研究活動を行ってい

る。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-2 の現状＞ 

専任教員・基幹教員の研究活動として、専任教員・基幹教員は学科の教育課程編成・実

施方針に基づく教育課程における担当科目、また、自身の専門領域で積極的に研究活動を

行い、専任教員が所属する関連学会等を通じて発表している論文や、学内における共同研

究及び科研費への申請等を含め、教育方針や専門領域に基づいた研究として成果を上げて

いる。専任教員の研究活動の成果は、年度末に「教育研究業績書」を更新・保存し、併せ

て公式 HP 上に業績を公開してきた(備付-54)(備付-55)。令和 2(2020)年度からは、教育研

究業績を「Research Map」に掲載することで開示をしている。 

科学研究費補助金等の外部資金助成事業への申請・採択状況は、令和 5(2023)年度は研

究代表者、研究分担者が各 1 名で、科研費以外の外部研究費等を獲得している教員はいな
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い。令和 6(2024)年度はひらめきときめきサイエンスの研究代表者、基盤 B の研究分担者

が各 1 名で、科研費以外の外部研究費等を獲得している教員はいない。(備付-59)(備付-

60)。令和 7(2025)年度は、基盤 C の研究分担者が 1 名採択されている。また、科研費以外

の外部研究費等としては、教育研究の奨励を目的とする奨学寄附金を 1 件受け入れた。 

専任教員の研究活動に関する規程は、研究費の不正使用防止、研究倫理の充実等を目的

に整備を進めている。研究活動に関する規程は、平成 25(2013)年度に研究促進、研究費の

利便性の向上と管理の充実、学内と公的研究費の取扱い共通化を目的に、研究関係規程体

系を見直し統廃合した。また、研究費の取扱いをまとめ、「研究費取扱基準」を定めてい

る。平成 26(2014)年度には、「研究倫理規程」、「研究における不正行為防止・対応規程」、

「公的研究費運営・管理規程」、「公的研究費監査規程」等の規程を整備し、研究に関わ

る不正行為の防止・対応及び公的研究費の不正使用防止に関する体制、手続、発生した場

合の対処方法等を定めた(備付規程-80)(備付規程-81)(備付規程-101)(備付規程-142)。ま

た、平成 28(2016)年度には、個人研究費の使用方法を変更し、公的研究費と同様に不正防

止の牽制が効く制度に変更するための規程を整備した。さらに、令和 2(2020)年度には、

より効果的な研究支援制度を実現させるため「個人研究費及び共同研究費等運用・管理規

程」を改定し、令和 3 (2021) 年、令和 5 (2023) 年にも、一部改定を行った(備付規程-

102)。令和 7（2025）年には、研究活動の透明性を確保し、公的資金による研究成果の適切

な管理・利活用を促進するため、全学的な「研究データ管理・公開ポリシー」を策定した。

また、文科省が定める「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針 」におい

て、多機関共同研究を実施する際は、一つの倫理審査委員会がまとめて審査を行う「一括

審査（中央一括審査）」が原則として義務化されたため、「研究倫理審査委員会規程」を

整備した。 

令和 3(2021)年 3 月に文部科学省より「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針」が示され、本学の研究倫理規程がそれに即しているのか学長より諮問を受け、

ワーキンググループでの検討を行い、その趣旨に沿って、令和 4(2022)年度に改定を行っ

た。 

専任教員の研究倫理を遵守するための取組として、研究倫理遵守及び研究費に関する研

修会を毎年開催しており、令和 3(2021)年度からは「研究に係る学内説明会及び研究倫理・

コンプライアンス研修会」をオンラインで行っている。令和元(2019)年度には、併設大学

に看護学部が設置されたことに伴い、研究倫理規程の改正を行い、より頻度を上げて研究

倫理審査ができる体制とし研究活動の活発化を図っている。また、「研究倫理委員会」で、

倫理に抵触することのないよう審査している。 

研究成果公表の場として、『清泉女学院短期大学研究紀要』、カトリックセンターの報

告書である『HUMANITAS CATHOLICA』がある(備付-61)(備付-3)。また、図書館では、「信

州共同リポジトリ」に参加し「清泉女学院リポジトリ」を構築しており、申請した教員は

著作を公開できる体制としている(備付-62)。研究紀要第 44 号（令和 7(2025)年度）の論

文８件をリポジトリへ新たに登録した。 

本学では建学の理念に基づき、本学教員の研究活動の活性化や助成、学外の研究者との

学術交流、研究成果の公開などを目的として「教育文化研究所」を設置し、運営は「教育

文化研究所運営委員会」が行っている（詳しくは基準Ⅲ-Ａの特記事項を参照）。また、教
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育文化研究所事務局を研究サポート部署と位置づけ、直接的な研究サポートのほか、共同

研究発表会の開催、国際学術交流会の開催等も行っている。学内共同研究の採択状況は、

令和 6 年度および令和 7 年度ともに各 1 件であった。 

専任教員の研究室は、広さに多少の差はあるものの個々に研究室を持ち、環境は整備さ

れている。専任教員の研究時間の確保は、「教員勤務規程」第 4 条に「学長の承認を得て、

本学以外の職務に従事できる日数は、原則として 1 週 1 日とする」という規定があり、そ

の 1 日を「研究日」として位置づけているほか、裁量労働制を採用し、裁量により研究時

間の確保ができる就業としている(備付規程-83)。 

研究費の支援は、個人研究費の使用上の利便性向上、共同研究費の応募促進のほか外部

資金の獲得を促進するために、競争的資金の獲得を目指す場合について研究費を増額する

措置を導入し充実を図っている。個人研究費は、各教員に毎年度支給される「個人研究費

1」と科研費の申請実績に基づいた「個人研究費 2」に区分されている。「個人研究費 1」

は職位等を問わず一律 40 万円となっており、「個人研究費 2」は年間 70 万円に増額する

制度となっている。「共同研究費」は、学内の教員による「共同研究費 1」と学内の教員と

学外の研究者による「共同研究費 2」に区分される。「共同研究費 1」は、重点研究課題と

して地域課題の解決やケアの文化に関する研究課題を設定し、学内の研究活動の促進を図

っている。令和 5 (2023)年度には、学内研究費規程を一部改正し、個人研究費 1 の使用枠

及び研究費使用区分等の使用限度額を令和 6(2024)年度から変更した(要備付 規程)。専任

教員の海外留学、海外派遣、国際会議出席等に関する規程の整備は行っていないが、「海

外出張規程」に基づき個人研究費による海外出張を行っている。 

 

［区分 基準Ⅲ-A-3 学習成果の獲得が向上するよう事務職員等を配置している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-3 の現状＞ 

事務職員は、事務をつかさどる専門的職能を有している人材採用を原則としているが、

その一方で業務における専門性の確保は、実際の業務遂行過程で修得することが多い。職

員能力の底上げを図る必要がある状況や、ノウハウ・専門性の高い業務の職員の交替等は、

専門的職能を有する人材採用を優先的に行っている。近時では、専門性の必要な部署の職

員の採用は公募により、高等教育機関での教務経験者を採用したほか、広報活動の強化を

図るため、教育・進学関連情報会社の経験者の採用や、システム室にシステム開発経験者

を採用している。 

事務職員の能力や適性を十分に発揮できる環境を整えるため、OJT、Off‐JT を通して、

職能開発を行っている。職能開発は、日々の業務における OJT を主としており、平成

26(2014)年年度から「目標管理制度」による職務能力評価と行動評価を通して育成してお

り、部署長による毎年 3 月の目標設定面接、5 月及び 11 月に半期ごとの成果評価面接を実

施している。個人の業務目標を、全体の事業計画や部署目標にリンクした高いレベルに設

定し、かつ達成度についても高いレベルの達成度を評価する仕組みとしている。「目標管

理制度」の目標設定、成果の評価は、管理者との面接を通して実施し、そのプロセスを通

して職務遂行のレベルアップを図っている。評価の「フィードバック面接」を人事管理の

重要ステージと位置付け、課題、期待される行動を伝えることで、単なる目標管理ではな
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い人材育成を行っている。また Off‐JT として、日本私立短期大学協会開催の各担当者研

修会のほか労務関係等の業務関連の研修会やセミナー等へ参加している。研修会等に参加

した職員は自らの業務に役立てている。 

職員の配置は、各部署の事務量、役割等を基に、職員の能力、適性、経験年数、意欲等

を勘案して決定している(備付-63)。平成 30(2018)年度の併設大学の看護学部設置に伴い、

4 人の職員を採用、既存の職員異動と合わせて長野駅東口事務室の体制を整えた。この人

事は、後継者育成、適性の発揮等を勘案して「中期計画」に基づいて実施している。また、

高等教育の修学支援新制度やコロナ禍への対応として経済的に困窮する学生への支援に向

けた国の制度が構築され、これに即応する人事も行った。今後も業務の質的、量的変更が

大きく起こる可能性があり、業務対応を優先した人事をしていく方針である。業務対応を

優先するためには、各業務に習熟した事務職員が対応する必要があり、事務職員の部署間

異動を行いにくい状況にあったが、令和 4（2022）年度には職員の育成と人事が固定化さ

れることによるリスクの軽減を目的としたジョブローテーションを実施した。 

事務関係諸規程について、組織関係規程、就業関係規程、管理関係規程等を整備し随時

見直しを行っている。平成 30(2018)年度には、「規程等管理規程」を制定して、規程等の

ルール体系を定めたほか、併設大学の看護学部及び大学院看護学研究科の設置にあわせて、

短期大学と大学の運営を円滑に行うため、組織の変更に対応した「組織編成・職制規程」、

「職務・権限規程」、「給与規程」等の就業関係規程の改正を行った。また、大学全体の

教育研究環境の防災対策、情報セキュリティ対策、ハラスメント防止等個別の規程を整備

しているほか、リスク管理全般についての規程を整備した。さらに諸リスクを一元的に管

理するため「リスク管理規程」を制定し、リスク管理マネジメントによりリスク管理 PDCA

を実施している。リスクに対する認識の変化、リスクの複雑化等に対応して具体化・高度

化を図り、実効性のある規程・マニュアルの整備を進めている。また、リスク管理規程に

基づき、今次のコロナ禍において「危機対策本部」を設置し、大きな混乱を招くことなく、

安全対策の立案と実施、遠隔授業の実施等の授業対応、学生への支援策等の具体的対応を

行ってきた。 

事務室、情報機器、備品等の整備は、事務スペースは 1 階と 2 階に分かれているほか、

図書館、システム室が分散しているため、情報の共有、指示の徹底等において手立てを講

じている。毎月の部署長会議、部署会議を実施しているほか、情報ネットワークシステム

の伝達手段により、経営の指示伝達、部署間での課題・情報共有は図られている。事務に

関する情報機器、備品等はほぼ揃っているが、必要に合わせて就業環境面の整備を随時進

めている。近時はハード面の環境整備に加え、業務の効率化、高度化を図るために必要な

アプリケーションの導入を行っているほか、増加する書類の整備のため事務棟の 2 階に新

たな保管場所を設けた。また令和 4（2022）年 9 月よりペーパーレス会議システムを導入

し紙資料の削減を行っている。また令和 5（2023）年 9 月より電子決済システムを導入し、

稟議申請等の決済の効率化を図った。特に長野駅東口キャンパスからの審議申請等の決済

の効果は大きい。 

業務の見直しでは、業務の継続性を確保するための人的なリスク管理の観点から見直し

を図り、各部署中期計画に業務マニュアルの作成を入れ、「SD 委員会」を中心にマニュア

ル作成の進捗を管理している。必要な業務マニュアルの作成はほぼ完了しており、今後は
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メンテナンスと実質的な業務の効率化・改善をしていくことになる。具体的な改善として

は、経理部門における伝票作成の省略や申請書類の改善の大きな改善のほか、事務処理に

おける手順の明確化などが行われ、効率化が図られている。 

学生と直接かかわりが深い学生支援部、地域連携センター、国際交流センター、図書館、

システム室等の事務職員は、「中期計画」や「業務マニュアル」の作成を通して、学生の

学習成果の獲得が向上するよう教員や関係部署と連携することを部署の役割として認識し、

目標管理において確認をしている。 

学生の成績記録等は「文書保存規程」に基づき保管管理している(備付規程-118)。永

久保存としている学生関連の書類には、入学及び編入学等の名簿、学籍及び成績その他学

生関する重要な書類、卒業及び修了者名簿並びに卒業生に関する重要書類等があり、その

ほか、関係書類も期限を定めて適正に保管している。 

 

［区分 基準Ⅲ-A-4 学習成果の獲得に向けて、教職員の役割や責任を規定している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-4 の現状＞ 

専任教員は、学生の学習成果獲得の向上のため、委員会活動運営を中心に学内関係部署

と連携している。教務委員会、学生生活委員会、キャリア支援委員会では学生の教育面、

生活面、就職・キャリア形成面において、修学支援における恒常的な関係部署事務職員と

の連携を緊密に図っている。また、複数の委員会に関連する課題については、学部長、科

長と事務局において調整を行い、各部署の役割を専任教員と事務組織が連携して果たして

いる。 

教育研究活動等に係る事務組織の責任体制は、以下の通り明確である。各部署の職務分

掌は「組織編制・職制規程」に明記し、さらに職務分担表により詳細な職務内容と担当者

が決められ、責任体制が明確になっている(備付規程-42)。また「職務権限規程」の「職務

権限明細」により各職位の職務権限を定め、権限と責任については規程に基づき厳格な運

用を行っている。 

このなかで事務組織は、附置施設関連部門と経営事務部門があり、経営事務部門には学

長直轄の部署が配置されている。平成 25(2013)年度に経営改革を進めるための組織改編を

行い、「経営企画室」を設置し、事務組織体制及び諸規程の整備を進める部署と位置付けた。

平成 28(2016)年度の改編では、経営企画室と監査室を学長直轄の組織として明確にしたほ

か、教務学生課も教務課と学生課への分離、広報部に入試広報課と高大連携課の設置を行

い、機能と責任を明確にした。また、教学マネジメントの実効性を確保するため、平成

30(2018)年度には学長直轄の「IR 室」を設置し、令和元(2019)年度には学長のガバナンス

機能の強化を図るため、「学長室」を設置し体制整備を進めてきた。その後、令和 3（2021）

年度に学長補佐室とした。また、令和 4（2022）年度には教務学生部をキャリア支援セン

ターの業務を兼ねた学生支援部として事務部門の組織改編を実施した。 

 

［区分 基準Ⅲ-A-5 教職員等の資質、教育能力、専門的能力等が向上するよう組織的な研

修を実施している。］ 
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＜区分 基準Ⅲ-A-5 の現状＞ 

（1）SD 活動は、平成 25(2013)年 7 月に、大学の管理運営と教育・研究支援に向けた事務

職員の意識改革、資質の向上を図ることを目的として主要な部署管理者を委員とする「ス

タッフディベロップメント委員会規程」を制定している。SD に関する「中期計画」では、

業務改善を第一の目標に掲げて業務改善における提案を行うほか、教育研究支援のための

「三つの方針」の理解、財務状況の理解、短期大学が置かれている現状に対する共通理解

等に関する諸施策及び学生生活アンケート（学生満足度）の実施による評価を掲げている。

令和 3（2021）年度に当該規程を改正し、規程上明確に職員に教員を含めることとし、教

員の SD 活動への参画を促す内容とした。 

近年の主な SD 活動として、平成 29(2017)年度から「学生生活アンケート」の結果に関

する改善策を、令和 2(2020)年度には、春学期職員会議「第 3 期中期計画の確認、本学の

財務状態、財務諸表の見方に関する説明会」、10 月に三大学 SD 情報交換会、2 月に事務マ

ニュアル見直しによる事務リスク軽減会議（部署長・代表者）を実施している(備付-64)。

FD・SD 共同の研修会として平成 29(2017)年度からは、学生支援、職場環境の改善に関する

研修会、令和 2(2020)年度には、「ハラスメント研修会」を、令和 5（2023）年度には学生

に対するハラスメント防止と学生満足度向上を目的とした「接遇マナー研修会」を実施し

ている。令和 6（2024）年度には「教職員が互いを大切にすることで生まれる新しい職場

を構築するために」をテーマとする研修会を開催した。さらに、校務 DX 化に関する理解促

進と意識向上を目的として、令和 7 年 7 月 31 日には、全教職員を対象とした SD 研修会「校

務 DX 化について」を開催した。研修会では、事前に実施した教職員アンケートの結果を共

有し、校務における現状の課題やニーズについて全学的な認識共有を図った。また、生成

AI を活用した本学 DX 化計画に関する現状分析結果についても報告を行い、今後の業務改

善や効率化の方向性について理解を深めた。 

令和 7（2025）年度は、教職員間のコミュニケーション活性化と校務における DX（デジ

タルトランスフォーメーション）の推進を重点目標として掲げ、組織全体の業務改善と働

きやすい職場環境づくりに取り組んだ。SD 活動の一環として、教職員が日常業務や職場環

境に関する意見・提案を気軽に発信できる仕組みとして「清泉イデア箱」を整備した。こ

の取り組みは、教職員一人ひとりの声を組織運営に反映させることを目的としており、寄

せられた投稿については、担当委員会が内容を確認したうえで、関係部署や担当委員へ迅

速に共有・報告を行う体制を構築した。これにより、課題の早期発見と改善につなげると

ともに、教職員が安心して意見を発信できる環境づくりを推進している。また、教職員同

士の交流や親睦を深める取組として昼食スペースを新たに設置した。これにより、部署や

職種を超えた自然なコミュニケーションが生まれ、日常的な情報共有や相談がしやすい環

境の形成につながっている。 

（2）FD 活動に関する規程として、平成 18(2006)年 4 月施行の「清泉女学院短期大学 ファ

カルティ・ディベロップメント委員会規程」を定め、「FD 委員会」を設置し主に各科ごと

に年度計画に従って実施してきた。各年度の FD 活動の実施状況は、FD 委員会の議事録と

共に「FD 報告書」をサーバー上の専用フォルダに整理している(備付-13④)。令和 7（2025）

年度より、当該規程を「清泉大学及び清泉大学短期大学部 ファカルティ・ディベロップメ

ント委員会規程」に改定し、その目的（第 1 条）を「清泉大学・清泉大学短期大学部の教
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育機能の改善を推進し、教育と研究の発展について検討し、実践することにより、本学の

教育環境の充実及び質的向上を図ること」と再確認した。また、具体的な活動内容として、

①シラバスの記載項目や記載内容、記載方法などに関する事項、②授業科目の位置付けや

到達目標、他の授業科目の内容や範囲などの接続関係について相互理解を図る事項、③授

業科目の教育目標を効果的に達成するための教科材に関する研修会の実施、④他の教員の

授業を参観して、自らの授業の内容及び方法の改善に役立てるための教員相互の授業参観

の実施、⑤授業技術や教材開発に関する定期的な研究成果の発表会、⑥アセスメント・ポ

リシーに基づく教育課程レベル及び授業科目レベルの学修成果の評価・検証の仕組み等の

理解を深める研修等、が掲げられている。実施委員会としては大学・短期大学部で統合さ

れたが、ＦＤ活動は大学・短期大学部の合同もしくは個別の活動の計画に基づき実施され

ている。 

令和７(2025)年度の短期大学部こども学科の FD 活動として、以下の活動を行った。詳し

くは「令和 7(2025)年度 FD 報告書」を参照にされたい(備付-13④)。 

・学生授業評価（各学期）に基づく科目担当者の「自己評価票」のとりまとめ 

・上記報告書に基づく授業改善の検討会および非常勤講師との懇談会 

・授業改善テーマに基づく FD 活動 

・「学修時間の実態把握に関する報告書」と「GPA の傾向分析＆単位取得数の傾向分析」に

基づく検討会 

・「学生生活アンケート」結果に関する意見交換 

・「学生懇談会」および「実習懇談会」の開催 

なお、上記の「授業改善テーマに基づく FD 活動」では、令和７（2025）年度の授業改善

のテーマとして以下の６つを設定した。 

Ａ 授業時間外の事前・事後学習に意欲的に取り組むための工夫や方法 

Ｂ 演習棟の特別教室を活用した、新たな学び方や取組を試行した授業運営の工夫 

Ｃ 対話的、協働的な学習を重視した授業運営の工夫 

Ｄ 個別指導、個別支援を通じた「個別最適な学び」を目指す工夫や方法 

Ｅ 生成ＡＩを適切に活用した授業方法・授業運営の工夫 

Ｆ 基礎的知識・技能の確実な修得をめざした小テスト、添削指導、課題提出等の反復・

蓄積型の授業方法・授業運営の工夫 

各専任教員は、各学期に、上記の改善テーマ１つを選び、改善に取り組む担当科目から

1 科目を指定し、「改善計画シート」「改善評価シート」を立案、実施している。 

なお、「教養教育科目」の FD 活動は、教務委員会のもとに「共通教育部会」（科目担当の

専任教員）を設け、授業評価の分析や授業改善や授業運営の情報交換を行っている。 

 

［区分 基準Ⅲ-A-6 労働関係法令を遵守し、人事・労務管理を適切に行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-A-6 の現状＞ 

労働基準法等関係法令に基づいて「就業規程」及び「給与規程」等を制定のうえ、関係

法令に基づく「学則・規程集」「基準集」を整備している。 

教職員の入職の際、総務部において新人教職員のオリエンテーションを実施し、就業に



清泉大学短期大学部 

103 

 

関する規程等の説明を行い、規程・基準については、教職員の誰もが閲覧できる公開サー

バーに保管し必要に応じて確認することができるようにしている。 

教員は裁量労働制を採用しており、総務部において教員から提出された「報告カード」

を基に毎月の勤務状況を確認管理している。職員は勤怠管理システムを導入し勤怠管理シ

ステムにおいて時間外勤務、休日出勤、有給休暇等を承認管理している。 

教員の採用、昇任、任期制教員の再任用は、平成 30(2018)年 4 月に改正した「教員選考

規程」の定めるところにより適正に行っている。専任教員の昇任及び再任用は、「教員選

考規程」で「昇格、再任用及び契約更新における審査は、別表 2「昇格及び再任用の業績審

査基準等」により行う」（第 11 条）と規定し、別に定める「昇格及び再任用の業績審査基

準等」において、「教育に関する事項」、「研究に関する事項」、「管理運営及び社会貢

献に関する事項」ごとに、昇任基準や審査項目等を具体的に定め、それらに基づき適正な

手続きを経て決定している。 

職員の採用、昇任、、任期制職員の再任用は、「職員採用関連規程」、「期限付雇用教職員

就業規程」、「嘱託職員就業規程」の定めるところにより適正に行っている。昇格、再任用

及び契約更新における審査は「目標管理制度及び人事評価制度規程」に基づき適正に行っ

ている。令和 5(2023)年度から 3 年間の職員（併設大学職員と兼務を含む）の採用、昇任、

専任登用の実績は以下の通りである。 

＜職員採用状況表＞ 

 新規採用 昇任 専任登用 

令和 5(2023)年度 ５（２） ３（１） １（１） 

令和 6(2024)年度 ５（１） ２（１） １（１） 

令和 7(2025)年度 ６（０） ４（０） 10（２） 

（ ）は短期大学部所属 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の課題＞ 

教員組織は、専門分野はもちろん性別や年齢構成等、総合的にバランスのとれた組織で

ある必要がある。令和元(2019)年度に策定した「第 3 期中期計画」で、教育面と経営面を

見据えた中期人員計画を策定したが、教育課程の将来構想に合わせて計画的に余裕をもっ

て教員を採用することや、性別や年齢構成等、総合的にバランスのとれた教員組織とする

ことを今後の課題としていた。教育研究における対応すべき事項の増加に対応して、教員

組織の年齢構成や働き方の多様化等を考慮することも課題であった。さらに、令和 7(2025)

年度からの全学的な改組に伴い、変動が考えられる教員組織について、令和 6(2024)年度

から対応を検討してきたことを、さらに円滑に移行できるよう準備を進めていくことが喫

緊の課題である。 

また、部課長職の部署マネジメント力・業務管理力に関する学内研修や職務権限の定着

により、権限と責任面における意識向上と事務の効率化が徐々に図られてきているが、一

段のレベルアップに向け、目標管理制度の運用を通して向上を図ることが課題である。SD

活動を通じ、管理者の管理力の向上、職員の課題解決力・企画力の向上、事務処理能力の

向上と人的リスクの排除を図ることが重要となる。 
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教職員の就業面では、働き方の適切な把握と改善に向けて、働き方改革へ対応すること

が課題となる。教員は裁量労働制での就業において、労働時間管理は自主申告によるもの

で、労働時間における健康管理が難しい状況にある。また、休日に開催されるイベント等

が多くなっており、教職員は有給休暇の取得も難しくなっている。職員に関しては、令和

４(2022)年度から就業規則を改定したが、引き続き時間外業務の管理を含む働き方改革を

進めていく必要がある。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-A 人的資源の特記事項＞ 

１．教育文化研究所の活動 

「教育文化研究所」の運営は教育文化研究所運営委員会が行い、学長の任命により各年

度、こども学科の教員 1 名以上が委員となっている。また、教育文化研究所事務局を研究

サポート部署と位置づけ、研究所担当職員による科研費獲得に向けたサポート、e-Rad に

おけるサポート体制の整備等諸施策を実施し、軌道に乗せている。また、本学専任教員が

建学の精神に基づいて共同で行う研究活動の活性化を目的として、研究課題単位に競争的

に配分する「共同研究」事業の運用を行っている。 

このほか、毎年、国際学術交流会を実施している。令和元(2019)年 7 月にはヴァッサー

大学（米国）のジュディ・クルー氏による「日本の「おとな」」の発題の下で学術交流を

深めた。令和 2(2020)年度はコロナ禍のため、Web により青山学院大学教授・抱井尚子氏に

よる国内学術交流会を実施した。令和 4(2022)年度は山梨大学教授山縣然太朗氏を迎え、

人を対象とする研究の倫理の基本と支援体制について講演いただき、研究倫理の理解を深

めた。令和 5 年度は教育文化研究所運営委員会での議論の結果、併設大学を含めた学術交

流、さらには共同研究につなげるため、学内の有志の教員による自身の研究テーマや経歴

について相互にプレゼン、終了後には交流会を開催、質疑を含めた相互理解の機会とした。 

令和 7 年 7 月 2 日にはコロナ禍を経て令和元年度以来となる共同研究発表会を学術交流

会と併催し、大学・短期大学部から登壇した 6 名の教員による令和 6 年度の活動成果や研

究テーマの発表を行った。 

 

［テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

備付資料 65 危機対策本部会議議事録、66 校地・校舎図面、67 図書館の概要、 

68 図書館アンケート、69 地震・火災等消防訓練（避難訓練） 

備付規程 120 図書館資料の購入・収集・整理及び保管等管理規程 

128 リスク管理規程、129 防火管理規程 

 

［区分 基準Ⅲ-B-1 教育課程編成・実施の方針に基づき校地、校舎、施設設備、その他の

物的資源を整備、活用している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-B-1 の現状＞ 

 校地・校舎の現状では、本学は、清泉大学と同じ敷地を共有している(備付-66)。校地面

積（校舎敷地・運動場・その他）は、併設大学と共有する上野キャンパスに、2019 年度に
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新たに長野駅東口キャンパスが加わり、両キャンパス合計で 19,133.40 ㎡であり、このう

ち校舎等敷地と運動場敷地は、7,654.03 ㎡となる。2025 年度、短期大学の設置基準面積

2,800 ㎡と併設大学の人文社会科学部の設置時点での大学設置基準上の必要面積 7,440 ㎡

〔人間学部 368 人＋人文社会科学部 72 人＋看護学部 304 人〕×10 ㎡〕の合計 10,240 ㎡を

上回ることから基準を満たしている。 

また、校舎等面積は、2023 年度に上野キャンパス内に校舎を新設したことで、両キャン

パス合計で 18,118.07 ㎡（このうち大学専有部分は、5,819．01 ㎡）となった。2025 年度、

短期大学の設置基準面積 2,100.00 ㎡と人文社会科学部の設置時点時点での大学の校舎設

置基準面積 9,525.64 ㎡の合計の 11,625.64 ㎡を上回ることから基準を十分満たしている。

このほか、体育館 1,200.47 ㎡を設置している。 

平成 25(2013)年度に総合案内板や館名看板、トイレ表示板などデザインを統一して、学

生や学外者のためにわかりやすい校内案内表示に変更したほか、平成 30(2018)年度には併

設大学の看護学部設置による学生数の増加に対応して、カフェテリア、マリアンホールの

ほかに、新たな学生の居場所として、2 階建ての「イグナチオ館」を建設した。これにより

100 席ほど増加し、昼食時の混雑は緩和されている。  

また、イグナチオ館の建設に合わせて学内の松林の整備、アーケード周辺の整備を行い、

これを機に学内の広場・庭園 6 か所が、より親しみやすい場所となるよう、学生、教職員

よりネーミング募集を行い命名した。このほか照明の LED 化、トイレの洋式化、空調機更

新等継続的に環境整備を行っている。2025 年度大学改革による男女共学化に備え男子トイ

レ及びロッカー室の整備を行った。 

なお、学生数の増加に対応する講義室確保と実践的指導・アクティブ・ラーニング用施

設の充実を図るため、令和 2(2020)年度開始の「第 3 期中期計画」で、「新演習棟」の建

設と老朽化対策を含む既存施設の改修を進めるため、令和 2(2020)年度にプロジェクト委

員会を立ち上げ、検討に着手した。新演習棟「クリスティーナ館」については、令和 5（2023）

年 8 月に着工、令和 6（2024）年 3 月竣工となり、令和 5（2023）年度末から運用開始とな

った。 

障がい者への対応として、ソフィア館、ヨゼフ館およびクリスティーナ館にエレベータ

ーを設置し、各所にスロープも設置しているほか、障がい者専用トイレを設置して車いす

での利用ができるようにしている。現状では最低限の整備は終了しているが、上野キャン

パスは丘陵地に位置し敷地内に傾斜が多いため、障がい者対応の面で改善箇所は多くあり、

今後、順次改善を図る必要がある。一方、長野駅東口キャンパスは、病院仕様のエレベー

ターが設置されているほか、トイレについても障がい者用設備が施され、看護・介護の観

点からも適した教育環境を整えている。 

教室、施設設備の現状について、短期大学部が置かれている上野キャンパスの教室は講

義室 19 室、演習室 9 室、保育演習室 1 室、表現系自由教室 1 室、実験実習室 5 室、情報処

理学習室 5 室、学習支援室 2 室、ピアノ練習用音楽教室(音楽ラボ)2 室があり、主な教室

には、プロジェクターや AV 機器等視聴覚機器を備えるなど、教育目的に沿って整備されて

いる。また、新演習棟「クリスティーナ館」により、学科・専攻課程の専門教育の一環と

して、より専門的な実践力を身に着けるための施設を充実させている。建物および機器類

の一部老朽化に対し、令和 2(2020)年度はソフィア館ゼミ室の視聴覚機器の入れ替え等の
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改修を行った。また、併設大学の看護学部設置により教室数が不足気味となるため、今ま

で視聴覚機器を設置していなかった 4 教室に視聴覚機器を設置し対応した。 

図書館の現状として、上野キャンパスの図書館の総面積は 740.6 ㎡であり、蔵書数は和

書 72,397 冊、洋書 12,660 冊の合計 85,057 冊、学術雑誌数は和雑誌 121 誌、洋雑誌 95 誌

の合計 216 誌、AV 資料は 4,204 点である。座席数は 1・2 階合わせて 116 席を備えている。

令和元(2019)年 4 月には東口キャンパスへの分室配置が完了した。新校舎の図書館面積は

236.45 ㎡、蔵書数は和書 7,230 冊、洋書 1,557 冊の合計 8,787 冊である。学術雑誌は寄贈

された資料を含め和雑誌 90 誌、洋雑誌 3 誌、合計 93 誌であり、AV 資料は 306 点である。

座席数は 32 席である。両キャンパスの資料は学内メール便を使い、相互に利用できる態勢

を整えている。（＊蔵書数は 2025 年度末現在） 

授業の参考図書を、担当教員がシラバスに掲載した書籍を購入し、図書館入口のコーナ

ーに教員ごとに配架している。教員からのリクエストにもその都度対応している。「認定

絵本士」養成講座が令和 2(2020)年度に開講されてからは、幼児だけではなく、幅広い年

齢を対象とする絵本や、絵本に関する参考図書を購入、整備している。学生の希望も、卒

業研究などに必要な資料は購入申請を受けた都度図書委員の承認を得て購入している。そ

の他、学生の図書館ボランティアサークル「B3」の協力を得て、年に一度「ブックフェア」

と称する機会を設け、学生の投票で購入希望書籍を決定するイベントも実施している。 

学術雑誌や新聞記事を検索する有料データベースを導入しており、計９種を両キャンパ

スで利用できる。また、これらのデータベースは、国立国会図書館デジタル化資料送信サ

ービス、国立情報学研究所が提供している CiNii、電子ジャーナルと合わせて図書館ホー

ムページ上にコンテンツを集約し、学生、教職員が HP からアクセスできるようにしてい

る。 

課金制のデータベースなど一部を除き、IP アドレス認証としているため、学内であれば

図書館以外の場所からも利用できる。学生への資料検索ガイダンスも実施し、データベー

スを紹介している。 

購入図書選定や廃棄は、「図書館資料の購入・収集・整理及び保管等管理規程」にのっ

とり処理をしている。希望者が購入申請書を提出し、図書委員の承認を得て購入している。

廃棄は同規程にのっとり、汚破損のほか蔵書点検を実施し、5 年以上紛失しているものを

対象として廃棄・除籍処分を行っている。 

上野キャンパスでは、学生用の PC15 台を情報処理室と同じ仕様で備えているほか、館内

貸出用のノート PC も 4 台整備している。図書館の閲覧室は 1・2 階に分かれているが、1

階は「ラーニングコモンズ」として利用できるように可動式の机と椅子を用意し、グルー

プで課題への取り組みのほか、少人数の授業で利用されている。2 階は個人学習に向け静

かな環境で利用するなど、階によって利用方法を区別している。東口キャンパスはノート

PC7 台を学内貸出用として整備している。 

図書館の利用促進と機能紹介を目的に学生アンケートを実施し、学生のニーズの把握に

努めている。両キャンパスの図書館を利用できること、資料のキャンパス間配送が可能な

ことをガイダンス等で周知している。上野キャンパスでは、開館時間の延長を希望する意

見には、例年行っている試験期間中の延長のほかニーズに応じて柔軟に対応している。東

口キャンパスは授業日と実習時には 20 時までの開館としている。 
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他館との連携は NACIS-CAT/ILL システムを通じて実施している。また日本カトリック大

学・短期大学連盟加盟館で作る図書館協議会の横断検索システムも利用している。長野県

内の大学・短大で構成されている信州共同リポジトリに参加し、清泉大学機関リポジトリ

を構築し、研究紀要等を Web 上で公開している。県内の私立大学・短大 8 校で研修会を実

施するほか、年間 4 回の頻度でテーマに沿った本を紹介し読書推進のための連携企画に取

組んでいる。学外者の利用はコロナ前ほどではないが、図書館ホームページを通じて公開

している情報を得て利用する人が一定数いる。隣接する養護学校の生徒が、読書週間に利

用することもあった。東口キャンパスでも保健医療関係者に限定してはいるが、公開して

おり利用登録者がいる。 

戦後 80 年となった今年度も、太平洋戦争などで戦争への協力を呼びかける役割を担っ

たとされる「国策紙芝居」の展示を行い、平和に対する啓蒙を行った。また「私たちの生

きる時代」と題したウクライナの子どもたちの絵画展を開催した。こういった展示は一般

市民の関心も高く、マスコミにも取り上げられ、多くの学外者が来館した。 

 

［区分 基準Ⅲ-B-2 施設設備の維持管理を適切に行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-B-2 の現状＞ 

固定資産管理、消耗品及び貯蔵品の管理については、「経理規程」「固定資産及び物品

管理規程」「図書館等諸施設の使用規程」「パーソナル・コンピュータ使用規程」を整備

し、これらに基づき担当部署で施設設備及び物品の適切な管理を行っている。また、財務

計画と連携した「中期投資計画」を策定し、財務状況を踏まえつつ、計画的に修繕・更新

を実施している。 

施設設備及び物品の維持管理については、「固定資産及び物品管理規程」に基づき、管

理責任者である総務部長が統括している。建築・設備・備品の老朽化に対しては、設備会

社による定期点検および常駐の外部委託業者による日常点検により対応箇所を把握し、「中

期投資計画」に反映するとともに、必要に応じて修繕・補修を実施している。加えて、学

内スペースの有効利用の観点から見直しを行い、教育方法や組織変更に応じた施設整備も

進めている。近年では、アクティブ・ラーニング対応機材の導入、研究室の増設、落雪対

応、駐車場整備、食堂改修、倉庫配置の見直し等を実施している。 

火災・地震等の災害対策について、「リスク管理規程」および「防火管理規程」を整備

している(備付規程-128)(備付規程-129)。毎年 10 月には、長野市消防署の協力のもと、学

生及び教職員参加による避難訓練（「非常事態発生時の対応と行動」表に基づいた非常事

態を想定した訓練）を想定した実践的な訓練を行っている(備付-69)。なお、令和 3(2021)

年度および令和 4(2022)年度は感染症対策のため規模を縮小したが、令和 5(2023)年度以

降は通常規模で実施している。 

消防設備については、専門業者による定期点検を実施し、不良個所は随時修繕している。

令和 6(2024)年度には、防火扉の作動点検および消火器の更新、令和 7(2025)年度には、体

育館の自動火災報知設備の更新を実施した。 

防犯対策として、両キャンパスにおいて警備会社による警備体制を整備し、日中は有人

警備、夜間は機械警備を実施している。警備状況は日報により毎日確認しているほか、入
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退館管理システムの更新・強化を行っている。また、緊急時に備えた教職員の連絡体制を

整備している。さらに、警察との連携体制を構築するとともに、一人暮らし学生向けの防

犯講座を毎年実施し、安全意識の向上を図っている。 

情報セキュリティ及び個人情報の保護については、「情報セキュリティ基本方針」、「同

実施規程」、また「ネットワーク、電子メールに関する利用規程」やガイドラインを定め

て情報セキュリティの確保を図っている。また、個人情報については、「個人情報の保護

に関する規程」及びガイドラインを定め、学生の個人情報を本人の同意なしで使用するこ

とを禁じている。さらに不正アクセスや紛失、改ざん、漏えい等の危険防止の措置を図っ

ている。 

学内ネットワークの出入口には、様々な脆弱性を攻撃してくるウイルス・ワーム・トロ

イの木馬など、脅威に対抗するためにファイアウォールのみならず、不正侵入検知及び不

正侵入防止やアンチウィルス、アンチスパム、Web フィルタリングなどを駆使した「統合

脅威管理(Unified Threat Management)システム」を設置し、セキュリティの強化を図って

いる。また、学生・教職員が利用する全コンピュータには、ウイルス対策ソフトウェア

(Symantec Endpoint Protection)がインストールされ、サーバーの集中管理コンソール

(Symantec Endpoint Protection Manager)で一元管理を行っている。学生には情報ネット

ワークシステム「SJC-Net」について、システムの特徴と正しい利用方法、また本学の充実

したセキュリティ機能について説明を行っている。 

環境保全の取り組みとして、5 月～10 月までの夏季はクールビズ、また 12 月～3 月まで

の冬期はウォームビズの実施や室温管理（夏 28 度、冬 20 度）を徹底するとともに、照明

の LED 化を推進し、令和 5(2023)年度までに全施設の LED 化を完了した。さらに、省エネ

ルギー型設備への更新を進め、エネルギー消費の削減に取り組んでいる。 

令和 2(2020)年度から「新型コロナウイルスの感染防止ガイドライン」に則った対策に

取り組んだ(備付-65)。具体的には、学生相談窓口への飛沫防止シートの設置、学生食堂へ

のアクリル板衝立設置、校舎入口および講義室入口への手指消毒用アルコール液配備、講

義室での座席間隔確保、講義中の換気などで、新型コロナウイルスが 5 類に変更された令

和 5(2023)年 5 月上旬まで継続実施した。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の課題＞  

上野キャンパスでは、科目数が集中する授業時間帯の利用教室数が過密になっているこ

とに加え、学生数の増加で学生の居場所の確保が課題である。また、ラファエラ館や音楽

堂を中心に施設・設備全体の老朽化が進んでおり、「第 3 期中期計画」に盛り込んだ施設

の改修・改善計画を着実にすすめることが課題となっていた。狭隘化、老朽化への対応や

アクティブ・ラーニングの環境整備や保育関係の演習・実習の充実等、これからの教育ス

タイルに適合した施設・設備の整備に向けて令和 2(2020)年度にプロジェクト委員会を立

ち上げ、新演習棟の新築を軸としたキャンパス整備計画の検討に着手した。新演習棟につ

いては、令和 4(2022)年度に建設業者の選考を経て、令和 6(2024)年 4 月より運用を開始し

た。令和 7(2025)年度から開始した「第 4 期中期計画」では現状を把握しているが、収支

状況、資金状況等を勘案し、現在ある機器・備品の維持的な更新、新たな機器・備品の購

入、校舎の修繕等では、大規模な改修投資は、定員が確保でき、黒字化が軌道に乗ること
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が前提で、当面は緊急性の高い故障等に限定した対応としている。 

図書館も狭隘化が進み、資料の配架の複雑化で利用者が探しにくい状況になりつつある

ため、蔵書検索システムへの掲載情報を充実させ、検索し易い環境を整えることが課題と

なる。計画的に所蔵資料の除籍を実施しているが、対象資料の選定も課題である。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-B 物的資源の特記事項＞  

教育施設の狭隘化、老朽化への対応やアクティブ・ラーニングの環境整備や保育関係の

演習・実習の充実等が長年の課題であった。令和 2(2020)年度にプロジェクト委員会を立

ち上げ、新演習棟の新築を軸としたキャンパス整備計画の検討に着手し、新演習棟につい

ては、令和 6(2024)年 4 月より運用を開始した。新演習棟の活用については、学生の教育

の充実とともにこども学科の学生募集に結び付くよう、こども学科をはじめ各学部学科が

主催し新演習棟を利用する各種イベント等を内外に発信し、充実した教育施設を周知する

ことが課題である。 

 

［テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

備付資料 66 校地・校舎図面、70 学内 ICT 基盤ドキュメント 

 

［区分 基準Ⅲ-C-1 教育課程編成・実施の方針に基づき学習成果を獲得させるために技

術的資源を整備し、有効に活用している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-C-1 の現状＞ 

本学の教育課程編成・実施の方針は、「中期計画」に沿って順次実施される。技術的資

源の整備状況も、この計画に沿って以下のように実施されている。 

専門的な支援、施設設備の向上・充実に関して、平成 22(2010)年度に開始された「学内

ICT 基盤強化プロジェクト」によって、学内全域に光ファイバーを敷設し、高速バックボ

ーンネットワークの構築と支線ネットワークの整備及び無線 LAN 環境の整備が行われた

(備付-70)。有線 LAN 環境では 1Gbps の配信容量が確保され、無線のアクセスポイントを

49 か所設置して Wi-Fi 利用が可能となった。以降、中期計画に沿って平成 29(2017)年度に

は、統合脅威管理(Unified Threat Management)を更改し、情報セキュリティの安全性を確

保した。平成 30(2018)年度には、情報処理室等のコンピュータの更改を行い、Windows10

へ移行した。令和 2(2020)年度には、ファイルサーバー及びレイヤー3 スイッチの更改を行

い、安全性と信頼性を確保した。 

情報処理室以外にも図書館内の閲覧室、教務学生関連事務室に、レポート作成や情報検

索に利用できる PC が複数台設置されている。なお、各情報処理室に高性能の PC を導入す

ることにより、映像の視聴・編集や写真の編集等を可能としているほか、図書館内には録

画・再生機器を設置したエリアを設け、視聴覚教材利用時に利用できるようになっている。

技術サービス（人的資源面）では、学内の情報ネットワーク及び各種サーバーの管理運用

は、「システム室」のシステム室長及び室員 1 名の 2 名体制で行っている。学内の情報シ
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ステムが円滑に使い続けられるようサーバー、ネットワークなどの保守メンテナンス作業

やトラブル発生時の対応、情報セキュリティを遵守した業務を行っている。このように教

育課程編成・実施の方針に基づいて、技術サービス、専門的な支援、施設設備の向上・充

実を図っている。 

情報技術の向上に関するトレーニング、研修等に関しては、最新の技術の調査、教育課

程の編成・実施方針にあわせた設備の増強や利用形態の検討を、「情報システム委員会」

が検討、実施している。システム室では、毎年新任教職員向けに情報ネットワークシステ

ムの正しい使い方や機能を効果的に用いることができるよう、「SJC-Net 研修会」を開催

している。また教職員向けに、Google Workspace for Education のツールを活用し、教育

や管理業務の効率化、活用事例を紹介した「Google 講習会」や、ウイルスやパスワード、

メールやデータの持ち出し等の事例を紹介した「セキュリティ基礎研修会」を実施した。

学生向けには、各科の情報系必修科目を通じて、情報セキュリティへの意識を高め、正し

い利用方法の説明を行っている。 

技術的資源と設備の計画的な維持と適切な状態の保持に関して、ソフト面の技術的資源

（人的資源）では、システム室のシステム室長及び室員 1 名の 2 名体制で適切な状態を保

持している。設備（ハードウェア）面では、業者と保守委託契約を締結し、学生利用の PC

についてアップデート作業を行い、コンピュータを最新の状態に維持している。また、新

年度には新入生アカウントの登録作業と卒業生アカウントの削除作業を行っている。こう

して技術的資源（人的資源）と設備（ハードウェア）の両面において、計画的に維持・整

備し、適切な状態を保持している。 

技術的資源の分配に関しては、人的資源と設備（ハードウェア）の分配・配置を常に見

直している。ネットワーク基盤を中心としたシステムの管理運用状況の日常的な監視、資

源の配分状況をモニタリングし、月次に ICT 基盤の保守委託会社と定例会を開催し、状況

報告と課題の検討を行っている。 

「中期計画」にしたがい、教職員が教育課程編成・実施の方針に基づいて授業や学校運

営に活用できるよう、学内のコンピュータ整備を行っている。令和 2(2020)年度は、コロ

ナ禍によりオンライン授業が実施され、貸出コンピュータの需要が増えたため、貸出用ノ

ート PC13 台を増強した。いずれのコンピュータにも、パソコン環境を再起動するだけで元

の環境に復元する機能をもつ「パソコン運用支援パッケージ（瞬快）」が導入され、同一

環境の維持を可能としている。その他リモート制御による電源 ON・OFF・再起動やモニタ

リング、ファイルのコピー・回収など、様々な機能の導入により授業運営がスムーズとな

った。教職員のコンピュータ整備として、令和 6（2024）年度からは、本学で多く導入して

いる Windows10 LTSC サポート終了の 2029 年を待たず（Windows 10 Pro は 2025 年 10 月

サポート終了）に備え、Windows 11 への移行を見据えた端末環境の更新を順次開始してい

る。 

本学では、学生の学習支援のために必要な学内 LAN を順次整備してきた。具体的には、

平成 22(2010)年度に開始された学内 ICT 基盤強化プロジェクトにより、学内全域に有線

LAN が敷設された。令和元(2019)年度には看護学部開設に伴い、長野駅東口キャンパスに

有線 LAN を敷設した。すべての教室、研究室、事務室及び図書館に情報コンセントが最低

1 箇所設置している。無線 LAN の対象範囲は学内全域とし、サイトサーベイを行い、適切
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な場所にアクセスポイントを設置している。令和５(2023)年には、上野キャンパス敷設の

アクセスポイントを IEEE802.11ax(Wifi6)に対応した機器に更新し、学内無線 LAN 通信の

速度と安定性が向上している。 

上野キャンパスと長野駅東口キャンパスは VPN(Virtual Private Network)で接続され、

相互通信を行っている。学内 LAN は、VLAN(Virtual Local Area Network)方式で切り分け

を行い、研究室・事務室ネットワークと学生ネットワークはアクセスできぬよう構築して

いる。 

効果的な授業として、LMS(Learning Management System)として導入されている「Google 

Classroom」により、教員は授業資料配信、課題提出、試験等を行い、リアルタイム型、オ

ンデマンド型、ハイブリッド型など様々な授業形態に対応している。さらに、フォームを

活用して、学生からリアルタイムのレスポンスを取り、効果的な授業運営を行っている。

また、令和 2(2020)年度に導入した電子黒板「らくらくボード」を 4 台導入し、電子黒板

を用いた授業に取り組むよう整備した。このように各教員は、ICT 技術レベルに応じ、新

しい情報技術を活用した効果的な授業を行っている。 

本学では、デスクトップ型コンピュータを常に設置している情報処理室が 3 室、BYOD 対

応教室が 2 教室、それぞれ整備されている。マルチメディア教室や CALL 教室等の特別教

室は、それらの教室の一部設備をソフト・ハード的に追加することで構成している(備付-

66)。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の課題＞ 

ICT 基盤関連では、学生による個人デバイスの持ち込みが増加していることを背景に、

Wi-Fi アクセスポイントの増強による安定した学内無線 LAN 環境の整備が課題となってい

る。令和 7（2025）年度にインターネットと学内を隔てるゲートウェイ装置の更改を行い

通信の安定性を向上させている。またクラウドサービスの利用が一般的となり今後も利用

が増えることが見込まれるため、令和 8（2026）年度にキャンパス間をつなぐ VPN 回線、

インターネットに接続する回線を現行の 1Gbps から 10Gbps に変更予定である。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-C 技術的資源をはじめとするその他の教育資源の特記事項＞ 

コロナ禍を経て、対面と遠隔を適宜併用するハイブリッド型の授業運営や、業務のデジ

タル化が定着しつつある中、より柔軟かつ持続可能な ICT 環境の整備が求められている。

コロナ対応として整備したこうした背景を受け、令和 6（2024）年度には、Google Workspace 

for Education の上位グレードのライセンス契約を締結、令和 7（2025）年度には Office 

365 のライセンス契約を締結、非常勤職員を含む、学生・全教職員が、クラウド連携した

Office の利用できるようにし、Web 会議ツールの時間無制限での利用および録画を可能と

する環境整備を実施した。併せて、学内全体で利用可能なクラウドストレージの増強も行

い、大容量データの共有や長期保存、共同編集などが可能となり、学内における教育・研

究・業務活動の効率化が期待される。これらを通じて、アフターコロナ後に定着した授業

におけるオンライン対応における柔軟かつ持続可能な ICT 活用を支える基盤整備を実施し

た。また、生成 AI 利用に関するガイドラインを作成し、講義での活用を推進している。令

和 8（2026）年度には生成 AI サービスの有償版利用を進める予定である。 
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［テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 16 財務状況調べ、17 資金収支計算書・資金収支内訳表、 

19 事業活動収支計算書・事業活動収支内訳表、20 貸借対照表、21 中期財務計画、 

23 事業計画書、24 収支予算書 

備付資料 5 清泉百年プロジェクト、10 中期計画 

 

［区分 基準Ⅲ-D-1 財的資源を適切に管理している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-D-1 の現状＞ 

財的資源の把握と分析は次の通りである。本学の財務状態は、資金収支及び事業活動収

支の教育活動収支は令和元(2019)年度、令和 2(2020)年度の 2 年間プラスの状況にあった

が、令和 3(2021)年度から令和 7(2025)年度まで収容定員未充足であったことを受け、5 年

連続でマイナス計上となった(提出-16)。 

事業活動収支の状況は、財務計算書類等の作成にあたり、各部門への計上を部門配分基

準の内規にしたがい、併設する大学と按分しているため、併設大学の収容定員割れの影響

が短期大学の事業活動収支等に負担となる影響が続いていた(提出-19)。平成 30(2018)年

度からは併設大学の学生確保が図られつつあり、その影響はほぼなくなってきていたが、

令和元(2019)年度に併設大学看護学部の設置により、完成年度までは収容定員未充足の影

響を受ける状況にあった。このような状況において、平成 27(2015)年度から徐々に悪化し

ていた経常収支差額は、人件費の減少と大学の学生確保が図られ、按分する経費負担の軽

減により改善しつつあったが、看護学部の定員未充足の影響を受け、令和元(2019)年度を

ピークに黒字額が減少し、令和 3(2021)年度から令和 7(2025)年度まで、5 年連続で赤字と

なった。 

貸借対照表の状況は、学校法人、本学ともに借入金はなく、固定長期適合率、流動比率

はともに健全に推移しており、財務の安全性を十分に確保している(提出-20)。このように、

財政状態は本学の存続を可能とする状況にある。 

法人全体の財政基盤は、日本私立学校振興・共済事業団の経営状態区分では、「B0」（イ

エローゾーン）の予備的段階にある。しかし、貸借対照表関係比率において、令和 7(2025)

年度末の純資産構成比率 92.6％、流動比率 341.1％と全国平均を上回り、健全性は極めて

高く、教育・研究活動を安定して継続的に遂行できる十分な財政状態にある。 

経理規程等にしたがい、退職給与引当金は、特定預金として設定を行っており、退職金

の期末要支給額の 100%を計上している。他の引当金も特定預金として積立てることで、安

全な運用を実施してきている。 

教育研究経費の適切性は、財務比率の割合から見ると、令和 3(2021)年度 29.8％、令和

4(2022)年度 28.4％、令和 5(2023)年度 24.8％、令和 6(2024)年度 31.7％、令和 7(2025)年

度 50.3％と、教育研究を重視した必要な経費を確保している。 

教育用の実習及び演習の機材の更新と図書の購入においては、「特別予算」化を図り、

必要に応じて資金配分を行っている。 
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公認会計士の意見は特段なく、会計処理は適切に行われている。 

寄附金の募集においては「寄付金申込書」により取扱いを行い、所定の領収書を発行す

るなど、適切に処理している。なお平成 30(2018)年度から令和 4(2022)年度までの 5 年間、

受配者指定寄付制度等の税制上の優遇措置を利用して、「清泉百年プロジェクト」寄付事

業を展開した(備付-5)。 

本学の入学定員充足率は、令和 3(2021)90％、令和 4(2022)年度 86.7％、令和 5(2023)年

度 62.8％、令和 6(2024)年度 58.3％、令和 7(2025)年度 65.0％となっており、入学定員未

充足の状況が拡大した。 

令和 3(2021)年度から国際コミュニケーション科の入学定員を 100人から 80人に削減し

たが、引き続き国際コミュニケーション科の入学定員未充足が続いた。令和 4(2022)年度

に幼児教育科の入学生数が入学定員割れとなったことで、収容定員充足率についても、令

和 3(2021)年度 90.0％、令和 4(2022)年度 86.9％、令和 5(2023)年度 72.3％、令和 6(2024)

年度 60.6％、令和 7(2025)年度 61.1％となっており、収容定員未充足の状態が続いている。

このため、令和 2(2020)年度までは事業活動収支は均衡し、安定した状態を維持していた

が、令和 3(2021)年度、令和 4(2022)年度、令和 5(2023)年度、令和 6(2024)年度、令和

7(2025)年度と 5 期連続でマイナス計上となったことから、入学定員確保が喫緊の課題と

なっている。 

財的資源の適切な管理として、学校法人及び本学の「中期計画・中期財務計画」に基づ

き、総務部及び経営企画室が毎年度 11 月から、事業計画と予算の策定作業を行い翌年 3 月

に確定している。策定作業においては、各部署の事業計画に基づく予算を編成している(提

出-21)。 

事業計画と編成された予算は、経営計画・運営会議、教授会の審議を経て、学長が成案

して理事会に諮っている。学校法人は、毎年度末に本学を含む法人傘下の各学校の事業計

画と予算を取りまとめ、評議員会の諮問を経て理事会で決定し、決定内容を法人傘下の各

学校の関連部署にフィードバックしている(提出-23)(提出-24)。 

理事会において事業計画と予算が承認された場合、理事として出席していた学長は年度

末の経営計画・運営会議でその旨、報告する。特段の変更がなければ、教授会における案

をもとに事業活動を開始することになっている。理事会で指摘事項等があった場合や事業

計画や予算を見直す場合、学長は速やかに経営計画・運営会議を招集し、必要な対応を決

定する。これを受けて学部長が短期大学運営会議を招集し、事業計画と予算の見直し等の

必要な対応を検討、決定する。決定した事項は最終的に教授会で審議のうえ、学長が決裁

する。 

年度予算の執行は、日常的な出納業務、資産及び資金の管理運用について、「経理規程」、

「固定資産及び物品管理規程」等の関連規程に定め、適切に運営しており、年度予算は、

予算番号により管理し、原則予算の範囲で適正に執行されている。執行にあたって、総務

部が予算の範囲内であることの確認を行っている。 

法人傘下の学校の財務は、各校が年度予算計画の策定から執行管理、決算処理までを担

う独立した形を原則としており、経理業務は各学校が学内の体制で実施している。日常的

な出納業務は本学で実施し、法人の経理管理は、法人が法人全体の予算と決算及び月次チ

ェックを行い、各学校の経理状況を確認のうえ財務担当理事に報告している。 



清泉大学短期大学部 

114 

 

資産及び資金（有価証券を含む）の管理と運用は、適切な会計処理に基づいて資産管理

台帳、資金出納簿等に記録し安全かつ適正に管理している。 

また、法人本部において月次試算表を作成し、経理責任者を経て理事長に報告している。

会計処理については、学校法人会計基準に従い会計帳簿及び計算関係書類等を正確に作成

し、保存している。独立監査人の監査報告書において学校法人会計基準に準じて、財務及

び収支の状況を全ての重要な点において適正に表示しているものと認める報告を得ている。

併せて、監事より監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認める報告を得ている。 

 

［区分 基準Ⅲ-D-2 日本私立学校振興・共済事業団の経営判断指標等に基づき財的資源

の実態を把握し、財政上の安定を確保するよう計画を策定し、管理している。］ 

 

＜区分 基準Ⅲ-D-2 の現状＞ 

本学では、次世代のグランドデザイン「Grand Design of Seisen Jogakuins in Nagano 

for the Next Generation 2021」（略称「SJN21 構想」、詳しくは基準Ⅲ-D の特記事項を

参照）を構想し、そのアクションプランとして「中期計画」を作成している。「SJN21 構

想」は、中長期的なシミュレーションに基づく併設大学の教学組織改革を中心に、両大学

で 1,000 人規模の収容定員を確保していくこと目標とした。この計画において、本学は教

育の質を確保と広報を充実することで学生確保を図り、地域に貢献する人材の養成を行う、

北陸甲信越における唯一のカトリックの高等教育機関として存続していくことを将来像と

している。 

「本学の将来像」に向けた、直近の経営改善計画として令和 6(2024)年度に「第 4 期中

期計画」を策定した(備付-10②)。現在この中期計画に基づき、令和 7(2025)年度の事業計

画を策定し、実施したところである。中期計画策定においては、地域における高等教育機

関として地域における役割を果たすため、本学と併設大学の学生確保に関する一体的なマ

ーケット分析等の客観的な環境分析に基づき策定しており、マーケット動向、地域動向、

本学の強み・弱みを踏まえ、実現可能性のある目標を掲げた計画としている。 

本学の強み・弱み等の客観的な環境分析として、令和 6(2024)年度には「第 4 期中期計

画」策定に当たり、最新の文部科学省の資料や私学事業団が公表した「大学の 2024 年度入

学志願動向」を基に分析を行い、この結果に加え自己点検・評価の結果、認証評価の結果、

外部評価の結果、中期計画策定の過程で把握できた課題を把握したうえで、財政上の安定

を確保するための方針、改善のための具体的施策を策定している。学部学各科によって強

み、弱みは違うものの、本学が置かれている環境は、長野県の資格を含む実学志向の強さ

に支えられてはいるが、景気動向、高等教育の 4 年制大学への流れ、大学選び、学部学科

選択の早期化、新幹線等の交通網の変化、専門学校の動向による影響により大きく変わる

ものであり、決して安定的なものではないとの環境認識にあり、この認識に立って計画を

策定している。 

とくに「2025 年度大学改革」では、国際コミュニケーション科の 4 年制化と併設大学に

併せ男女共学化にするとともに、短期大学を短期大学部として「幼児教育科」を「こども

学科」に名称変更することとした。 

この中期計画における財務計画は、法人から「中期計画期間中に経常収支差額を黒字化
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すること」との数値目標が示され、第 4 期中期計画終了時には経常収支差額を黒字となる

計画となっている。入学定員、収容定員の充足を前提とした計画で、本学を経営的に維持

するための学生募集対策と入学者目標を設定のうえ、これに基づき学納金、補助金、研究

の活性化による外部資金の確保を計画し、裏付けのある収入計画とした(提出-21)。 

また、支出面では第 4 期中期計画中に新設される農学部では新規採用による増加がある

ものの、既存学部においては補充採用にとどめる人事方針による人員計画を策定した計画

としているほか、教育研究費、管理経費は、全体の経費計画から割り当てた各部門経費計

画をベースに計画を策定している。割り当てにあたって、固定的な経費は各科の学生数を

基に按分し、各科の経費のバランスを取っていたが、令和 7(2025)年度の予算編成につい

ては、令和 6（2024）年度の予算編成同様にゼロベースで予算を策定した。 

さらに中期計画において、老朽化、狭隘化が課題となっている上野キャンパスの施設・

設備に関する投資計画では、令和 4（2022）年度より新演習棟の建設に向け動き出し、令

和 6(2024)年度より運用を開始したが、収支状況、資金状況等を勘案し、現在ある機器・

備品の維持的な更新、新たな機器・備品の購入、校舎の修繕等では、大規模な改修投資は、

定員が確保でき、黒字化が軌道に乗ることが前提で、当面は緊急性の高い故障等に限定し

た対応としている。 

農学部新設に際し、外部資金の借入を予定するが遊休資産の処分については計画してい

ない。 

以上のように、本学全体及び各科ごとの定員管理とそれに見合う経費（人件費、施設設

備費）を設定し、バランスがとれる計画としている。 

中期計画の策定においては、環境認識、マーケット認識等を共有するため、教授会や職

員会議等で情報を共有してきているほか、本学の財務状況を中心とした経営情報について

も報告している結果、危機感の共有が図られ、中期計画の策定、実施は円滑に行われてき

ている。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の課題＞ 

安定的な学生の受け入れによる学生納付金の確保と、人件費を中心とした経費の管理が

課題となる。このため、令和 7(2025)年度から開始される「第 4 期中期計画」の財務計画

に基づき、総合的な収入の増加と経費コントロールを行う必要がある。第 3 期中期計画の

初年度に、国際コミュニケーション科の学生確保が計画を大きく下回ったことにより、令

和 3(2021)年度より入学定員を 80 名に削減したが、幼児教育科も令和 4(2022)年度から入

学定員未充足が継続していることも大きく影響しており、この対策が急務となっている。

また、補助金収入の増強、科学研究費補助金等の外部資金を獲得するとともに、予算管理

の高度化により経費削減は図られてきているが、一段の管理の充実が課題である。科学研

究費補助金等の外部資金の獲得は、本学の学問領域から大きな資金は期待できないが、教

育の質を高め、地域に貢献するためにも重要となる 

「第 4 期中期計画」に沿ったマネジメントサイクル（PDCA）を通して、教学改革、学生

確保により財務計画を達成することが課題となる。特に、ここ数年の入試において入学定

員未充足が連続するが、その原因がどこにあるのか見極め、財務計画に大きな乖離を生じ

させないことが重要である。入学定員未充足原因の究明と計画の進展に合わせて検討を進
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め、多面的に計画を遂行していくことが課題である。また、教職員が財務状況の共通理解

と問題点の共有が一層できるように努めることも課題である。 

 

＜テーマ 基準Ⅲ-D 財的資源の特記事項＞ 

１．「2025 年度大学改革」 

併設の大学を含めた第 3 期中期計画において、令和 5（2023）～令和 6（2024）年度の 2

年間の教学組織のあり方は「フェーズ 2」として、令和 4（2022）年度以降に検討すること

としていた。 

この「フェーズ 2」については本学を取り巻く内外の環境、さらに国・文科省の動向を

踏まえたうえで以下の方針を定め、令和 5（2023）年度に記者発表を行い、公表した。 

・清泉女学院短期大学を令和 7（2025）年 4 月より「清泉大学短期大学部」に改称する 

・国際コミュニケーション科の募集を令和 7（2025）年度から停止し、学びの内容を大

幅に拡充し、併設大学に令和 7（2025）年 4 月に新設する人文社会科学部に「情報コミュ

ニケーション学科」として改組する 

・幼児教育科は「こども学科」として名称変更する 

・併設大学とともに男女共学とする 

この「2025 年度大学改革」を実施する為、令和 5(2023)年度より文部科学省への認可申

請や学内準備を進めて、当初の予定通り令和 7(2025)年度に実施した。 

 

２．４つの「中期計画」の策定 

併設大学の長期にわたる定員未充足を「本学のガバナンス機能、内部統制機能の強化に

よる教学と経営の改革」により改善することを目的に、経営改革大綱を策定してきた。経

営改革は、①本学の質の向上、②ブランドの向上による存立基盤の確立、③変化を発信し

認知度を高める、④効率的に機能発揮できる仕組みづくり、⑤コンプライアンス・リスク

管理の充実――の 5 つの方向性に沿って経営改革を実施することとし、この方向性のもと

「第 1 期中期計画」を策定した。 

平成 27(2015)年 11 月合同教授会で上述の「SJN21 構想」が学長により表明され、この構

想に基づき、平成 28(2016)年度には併設大学の学生募集の改善及び本学の長期的な存続基

盤の確立のため、外部有識者の意見、学内の検討を経て、「修正経営強化・改善計画」を

策定し、具体的施策を含め「第 2 期中期計画」を策定した。この計画を広報戦略として展

開するため、ブランド力構築を図る「清泉百年プロジェクト」を実施し、教育組織の整備、

学生確保、教育の質保証等で成果を上げてきた。 

令和元(2019)年度には、令和 2(2020)年度からの 5 か年計画である「第 3 期中期計画」

を策定した。短期大学の地域における役割、地域からのニーズや地域経済の動向等の分

析に基づき、本学の存在意義を確認し、地域に貢献していく方向性を決定した。これに

沿って、国際コミュニケーション科のカリキュラムの再構築、定員の変更等を実施する

とともに「新演習棟プロジェクトチーム」を設置し新演習棟建設に向けて動き出し、令

和 5（2023）年度末に竣工し、令和 6(2024)年度より運用を開始した。 

また、「第 3 期中期計画」策定当初より、令和 5（2023）～令和 6（2024）の後半２年

間の教学組織のあり方については「フェーズ２」として位置付け、令和 4（2022）年度中
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に検討することとしていた。このフェーズ２の検討の中で、併設の大学を含めて全学で

男女共学化すること、これに合わせ大学名を「清泉大学短期大学部」と名称変更するこ

と、新型コロナウイルス感染症以降、入学定員充足率が低下した国際コミュニケーショ

ン科を令和 6（2024）年度の募集をもって停止し、令和 7（2025）年度からは、これまで

の国際コミュニケーション科の学びを大幅に拡充し、特に情報分野を一つの柱として打

ち出し、大学に新設される人文社会科学部の中に「情報コミュニケーション学科」とし

て新たに設置することとした。 

「第 3 期中期計画」のフェーズ２において、令和 7（2025）年度からの 5 か年計画であ

る「第 4 期中期計画」を策定した。「2025 年度大学改革」を実施するとともに、2027 年

度の農学部設置構想を発表し、2025 年度から準備を開始した。財務計画は、法人から

「中期計画期間中に経常収支差額を黒字化すること」との数値目標が示され、第 4 期中

期計画終了時には経常収支差額を黒字となる計画となっている。 

 

＜基準Ⅲ 教育資源と財的資源の改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の実施状況 

前回の認証評価に対する行動計画である「「中期計画」の方向性に基づいた計画的な教

員の確保、また教員と職員の機能の明確化により人的資源の効率化を図る。」における教

員の確保については、組織編成・職制規程の改正等により、組織機能の明確を図り、修正

経営強化・改善計画により策定した教職員人員数で進めている。また教育課程をより適切

なものとし若手の教員の採用を行い年齢構成の是正を図ってきている。その後、働き方改

革の法制化、併設大学を含めた教員の増加等環境の変化もあり、人的な資源の在り方は変

化しており、「第 3 期中期計画」において、再度人事、労務の在り方について見直しを行

っている。 

2 番目の行動計画項目「中期計画の PDCA、職務権限の定着化による管理職の機能発揮、

目標管理制度と人事評価制度の導入、意識向上のバックボーンとなる SD 活動を着実に進

めていく。」について、修正経営強化・改善計画において、PDCA の実践、管理職の意識付

け、SD 活動を通して人材のレベルアップを図ってきた。人材の質的なレベルアップ、事務

の効率化の諸施策の実施はできるものの、どの程度実効性が上がったかの評価は難しいが、

新たな教職員等の個々の業務遂行レベルの評価は比較的良好なものがある。 

3番目の行動計画項目「財務計画においては中期財務計画の PDCAを厳格に実施し、施設、

設備面の投資計画も計画的に進めていく。」については、できる限り財務計画及び修正中

期計画に沿って投資等を進めてきているが、併設大学の看護学部設置に伴う多額の投資の

ため、一部投資を見合わせていたが、幼児教育科の教育研究に必要な施設として新演習棟

を建設した。 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

今回の自己点検・評価の課題は、「第 3 期中期計画」においても課題と認識されており、

この課題を受けて改善の方向性、実施時期等を策定している。 

教員組織は、設置基準に適合すると同時に、「第 3 期中期計画」に示すように教育面と

経営面を見据え、教育課程の将来構想に合わせたバランスのとれた教員組織となるよう教
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員人事を計画的に実施してきた。令和 3(2021)年 4 月に国際コミュニケーション科の定員

減、及び令和 4(2022)年 4 月にカリキュラム改定を実施したが、さらに、令和 4(2022)年度

の途中から、必要な組織改編の検討を始め、さらなる改善を目指してきた。併せて、令和

7(2025)年度からの全学的な改組に伴い、変動が考えられる教員組織について、令和

6(2024)年度から随時対応を検討し、円滑に移行できるよう準備を進めてきた。 

教員の研究活動の活性化は、教育文化研究所運営委員会の活動等を通じて、科学研究費

等の獲得に向けた支援体制の更なる整備や積極的な外部資金獲得を図っていく。また、FD

活動の改善として、非常勤講師を交えた更なる FD 活動の展開、アクティブ・ラーニングを

中心とした授業方法の改善に向けた取組や授業の相互参観を一層活性化させる。 

事務組織は、各部署を統括する部課長職の部署マネジメント力や事務遂行能力は経験値

とともに向上しているが、一段のレベルアップに向け、目標管理制度の運用を通して向上

を図る。SD 活動は、企画力の向上、効率的な事務処理体制の構築を進めるために、職場風

土の変革、経営状況の共有、部署ごとの業務能力の向上策等の着実な実施及び人的リスク

の排除、法令に適合した正確な事務処理体制の構築等を目的に、業務マニュアルの内容を

点検充実させる。 

教職員の就業面では、働き方改革に適正に対応すべく、教員の有給休暇の適切な取得、

事務職員の業務の効率化や業務改善を促進する。「働き方改革」の代表的な施策として、

職員の年間総労働時間の短縮と月別の労働時間の平準化を目的とした 1 年単位の変形労働

時間制の廃止と、有給休暇の取得促進のための休暇制度の見直しを盛り込んだ就業規則の

改定を提案し、「教職員連絡協議会」で検討を進め、令和 4(2022)年度から施行した。業務

改善は、業務のマニュアル化を進める中で職員間の互換性向上を図り、生産性向上のため

無駄の排除と紙の削減などシステム化の促進を進める。令和 4(2022)年度途中から、タブ

レット端末を導入し、教授会等の諸会議をペーパーレス化した。 

財務に関して、「第 3 期中期計画」では、教育研究の質の向上、経営管理を強化するこ

とで、本学の存続を可能とする財務体質を確保するとしている。このため、自己点検・評

価の結果を実施施策に反映させ、人事計画及び施設整備計画を含む「第 3 期中期計画」を

達成することが重要であったが、令和 7(2025)年度も入学定員未充足により厳しい財務状

況が見込まれている。このため、令和 6(2024)年度に策定の「第 4 期中期計画」において

も、財務の健全性を取り戻すために、安定的な学生の受け入れによる学生納付金の確保と、

人件費を中心とした経費の管理を進めることとした。これらの課題をクリアするため、特

に国際コミュニケーション科は令和 7(2025)年度から募集を停止し、大学の新学部として

発展的再編をする予定である。より魅力的な学びの内容を訴求することで、入学定員未充

足の状況を改善していく。また、幼児教育科は新設成った新演習棟をアピールすることで

入学定員の充足を目指す。一方、経費については、今後とも厳格な執行管理を行い、新た

に策定された「第 4 期中期計画」の財務計画に沿った総合的な収入の増加と経費のコント

ロールを行う。また、「教育の質に係る客観的指標」等を含む経常費補助金の方向性に対

応する一方、寄付金募集等による財政基盤の安定化を図る。 
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【基準Ⅳ 短期大学運営とガバナンス】 

 

［テーマ 基準Ⅳ-A 理事会運営］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 1 建学の精神資料、25 学校法人清泉女学院寄附行為 

備付資料 74 理事会議事録 

 

［区分 基準Ⅳ-A-1 理事長は、学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮して

いる。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-A-1 の現状＞ 

理事長のリーダーシップについては、次の通りである。 

理事長は本法人の設立母体である「聖心侍女修道会」の修道女で、平成 29(2017)年まで

10 年間にわたり世界中の聖心侍女修道会の総長を務めていた。平成 30(2018)年に本法人

と姉妹校の清泉女子大学の理事に就任し、平成 31(2019)年度から理事長に就任している。

建学の精神及び教育理念の実現のため、法人及び各学校の方向性、重要施策の決定等にお

いて、理事会での議長として、バランスの良いリーダーシップを発揮している。さらに、

本学をはじめとする学校法人傘下の 9 校（小学校から大学まで 7 校、インターナショナル

スクール 1 校）を適宜訪問し、建学の精神及び教育理念の浸透に努めている。また、本学

には合同教授会及び重要な校務運営に係わる会議、学位授与式、入学式等の式典に参加す

るほか、教職員に対する講話、管理職や希望者との面談によって意思の疎通を行い、関係

者の合意形成を図ること等において、理事長としてリーダーシップを発揮している。 

理事長は、寄附行為第 14 条（理事長の職務）により本法人を代表し、その業務を総理し、

寄附行為第 15 条（理事の代表権の制限）により唯一代表権のある理事である。また理事長

は、「学校法人清泉女学院寄附行為」、「学校法人清泉女学院理事会決議または理事長の

決裁規程」、「学長・校長職務規定」、「経理規定」、「学校法人清泉女学院情報開示規

程」に基づき、その業務を総理している(提出-25)。併せて、「学校法人清泉女学院理事会

決議または理事長の決裁規程」及び「学長・校長職務規程」、各校で起案した方針の重要

度に応じ、理事会審議事項、理事長決裁事項を定めている。学校法人傘下の 9 校は、それ

ぞれの学校ごとに経営環境が異なっている。このため理事長は、各校の特色を生かす形で

その自主性を尊重しつつ、「学校法人清泉女学院理事会決議または理事長の決裁規程」及

び「学長・校長職務規程」に基づき全体の取りまとめを行い、法人本部を通して重要事項

等に対する内部統制の仕組みをとっている。 

理事長は、業務を総理するにあたり毎会計年度終了後 5 月末までに監事及び公認会計士

の監査を受け、理事会の議決を経た決算及び事業実績について評議員会に報告し、その意

見を求めている。 

 

［区分 基準Ⅳ-A-2 理事会は法令等に基づき開催され、学校法人の意思決定機関として

適切に機能している。］ 
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＜区分 基準Ⅳ-A-2 の現状＞ 

理事会は、「学校法人清泉女学院寄附行為」及び「学校法人清泉女学院理事会決議また

は理事長の決裁規程」にしたがい、役員・評議員・学長・校長人事、予算、決算、事業計

画、基本財産の取得・処分等の法人の業務を決し、また、各学校長の理事の業務執行状況

を確認、監督している。 

理事長は、寄附行為第 17 条（招集）に定められた手続きにしたがい、原則として年７回

理事会を招集し、議長として会議を統括するほか、理事、監事の意見を十分聴取し、法人

全体及び各学校の経営並びに管理運営状況を把握し、それぞれの発展のためにその課題の

解決に努めている。 

理事会は、認証評価制度に基づく「自己点検評価報告書」における課題を把握し、また、

事業計画における改善策や事業計画の遂行状態を点検することにより、認証評価に対する

理事会の役割を果たしている。このほか理事会は、本学の将来構想「SJN21 構想」や「清泉

百年プロジェクト」の審議、併設大学の文化学科や看護学部設置等を含む「修正経営強化・

改善計画」の審議、経営改革実行のための「第 2 期・第 3 期中期計画」等について活発な

審議を行っている(備付-74)。令和元(2019)年度には併設大学の大学院看護学研究科設置、

助産学専攻科設置のほか定員増に対する審議を行ったほか、本学国際コミュニケーション

科の定員変更等の本学に関連する重要事項を審議した。なお、令和 2(2020)年 4 月の私立

学校法の一部改正に対応する「中期計画」に関する寄附行為の変更として、「5 年以上 10

年以内の中期的な計画」の編成と理事会の議決を定めた。 

理事会では、重要事項の情報収集、企画、検証を行うため、法人本部担当理事と法人本

部担当を配置し、日本私立学校振興・共済事業団の経営支援情報や各種団体のセミナー等

により、広く法人の発展に資する教育・管理運営に関する情報の収集にも努めている。 

理事会は、本学の運営に関する法的な責任があることを認識して、学校教育法、私立学

校法等に基づき、寄附行為及び法人組織の権限関連規程を定めているほか、設置基準に適

合した運営を行うため、予算・決算の承認などを通じその責務を果たしている。 

理事会は、その責任を果たすため、学校法人の運営のため「学校法人清泉女学院寄附行

為」、「学校法人清泉女学院理事会決議または理事長の決裁規程」、「学長・校長職務規

定」、「経理規定」、「学校法人清泉女学院情報開示規程」を定めている。本学を含め傘

下の各学校の運営に関する主要な規程は、各学校が起案し理事会の審議を経て制定する仕

組みとすることで、理事会は必要な規定の整備を図っている。なお、令和 2(2020)年 4 月

の私立学校法の一部改正に対応する理事会に関する寄附行為の変更として、「特別の利害

を有する理事の議決権排除」の明確化や「利益相反取引の承認決議の議事録への賛否の記

載」等を追加した。 

 

［区分 基準Ⅳ-A-3 理事は、法令等に基づき適切に構成されている。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-A-3 の現状＞ 

理事は、私立学校法第 30 条（理事の選任等）に準拠した寄附行為第 7 条（理事の選任）

に基づき、評議員会において理事候補者に対する意見聴取を行い、理事選任理事として 6
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人、理事評議員選任委員会選任理事として 3 人、聖心侍女修道会選任理事として 3 人の計

12 人を選任している（令和 7(2025)年 5 月 1 日現在）。いずれもの理事も学校法人清泉女

学院の建学の精神・教育理念等に理解があり、当法人の健全な経営について学識及び見識

ある者が就任している。理事が責任をもって法人の諸事項に対して善管注意義務を果たし

つつ、業務分担を設けて責任をもって業務執行を行う体制を整えるため、本部担当、財務

担当、地区担当（湘南地区、長野地区、インターナショナルスクール）の各担当理事を定

めた。 

寄附行為第 10 条（理事の解任及び退任）により、私立学校法第 33 条に掲げる事由に該

当するに至った場合、理事は退任することとなる。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事会運営の課題＞ 

修道会選出理事やシスターの高齢化、学校法人傘下の各校においてもカトリック信者で

ない教職員が大半を占める状況となり、建学の精神の浸透が課題であると理事長は認識し

ている。また、理事長は修道会の業務も多く、遠隔地に在職しており、理事長による建学

の精神に触れる機会の確保は当面の課題となる。また、経営課題、法令・制度変更対応、

教育理念の実現などの審議が活発に行われているが、さらに学校教育法の改正により理事

会が学長の業務状況の確認を行うことが求められ、この着実な実行が課題となる。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-A 理事会運営の特記事項＞ 

１．清泉教育研究所の設立と運営 

学校法人傘下の各校が建学の精神を継承し、姉妹校の連携・情報交換・共同研究および

企画等により、カトリック学校としての使命を時代にふさわしく果たすことを目的として、

平成 28(2016)年 9 月に「清泉教育研究所」を設立した。平成 29(2017)年度以降、理事長が

中心となって、清泉教育研究所主催の新任教職員研修、中堅教職員研修を企画運営すると

ともに、平成 30(2018)年度には、設立母体及び創始者、建学の精神、校名・校章・校歌の

由来、学校法人の沿革、教育方針等の内容を含む教職員向けの小冊子『わたしたちの教育

のスタイル』、令和 2(2020)年度末には同じく一般向けの小冊子『清泉の源泉へ』を刊行

した(提出-1①②)。令和 4(2022)年度には学校法人傘下の各校および共に聖心侍女修道会

を設立母体とする清泉女子大学と合同で姉妹校交流会を長野清泉女学院中学・高等学校（長

野市）で開催する予定であったが、長野県下のコロナ感染拡大のため開催直前に中止とな

った。令和 6（2024）年度は聖ラファエラ・マリア帰天 100 周年にあたり、聖心侍女修道

会総長をお迎えして姉妹校交流会を清泉女子大学で開催した。令和 7（2025）年度は、姉

妹校中堅教職員研修会を本学で開催し「修道会疎開時代の縁の地をめぐる」をテーマに野

沢温泉村を訪ねた。 

 

［テーマ 基準Ⅳ-B 教学運営］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 25 学校法人清泉女学院寄附行為 

備付資料 78 監査報告書、79 評議員会議事録、80 公式 HP 情報公開、81 カレッジ通信 
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［区分 基準Ⅳ-B-1 学習成果を獲得させるために、教学マネジメントの確立に努めてい

る。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-B-1 の現状＞ 

学長が適切なリーダーシップを発揮できるガバナンス体制を確立すべく、次のような体

制整備を行ってきた。本学は、平成 26(2014)年度に学校教育法の改正に沿って、学長のリ

ーダーシップがより発揮できる体制の整備を行っており、平成 27(2015)年度は、学長を補

佐する機関として「補佐職会議」を設置、平成 30(2018)年度には補佐職会議に代わる「経

営計画・運営会議」と「短期大学運営会議」を設置し、さらに令和元(2019)年度には、「学

長室」を置いた。現段階では短期大学部と人間学部・看護学部・人文社会科学部からなる

併設の大学より、各 1 名ずつ 2 名の教学・経営両機能を兼ねる副学長を置き、短期大学と

大学がより円滑運営できるような体制を整えた。学長は、以上のように、よりリーダーシ

ップを発揮できるよう体制改善を行い、教学運営の最高責任者として、その権限と責任に

おいて、教授会の意見を徴して最終的な判断を行っている。 

学長は、建学の精神に基づく教育研究を推進し、短期大学の向上・充実に向けて努力し

ている。具体的には、複雑化している本学の諸課題に対して、建学の精神を中心に据えた

「経営強化・改善計画」、「中期計画」を策定し、教育研究の充実に努めてきた。平成 25(2013)

年に、学長直轄の「経営企画室」を設置し経営改革大綱を立案し、理事会の承認を経て経

営改革を進めてきた。また、経営企画室は、経営改革大綱に基づき平成 26～28(2014~2018)

年度の「第 1 期中期計画」を作成した。平成 28(2016)年度には、短期大学と併設 4 年制大

学の次世代グランドデザインを設計するために学外有識者を含む検討会議を組織し、

「SJN21 構想」をとりまとめ、構想の実現に向けた「修正経営強化・改善計画」を策定し、

平成 29(2017)年度から「第 2 期中期計画」でその実現に取組んできた。「SJN21 構想」に

沿った改革を基本的な考え方を継承しつつ「第 3 期中期計画」の策定を行い、教育課程の

検討、定員の変更、教育環境の整備等を進め、長野の地における高等教育機関としての清

泉の維持・発展を図ることとした。「SJN21 構想」に基づいた一連の改革・運営計画は、令

和 4(2022)年度より計画されている令和 7(2025)年度の実施に向けての改組計画に継続的

に引き継がれている。令和 7（2025）年度においては短期大学改組計画に沿って、国際コ

ミュニケーション科を大学文化学科と共に 4 年制大学の人文社会科学部と改組し、男女共

学として、大学名を清泉大学と改めた。この改組に伴い、短期大学はこども学科となり、

清泉大学短期大学部となった。 

学長は、内部統制の一環として学生に対する懲戒等の手続を定めている（備付資料）。 

学長は、教授会の重要案件における意見交換を通して運営を行っている。所属職員につ

いては、学長室員の事務局長と次長に意向を伝え、実施について報告を受ける形で、所属

職員を統督している。 

本学においては、学長は「学長等の任命及び任期に関する規程」によって、理事会の推

薦に基づき、教授会の意見を徴して、理事長によって任命される。 

教授会の運営に関して、学長は、学則等の規程に基づいて教授会を開催し、本学の教育・

研究上の審議機関として適切な運営を行っている。本学の教授会は学長、専任の教授、准
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教授、講師及び助教をもって組織することが「清泉女学院短期大学教授会規程」の第 2 条

に規定されている。「清泉女学院短期大学教授会規程」に基づき、学長は毎月 1 回の定例

教授会及び学長が必要と認めたときに臨時教授会を招集し、同規程第 3 条及び第 4 条によ

り学長が議長となり、第 6 条による審議事項を議案としている。さらに同規程では、学長

が学生の入学、卒業、課程の修了、学位の授与及び自ら必要と定めた教育研究に関する重

要事項について教授会の意見を聴取した上で決定することや、学長が教授会に対して意見

を聴く事項も定めている。 

平成 30(2018)年度は、教授会において、学習成果、「三つの方針」に加えてアセスメン

ト・ポリシーの審議、検討も行い認識と方向性を共有している。また、「合同教授会規程」

に基づき、併設大学との合同教授会を年 2 回行い、学長の所信表明のほか、共通する事項

の審議している。教授会議事録は、次の教授会において了承され整備されている(備付-76)。 

本学の組織は別途示した通りであるが、学長のもとに教学組織と事務組織をおいている

(基礎資料 P3)。教学組織には教授会をおき、教学部門に関する事項を審議することとして

いる。事務部門は、主に業務執行を担う事務組織と企画機能を担う経営企画室に分かれて

いる。また、教学部門及び事務部門との連携を図るために委員会等を設け、それぞれの規

程により委員会を構成し、審議及び連携を図っている。これにより、学長は教授会ほか委

員会等の意見を十分に斟酌し、適切に運営している。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-B 教学運営の課題＞ 

学長のリーダーシップのもとに、教職員による協力体制を強化、充実させるためのガバ

ナンスの発揮が重要である。学長は引き続き、教職員が自らの役割を認識し意欲的に職務

に取組む組織づくり（協働・共有・共感的組織）を行うことが課題となる。また、学長の

リーダーシップを補佐する組織（経営計画・運営会議、学長室、経営企画室等）について、

適宜見直しを行い、教学、事務組織間の役割分担とバランスを考慮した組織とすることや、

大学が直面する様々な課題に柔軟に対応できる組織とすることが課題である。教授会に関

しては、その役割として、大学運営に対して教職員が積極的に関与していく機会とすると

ともに、重要事項の決定のための審議を十分に行い、直面する大学運営の重要課題に学長、

学長補佐組織、教授会がさらに一体となって取り組む姿勢を確保していくことが課題とな

る。 

 

［テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンス］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 25 学校法人清泉女学院寄附行為 

備付資料 78 監査報告書、79 評議員会議事録、80 カレッジ通信 

 

［区分 基準Ⅳ-C-1 監事は法令等に基づき適切に業務を行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-C-1 の現状＞ 

監事は寄附行為第 22 条により評議員会の決議により選任されている。定員及び選任数
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は、令和 7(2025)年 5 月 1 日現在、定数 2 人のところ 2 人選任している。監事は、寄附行

為第 28 条にしたがって業務及び財産状況並びに理事の職務執行状況を監査し、事業報告

書、資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表及び財産目録等を監査している。

また、毎年 6 月、監事は、理事長、財務担当理事とともに、公認会計士や内部監査室長よ

り前年度に実施した監査内容、結果の報告を受けている。その際に、学校法人が設置する

各学校の監査の結果、内部統制について相互に意見交換を行っている。同時に公認会計士

からは各校の経理処理や事務品質の水準、他の学校法人と比べた当法人の計算書類の水準

等についてアドバイスをもらい、今後の学校法人の管理運営に生かしている。また、監事

は清泉大学短期大学部、清泉大学ほか法人設置各校を毎年訪問し、中期計画の執行状況や

科研費の内部監査について監査を行っている。その他、監事は文部科学省主催の監事研修

会に毎年出席し、私立学校を取り巻く経営環境や教育行政の動向について認識を深めてい

る。監事は非常勤のため、内部監査室長が、公認会計士の実査による現物監査、期末決算

の会計監査、内部統制に関する期中監査に同席し、監査結果を法人本部に持ち帰り財務担

当理事に報告している。なお、令和 2(2020)年 4 月の私立学校法の一部改正に対応する監

事に関する寄附行為の変更として、監事の業務に「理事の業務執行状況の監査」を追加し、

不正行為発見時の「理事会及び評議員会の招集請求権」と理事の法令違反行為に対する「差

し止め請求」を定めた。 

監事は、学校法人の運営に関する法的な責任があることを認識し、寄附行為第 28 条（監

事の職務）にしたがい、年度中の理事会及び評議員会に出席して必要な質問を行うととも

に意見を述べ、また決算及び事業報告並びに予算及び事業計画について、各学校長及び学

長から説明を受け、会議において適宜意見を述べている。 

監事は、毎会計年度終了後の 5 月末までに、理事会並びに評議員会に監査内容を報告す

るとともに監査報告書を作成し提出している(備付-78)。 

 

［区分 基準Ⅳ-C-2 評議員会は法令等に基づき開催され、諮問機関等として適切に運営

している。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-C-2 の現状＞ 

評議員会は寄附行為代 31 条に基づき適切に選任されている。定員及び選任数は、令和 7

（2025）年 5 月 1 日現在、定数 13～17 人のところ、事務局長・事務長より５人、卒業生よ

り５人、設立母体である「聖心侍女修道会」から３人、学識経験者より２人の計 15 人を選

任し、理事の数を超える数の評議員をもって組織している。 

評議員会は、原則として年４回開催されている。評議員は学校法人の運営に関する法的責

任があることを認識し、私立学校法に準拠した寄附行為第 36 条（評議員会の職務等）によ

り、法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況について、役員に対して意

見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴することができるとし、理事

会は予算、基本財産の処分、事業計画、中期計画、役員報酬の支給基準、寄附行為等の変

更といった重要事項について決定するときは、あらかじめ評議員会の意見を聴かなければ

ならないとしている。また、寄附行為第 37 条（理事の行為の差し止め）、寄附行為第 38

条（責任追及の訴えの求め）を定めている。通常６月の評議員会では前年度の決算及び事
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業報告、３月の評議員会では当年度決算の見込み、次年度の予算及び事業計画が審議し、

その責務を果たしている。(備付-79)。 

 

［区分 基準Ⅳ-C-3 会計監査人は法令等に基づき適切に業務を行っている。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-C-3 の現状＞  

 会計監査人は会計監査人の選任を定めた寄附行為第 49 条に基づき、評議員会の決議に

よって選任されている。会計監査人は私立学校法 104 条第 2 項及び第 86 条第 1 項及び私

立学校法施行規則第 24 条に基づき、計算関係書類及び財産目録について監査を行ってい

る。会計監査人は監査を行った際には、独立監査法人の監査報告書として報告している。

併せて、会計監査人は独立監査法人の監査報告書の中で計算関係書類及び財産目録の監査

における監査人の責任を明記し、学校法人の運営に関する法的な責任をあることを認識し

ていることを示している。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-C ガバナンスの課題＞ 

学校法人が設置する 9 つの学校が 3 都県に散在し広域にわたるため、監事の負担は少な

くない状況であり、さらに令和 7（2025）年度より学校法人清泉女子大学が合併されるた

め 1 学校法人に 2 大学が存在することになり、業務執行状況プロセスの適切性の確認、重

要事項決定プロセスの適切性の確認、規程遵守状況の確認等、より高度な業務監査・内部

統制のチェックを行うため、監事の常勤化が検討課題である。 

評議員のうち、事務局長・事務長からの評議員の選任は 5 名で、理事である学長・校長

と共に、それぞれが学内の調整を図っており、評議員会は、諮問事項等を活発に議論して

いることから、特段の問題はないとの認識であるが、所属学校の観点からだけではなく、

現状以上に法人全体の観点から活発に議論を行う必要があり、このための構成メンバーの

検討が課題となる。 

 

［テーマ 基準Ⅳ-D 情報公表］ 

 

＜根拠資料＞ 

提出資料 25 学校法人清泉女学院寄附行為 

備付資料 78 監査報告書、79 評議員会議事録、80 カレッジ通信 

 

［区分 基準Ⅳ-D-1 短期大学は、高い公共性と社会的責任を有しており、積極的に情報を

公表・公開して説明責任を果たしている。］ 

 

＜区分 基準Ⅳ-D-1 の現状＞ 

本学は、高い公共性と社会的責任を有する高等教育機関として、関係法令に基づく情報

の公表・公開を行い、社会に対する説明責任を果たすよう努めている。 

学校法人及び本学は、学校教育法施行規則第 172 条の 2 第 1 項に規定する教育研究活動

等に関する情報を、公式ウェブサイトにおいて公表している。短期大学部に関しては、教
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育研究上の目的、教育目標・各方針、教育研究上の基本組織、教員組織、入学者選抜、学

生数、授業科目・シラバス、成績評価及び卒業認定の基準、施設・設備、学生納付金並び

に学生支援に関する情報を体系的に公開している（備付－80）。 

また、高等教育の修学支援新制度に係る確認申請書、実務経験のある教員等による授業

科目、学外者である理事の複数配置、厳格かつ適正な成績管理、財務・経営情報、自己点

検・評価及び認証評価に関する情報についても、公式ウェブサイトを通じて公表している

（備付－80）。 

財務情報については、私立学校法その他の関係法令に基づき、事業報告書、計算書類、

監査報告書、財産目録、役員名簿、寄附行為等の所定の書類を備え置き、閲覧に供すると

ともに、公式ウェブサイト及び広報誌「カレッジ通信」等を通じて公開している。公開に

当たっては、財務情報を図表やグラフ等も用いて分かりやすく示すよう努めている（備付

－80、81）。 

なお、令和 7（2025）年 4 月 1 日施行の改正私立学校法及び関係省令を踏まえ、学校法

人における情報公開及びガバナンスに関する制度の見直しに対応している。改正法では、

学校法人の管理運営の適正化及び透明性の向上を図る観点から、会計及び情報公開に関す

る規定の整備が行われている。 

さらに、本学は「日本私立大学協会 私立大学ガバナンス・コード＜第 2.0 版＞」に準

拠し、同コードに対する遵守（実施）状況を自ら点検している。点検結果については、大

学及び短期大学部ごとに公式ウェブサイトで公表し、ガバナンス・コードへの適合状況を

社会に対して明らかにしている（備付－80）。 

 

＜テーマ 基準Ⅳ-D 情報公表の課題＞ 

2025 年度の大学名称変更、短期大学部の男女共学化及びこども学科への名称変更等の組

織改編を踏まえ、教育情報、法人情報、財務情報及びガバナンスに関する情報について、

掲載内容の正確性及び更新時期を継続的に点検する必要がある。 

また、情報公開ページには多様な情報を掲載していることから、受験生、在学生、保護

者、卒業生及び地域社会等、それぞれの利用者が必要な情報に容易に到達できるよう、短

期大学部に関する情報公開ページと、財務情報、ガバナンス・コード、自己点検・評価及

び認証評価に関するページとの相互リンクを分かりやすく整備することが課題である。 

今後は、各情報の更新責任部署及び更新時期を明確にし、更新年月日の表示、図表や要

約の活用等を通じて、法令上の公表事項を掲載するだけでなく、学内外の関係者にとって

理解しやすく、利用しやすい情報公表の充実を図る。 

 

＜基準Ⅳ 短期大学運営とガバナンスの改善状況・改善計画＞ 

(a) 前回の認証評価を受けた際に自己点検・評価報告書に記述した改善計画の実施状況 

前回の認証（第三者）評価の自己点検・評価報告書に記述した行動計画の第 1 の計画は

「修道会選出理事の高齢化などから、建学の精神の教職員への浸透が課題となっている。

『姉妹校合同新任者研修会』、『姉妹校交流会』など建学の精神の維持・浸透を図るため

の活動を通じ、今後とも計画的かつ効果的に研修や交流活動を実施する。」としていた。

この課題に対して、平成 24(2012)年度より清泉女子大学と共同で、姉妹校全体の「合同新
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任者研修会」を実施している。さらに、数年に一度、学校法人傘下の教職員を対象とした

「姉妹校交流会」を実施している。直近では令和 6(2024)年 9 月に聖ラファエラ・マリア

帰天 100 周年にあたり聖心侍女修道会総長をお迎えして姉妹校交流会を清泉女子大学（東

京都）で開催した。また、平成 28(2016)年には「清泉教育研究所」（基準Ⅳ-A の特記事項

を参照）が設置され、同研究所を中心に計画的かつ効果的な研修や交流活動が実施してい

る。 

第 2 の行動計画を「経営課題に対応するため、ガバナンス機能と内部統制機能の高度化

に向けた法人本部と本学の連携強化がさらに必要である。また、ボトムアップ式の意思決

定方式の有用性とともに、本学の企画機能の更なる充実を図り、着実に経営改革大綱に沿

った中期計画を遂行する。」としていた。基準Ⅲ-D に記載がある通り、経営改革大綱を基

に「SJN21 構想」、「清泉百年プロジェクト」をもって展開した。その結果、教学マネジメ

ントの実質化、併設大学における学生確保を含む経営面の改善、教育組織の構築等が達成

されている。 

第 3 の行動計画を「教学改革を含む経営と業務の企画機能を担う人材の育成、PDCA の実

施状況の点検、リスク管理、監査機能等を強化する。また、IR（Institutional Research）

は有効な手法であり、重要な検討課題として取り組む。」とした。「PDCA の実施状況の点

検」、「リスク管理、監査機能等を強化」は計画的に実施されており着実に高度化してい

る。また IR についても、平成 30(2018)年度に新たに「IR 室」を設置し、同年以降、毎年

授業科目ごとの学修時間・授業満足度の調査分析を行い、教育の質の向上に役立てている。

また令和元(2019)年には、このデータに加え入学方式別の追跡調査や学生生活アンケート、

免許・資格取得状況、卒業後の進路先調査、卒業生への調査等のデータを横断的に分析し、

「三つの方針」に則った学生確保、教育、人材育成が適切に行われていることを検証して

おり、IR の手法を充実させている。 

 

(b) 今回の自己点検・評価の課題についての改善計画 

理事長、学長はリーダーシップを発揮し、建学の精神の浸透に努め、経営課題に対応す

るための体制整備、ガバナンス機能の強化を図っている。経営課題に対する意思決定方法

は、歴史的背景、各学校の実情から、抜本的な変更は難しい状況ではあるが、具体的な経

営課題に対して、地区担当理事を交えた理事長諮問事項の検討、各校を横断するプロジェ

クトにより対応する等、法人として新しい課題解決方法を模索、試行している。このよう

な方向で、以下のような取組の継続、一層の充実を図ることとしたい。 
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おわりに  

 

 2021 年度に、一般財団法人大学・短期大学基準協会による通算 3 回目となる認証評価を

受け、「適合」と認定されている。今回の報告書はその後の４冊目の報告書であるが、同協

会の第 4 期評価期間の新たな評価基準と報告書作成マニュアルに基づいて作成・編集され

ている。なお、第 4 期評価期間では「報告書」の記述について、評価基準に設定されてい

るすべての「評価の観点」に対応して記載する必要はないとされているが、本学では基本

的にすべての「評価の観点」に対応した網羅的な自己評価とした。 

今回の自己点検・評価報告書も、基本的な評価の方向性としては、前年度の大学運営、

教育・研究活動を継続かつ向上、改善すべく努力した点を評価している。また、2025 年度

に始まった短期大学改革を反映している。具体的には、「短期大学部」としての再編、男女

共学化と大学名の変更及び幼児教育科の「こども学科」への科名変更と入学定員の変更、

国際コミュケーション科の募集停止と 2026 年度閉科、等である。これらの詳細について

も、本報告書で適宜述べられている。また、「こども学科」の特色ある教育活動を中心に、

「特記事項」として掲載している。 

上記の短期大学基準協会による 3 回目の認証評価結果では、「学習成果の評価の基本方

針として『アセスメント・ポリシー』を定め、教育の向上・充実のために様々な方法や機

会を通して PDCA サイクルを活用して教育の質を保証している」と評価された。また、「向

上・充実のための課題」に１項目、シラバスについて「教員によって評価方法の記述が異

なっている状況であり、シラバスのチェック機能を整備することが望まれる」との指摘が

あったが、これには、2021～2022 年度にかけてシラバスチェックの改善をすでに実施、継

続している。 

今後の自己点検・評価の基本的な方向は、短期大学部「こども学科」の単科としての３

ポリシーと学習成果を改めて措定すること、それに基づき更なる学習成果の実質化と見え

る化を目指すことである。また、予定される 4 回目の認証評価に向けて、教育の質の向上

を図るとともに財政的な安定を目指すこと、ＰＤＣＡサイクルを実質的に機能させるため

の基盤を強化することになる。 
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